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■「とくしま－０作戦」地震対策行動計画
+
　進捗状況一覧

Ⅰ　加速する地震津波対策

　１　地震津波対策の計画的な推進

取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

1 国に対する「徳島発の政策提言」の実施
　南海トラフ巨大地震に備える地震津波対策の推進について、「徳
島発の政策提言」を行い、地震津波対策に係る財政措置の拡充
等、国の予算への的確な反映を行う。

＜あらゆる機会を捉
えて提言＞

＜あらゆる機会を捉
えて提言＞

順調
徳島発の政策提言として、国に対して、地震津
波対策に係る財政措置の拡充などの提言を
行った。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

5

2 「徳島県地域防災計画」の見直し
　本県における大規模地震等の災害に備えるため、過去の大規模
災害における課題と教訓を踏まえ、県や関係機関の役割等を検証
し、「徳島県地域防災計画」の見直しを行う。

順調
国の防災計画の改訂に合わせ、「徳島県地域
防災計画」の見直しを行った。

とくしまゼロ作戦課 5

3 市町村の国土強靱化地域計画策定の促進
　市町村の国土強靱化地域計画策定を促進し、国、県、市町村が
一体となって県土の強靱化を推進する。

達成

県計画を元にひな形を作成し、市町村に提供
するとともに、説明会を開催するなど策定に関
する支援を行った結果、R元年度末に24市町
村で国土強靱化地域計画の策定が完了した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

5

4 「津波避難対策緊急事業計画」の策定支援
　避難路や避難場所の整備を促進するため、南海トラフ特措法に
基づく「津波避難対策緊急事業計画」を策定する市町の支援を行
う。

＜H27：62.5％→H30：
100％＞

＜H27：62.5％→H30：
100％＞

要努力

計画未策定の2町に対し、計画策定のメリット、
策定の手順・手続等の情報提供を行うなど、早
期に策定するよう協力・支援を実施した。

＜Ｒ4年度実績：75%＞

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

5

5
津波災害警戒区域における「避難促進施設」
の指定の促進

　津波防災地域づくりに関する法律に基づく津波災害警戒区域に
おいて、市町村長の「避難促進施設」の指定を促進する。

＜H27：30％→Ｈ28：
100％＞

達成
Ｈ29年度までに、対象の10市町において、「避
難促進施設の指定」を行った。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

5

6
津波災害警戒区域における「避難促進施設」
の「避難確保計画」策定の促進

　津波防災地域づくりに関する法律に基づく津波災害警戒区域に
おいて、「避難促進施設」の「避難確保計画」策定を促進する。

＜「避難確保計画」策
定率　R1：64.1％→
R4：100％＞

達成
対象施設への啓発や計画策定支援を実施し、
年度末までに策定率100％を達成した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

6

7
南海トラフにおける観測体制整備及び観測情
報活用の推進

　南海トラフの地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ２）の観測情
報の防災・減災対策への活用について検討を行う。

順調
近隣県とDｏｎｅｔ観測データの活用に関する情
報交換を実施した。

とくしまゼロ作戦課 6

8
中央構造線・活断層地震に係る被害想定の策
定

  中央構造線・活断層地震対策を推進するため、震度分布図、被
害想定等の策定・公表を行い、活断層地震対策を促進する。

順調
被害想定等の周知・啓発を行い、活断層地震
対策を推進した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

6

9 南海トラフ地震への新たな防災対応の推進
　南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合の防災対応につ
いて、「防災対応方針策定検討委員会」を立ち上げ、今後の防災
対応のあり方を議論・決定し、着実な推進を図る。

順調
策定した防災対応方針に関して周知・啓発を
行った。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

6

ページ
番号

課室名Ｒ４年度の取組内容
取組

No.
Ｒ４年度末

達成度
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

10 南海トラフ地震への新たな防災対応の推進
　県民の安全確保のため、南海トラフ沿いで異常な現象が観測さ
れた場合の防災対応について、市町村の計画策定を推進する。

＜「臨時情報」を活用
した「防災対応」の計
画策定市町村数　R2
年度までに24市町村
策定＞

達成 R2年度末に全市町村策定済
とくしまゼロ作戦課
事前復興室

6

11 地区防災計画の策定推進
地区防災計画の策定を支援するとともに、必要と認められる場合
は，当該地区防災計画を事前に作成する復興計画や地域防災計
画にあらかじめ盛り込んでおくよう、市町村に対し助言・周知する。

順調

地区防災計画策定のためのワークショップを
実施するとともに、策定された素案について地
域防災計画に盛り込むよう、市町村に助言し
た。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

6

No.
取組

Ｒ４年度末
達成度

Ｒ４年度の取組内容 課室名
ページ
番号
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

12 とくしま地震防災県民会議の運営
　県民、自主防災組織、企業、医療、福祉、行政関係者など地域防
災を担う様々な主体が連携し、効果的な地震防災啓発活動等を行
うため、県民会議を設置し、県民活動を展開する。

順調

知っておきたい防災講座　　　　年５回
夜間防災講座　　　　　　　　　　 年２回
防災メモリアルデー啓発事業　年５回
夏の子ども防災まつり　　　　   年１回

防災人材育成センター 7

13 防災啓発サポーター活動の支援

　県立防災センターの「防災啓発サポーター」として登録した「防災
士」が、県立防災センターでの防災啓発サポートや交流活動を通じ
て、知識や技能の向上を図り、自主防災組織等地域の防災活動を
活性化し、地域防災力の強化に繋げる。

＜「防災啓発サポー
ター」活動回数　５回
／年（R4）＞

＜「防災啓発サポー
ター」活動回数　５回
／年（Ｒ５）＞

順調
防災啓発サポーターによる家具固定やガラス
飛散防止フィルム貼付に関する啓発活動を５
回実施した。

防災人材育成センター 7

14
「徳島県震災を考える日」等にちなんだ啓発の
実施

　「徳島県震災を考える日」など過去の災害に関する日を「県防災
メモリアルデー」として位置づけ、県民に災害と防災について学び、
理解と関心を深めてもらうため、県立防災センターにおいて、特別
啓発行事を実施する。

順調
メモリアルデーに防災に関するセミナーや実技
研修を開催し、県民への防災啓発を図った。

防災人材育成センター 7

15 「とくしま防災フェスタ」の開催
　子どもから大人まで幅広い年齢層が参加して地震防災について
学ぶ「とくしま防災フェスタ」を開催し、防災意識の向上を目指す。

順調

新型コロナウイルス感染症対策を図りながら、
対面形式で開催し、避難所の模擬体験や出展
団体の体験や展示を通じ県民への防災啓発を
図った。

防災人材育成センター 7

16
「とくしま地震防災県民憲章」による県民防災
意識の啓発

　「とくしま地震防災県民憲章」に基づき、自助・共助・公助それぞ
れの役割に応じた地震津波への備えの重要性を啓発する。

順調

県防災メモリアルデーを中心とした特別啓発行
事や企画展等の開催により県民の防災意識の
向上を図った。
県防災メモリアルデー特別啓発行事　５回実施

防災人材育成センター 8

17 男女共同参画による県民防災力の向上
　徳島県男女共同参画基本計画(第５次）」の普及啓発を図るととも
に、男女共同参画の視点を取り入れた防災・事前復興をテーマとし
た講座等を開催する。

順調
女性や多様性に配慮した地域防災について学
ぶ防災講座をオンラインと集合を併用して開
催。（令和4年12月4日）

男女参画・人権課 8

18 講演会等を活用した啓発活動の実施
　講演会やシンポジウムを定期的に開催し、地震防災知識の普及
啓発活動を実施する。

順調

知っておきたい防災講座　　　　年５回
夜間防災講座　　　　　　　　　　年２回
防災メモリアルデー啓発事業　年５回
夏休み子ども防災まつり　　　　年１回

防災人材育成センター 8

19 「とくしま－０(ゼロ)作戦」防災出前講座の開催
　地域の隅々まで防災に関する知識の普及や防災意識を浸透させ
るため、地域の寄り合いや事業所の研修会などで防災講座を開催
する。

＜防災出前講座受講
者数　25,000人以上
／年＞

＜防災出前講座受講
者数　25,000人以上
／年＞

要努力

地域の寄り合いや各種団体の研修会等に職
員が出向き、防災に関する講座を実施。

＜R４年度実績：17,302人＞

防災人材育成センター 8

20 啓発パンフレット等の作成・充実
　南海トラフ巨大地震等に関する知見や新たな被害想定等を盛り
込んだ、県民に分かりやすい啓発資料となるよう、パンフレットや県
ホームページ「安心とくしま」の見直し・充実を図る。

順調

毎月地震や津波等のテーマを決めて、防災セ
ンターにおいて啓発パネル展を実施。ホーム
ページへの掲示やパンフレット・チラシの配布
等を通じて県民への啓発を行った。

防災人材育成センター 8

　１　県民防災力の強化

　　（１）県民防災意識の啓発

Ⅱ　進化する「命を守る」対策

ページ
番号

No.
取組

Ｒ４年度末
達成度

Ｒ４年度の取組内容 課室名
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

21
県立防災センター、南部防災館及び西部防災
館における防災啓発の充実

　県立防災センター、南部防災館及び西部防災館の体験施設や展
示内容をより充実するとともに、施設を利用した企画展等を開催す
ることにより、防災啓発を充実する。
　また、自主防災組織や防災関係団体等に会議室等施設の活用
を促進し、活動の活性化を支援する。

＜利用者数５万人程
度／年（移動防災セン
ター含む）＞

＜利用者数５万人程
度／年（移動防災セン
ター含む）＞

要努力

（防災人材育成センター）
地域防災推進研修や防災講座において、防災
センターと南部総合県民局及び西部総合県民
局間をオンラインで結びオンライン講座を実施
する等の啓発を実施した。

（南部総合県民局）
南部防災館において防災パネル展や防災館
職員による防災講座等を行った。

（西部総合県民局）
西部防災館において防災パネル展や自主防
災組織活性化研修会等の防災講座を実施し
た。

＜R４年度実績：38,110人＞

防災人材育成センター
南部総合県民局
西部総合県民局

8

22 移動防災センターの実施
　県立防災センターの展示・地震体験車を活用し、地域やイベント
に出向く移動防災センターを開催し、県民の防災意識の向上を図
る。

＜移動防災センター
150回／年＞

＜移動防災センター
150回／年＞

順調

市町村や消防本部へ地震体験車を貸し出し、
地域のイベントや研修において活用することに
より、防災啓発を実施した。

＜R4年度実績：164回＞

防災人材育成センター 8

23
公募による県立防災センターの啓発展示の充
実

民間事業者や防災関係団体等から防災用品等の展示内容を公募
し、広く県民や自主防災組織等に紹介する。

＜１回公募／年＞ ＜１回公募／年＞ 順調
防災センターにおいて、民間事業者や防災関
係団体等から防災用品等を公募し、広く県民
等に紹介している。

防災人材育成センター 9

24 地震防災県民意識調査の定期的実施
　県民の防災意識に関する現状を把握・分析し、今後の防災対策
に反映するため、定期的に地震・津波県民意識調査を実施する。

＜３年ごとに実施＞ ＜３年ごとに実施＞ 順調
Ｒ3年度に県民5,000人を対象に調査を実施し
た。
（回答率40.6％）

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

9

25 火災予防啓発の推進
　住宅用火災警報器をはじめとする防災機器の設置促進及び適正
管理の周知啓発を通じて、火災による犠牲者を出さない火災予防
意識を醸成する。

順調

住宅用火災警報器の設置･維持管理につい
て、婦人防火クラブや県エルピーガス協会、綜
合警備保障(株)等の団体と連携し、周知啓発
を実施したほか、春・秋の火災予防運動期間
中には、県HPの他、消防・防災ヘリを活用した
火災予防の周知啓発に努めた。

消防保安課 9

26 「自分の命は自分で守る県民運動」の推進

　各家庭で、住宅耐震化や家具固定、備蓄などの災害への備えや
避難経路などについて「家族防災会議」で話し合い準備しておく「Ｆ
ＣＰ(家族継続計画）」普及・定着に取り組むことにより、自助力の向
上を図る。

順調

県民、自主防災組織、企業、防災関係者等で
構成する「とくしま地震防災県民会議」と連携し
て、ＦＣＰ（家族継続計画）の県民運動を実施し
ている。

防災人材育成センター 9

27 毎月1点検運動の推進

　県民の防災意識や防災力の向上を目的とし、昭和南海地震から
70年となる平成28年に、毎月１つのテーマに沿った点検を、県民や
事業者に呼び掛ける「毎月1点検運動」を創設し、29年以降も運動
の定着を図るため推進する。

順調

毎月１点検運動として、県立防災人材育成セン
ター等でパネル展を実施、また、フジグランに
おいて啓発活動を行い県民に防災意識の向上
を図った。

危機管理政策課 9

28 西部防災館を活用した防災啓発の推進
　西部防災館において、地域住民を対象とした防災に関する講座
を開催することにより、県西部圏域の防災啓発の推進を図る。

＜「防災」及び「健康
増進」講座の実施回
数　45回／年＞

＜「防災」及び「健康
増進」講座の実施回
数　45回／年＞

順調
「防災」講座44回、「健康増進」講座53回

＜R4年度実績：97回＞
西部総合県民局 9
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29 災害記憶（遺産）の継承
　過去の災害記憶（遺産）を活用した教育活動や関係資料の展示
等による啓発活動に取り組む。

順調

（文化の森振興センター）
文書館において、徳島県内を襲った歴史的水
害について、収蔵資料を用いたパネル展を開
催した。（展示期間　令和4年9月23日～令和5
年4月23日）
博物館常設展内において、県内の地質におけ
る地震の痕跡、歴史上の地震の事実を伝える
石碑などを紹介した。（通年）

防災人材育成センター
文化の森振興センター

9
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

30 「高校生防災士」の養成
　防災活動に意欲を持つ高校生の防災士取得を支援し、専門的な
防災活動の知識技能を身につけ、地域防災の活力として活動を支
援する。

＜養成(累計)　R3：
800人　R4：900人＞

＜養成(累計)　R3：
800人　R4：900人
R5:1,000人＞

順調

新型コロナウイスル感染症対策として、開催時
期を変更して｢学校防災人材育成講座｣を開催
した。高校生の防災士資格の取得を支援する
とともに、資格を取得した高校生は「防災クラ
ブ」の活動をとおして、地域と連携した防災活
動等に取り組んだ。

<R4年度実績：842人(累計)>

体育健康安全課 10

31 県立高校「防災クラブ」の活動の充実
　高校生の防災ボランティア活動や地域と連携した防災活動を実
施し、学校と地域の防災力を高める。

順調

各学校の実情に応じて、地域と連携した防災
活動等に取り組み、地域防災の担い手として
の実践力の向上を図った｡

<R4年度実績：34校／34校>

体育健康安全課 10

32 中学校における｢防災クラブ｣の設置
　中学校に「防災クラブ」の設置を進め、防災活動の知識・技能を
身につけるとともに、将来の地域防災の担い手を育成する。

＜R2年度までに県内
中学校の半数に設置
＞

達成

地教委と連携の上、各学校の実情に合わせ
て、地域と連携した防災活動に取り組んだ｡

<R４年度実績：４６校/８２校>

体育健康安全課 10

33
県立防災センターによる防災教育に対する支
援

　県立防災センターの機能等を活用し、防災教育を実践する教員
からの相談に応じる窓口の設置や啓発資料の作成・提供、学校へ
の講師派遣(まなぼうさい教室）など、学校における防災教育を支
援する。

順調

学校や教育施設に職員が出向いて実施する
防災講座や、防災の最新情報や各種団体の
活動の紹介などを掲載した「防災生涯学習推
進パートナー通信」を配信する等、学校におけ
る防災教育を支援している。

防災人材育成センター 10

34
活発な防災活動を実践する小中学校等の顕
彰

　「県まなぼうさい活動賞」を創設し、実践的な防災活動に熱心か
つ継続的に取り組み、他のモデルとなる小中学校等を顕彰すると
ともに、活動事例をホームページ等で広く周知し、学校における防
災活動の推進を図る。

順調

学校における防災教育や防災活動について、
特に優れていると認められる学校に対して知
事表彰を実施し、次世代を担う子どもたちの防
災意識の向上に寄与した。

防災人材育成センター 10

35 「防災生涯学習推進パートナー」の登録・支援

　小中学校へ出向く「まなぼうさい教室」や教職員を対象とした防災
学習研修の開催を通じて、また、関係機関等へ発信する「防災生
涯学習推進パートナー通信」を活用して、学校・地域が連携した防
災活動を支援する。

＜R2年度までに「防
災生涯学習パート
ナー」の機関数480機
関＞

＜R2年度までに「防
災生涯学習パート
ナー」の機関数480機
関＞

順調

学校や教育施設に職員が出向いて実施する
防災講座や、防災の最新情報や各種団体の
活動の紹介などを掲載した「防災生涯学習推
進パートナー通信」を配信する等、学校におけ
る防災教育を支援している。

＜R4年度末での登録実績448機関＞

防災人材育成センター 11

36 南部圏域における防災教育の推進
　県南部圏域における次世代の防災活動の担い手を育成するた
め、南部防災館と連携し、管内の学校等への防災出前講座や訓練
等を行い、防災教育を推進する。

＜小・中・高校生を対
象にした防災講座等
実施回数　40回以上
／年＞

＜小・中・高校生を対
象にした防災講座等
実施回数　40回以上
／年＞

順調

　小・中・高校生を対象とした防災出前講座等
を実施した。

＜R4年度実績：42回＞

南部総合県民局 11

37 未来の防災リーダーの育成
　時代を担う防災リーダーの育成を図るため学校と連携した防災
学習を推進する。

＜小中高校生への防
災学習の実施回数
８回／年＞

＜小中高校生への防
災学習の実施回数
８回／年＞

順調

次世代の防災の担い手を育成するため、学校
と連携し、小中高校生に防災学習を実施した。

＜R4年度実績：11回＞

西部総合県民局 11

38 教職員の防災研修の実施
  学校において実践的な防災教育の推進を図るため、防災に関す
る研修等を実施する。

＜毎年全学校で実施
＞

＜毎年全学校で実施
＞

順調

新型コロナウイルス感染症対策のため「学校
防災研修会」をオンラインにて実施した。各学
校において安全･防災教育担当教員が中心と
なり、校内で防災研修を実施し、学校防災計画
の改善、防災教育の推進に取り組んだ｡

体育健康安全課 11

　　（２）学校における防災教育の推進
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39
県立学校における防災士の資格を有する教員
の配置

　学校における災害対応能力の向上及び地域の防災力の向上に
資することを目的として、防災士の資格をもった教員を養成する。

＜防災士の資格を有
する教員の配置率　１
００％＞
＜防災士の資格を有
する教員の養成　R4
（累計）：150人＞

＜防災士の資格を有
する教員の配置率　１
００％＞
＜防災士の資格を有
する教員の養成　R5
（累計）：195人＞

順調

｢学校防災人材育成講座｣を開催し教員の防災
士資格の取得を支援するとともに、自然災害
の発生に備え、子どもたちの生命・安全を守
り、防災意識を高める啓発を行い、自助・共助
の精神を高め、災害時に避難所の円滑な運営
を支援できる教員の養成に取り組んだ。

<R４年度実績：配置率　100％(45校／45校)、
養成者数170人>

体育健康安全課 11

40
「高校生防災士」による防災啓発サポーター活
動

　防災士の資格を取得した高校生が、県立防災センターの「防災
啓発サポーター」としての交流活動を実施することにより、自主防
災組織等地域の防災活動を活性化させるとともに知識の向上を図
る。

順調
　Ｒ５年度に「ジュニア啓発サポーター」として
登録したため、Ｒ４年度の実績なし。

防災人材育成センター 11
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41 防災士資格取得の支援
　自助・共助の要となる地域防災リーダーとして「防災士」の資格取
得を支援する。

＜R4年度までに「防
災士」登録者数（累
計）　　4,800人＞

＜R5年度までに「防
災士」登録者数（累
計）　　6,200人＞

順調

平成17年度から徳島大学の協力の下、防災士
の受験資格が得られる地域防災推進員研修を
実施している。

＜R4年度末実績:5,558人＞

防災人材育成センター 12

42 「防災生涯学習コース」の充実
　「防災人材育成センター」と「まなびーあ徳島」等関係部局が連携
協力し、県民の誰もが自発的に防災について学ぶことができる「防
災生涯学習」を推進する。

＜H28年度　年間
15,000人　H29年度
年間20,000人　H30～
R4年度　25,000人＞

＜H28年度　年間
15,000人　H29年度
年間20,000人　H30～
R5年度　25,000人＞

順調

防災体験・研修の場として防災センターの利用
促進を図るとともに、県民の誰もが自発的に防
災について学ぶことができるようにするため、
各種啓発を実施したが、新型コロナウイルス感
染症の影響で来館者数の数値目標が達成で
きなかった。

防災人材育成センター 12

43 「防災生涯学習ライブラリー」の充実
　県民がいつでも、地域や家庭で防災について自主的に学ぶこと
ができるよう、県立防災センターに各種講座等を収録したＤＶＤを
貸し出す「防災生涯学習ライブラリー」を設置する。

順調
来館者がいつでも防災学習を行えるよう、ＣＡＴ
Ｖを活用した防災講座の放映や、防災関連ＤＶ
Ｄ、啓発パネルの貸出しを実施している。

防災人材育成センター 12

44
防災の専門性の高い「地域防災推進員」の養
成

　自主防災組織の結成促進と活性化を図り、地域の防災力を向上
させるため、「防災士」の受験資格も得られる専門的な講座を開講
し、「地域防災推進員」を養成する。

＜養成終了者　R4年
度までに累計2,800人
＞

達成

平成17年度から徳島大学の協力の下、防災士
の受験資格が得られる地域防災推進員研修を
実施している。

＜R4年度末実績：2,936人(累計)＞

防災人材育成センター 12

45 自主防災組織リーダー研修会の実施
　自主防災組織の機能を高め、活動の活性化を図るため、自主防
災組織のリーダーを対象に実践的な研修を実施する。

順調

市町村職員や自主防災組織の構成員等を対
象とする「座学」と「避難所運営訓練」の講座を
実施し、避難所運営の要となるリーダ－を養
成。

防災人材育成センター 12

46 市町村が行う人材養成の支援
　「防災人材育成センター」が主体となって、市町村が行う防災に
関する人材養成の促進を支援する。

順調

市町村職員や自主防災組織の構成員等を対
象とする「座学」と「避難所運営訓練」の講座を
実施し、避難所運営の要となるリーダ－を養
成。

防災人材育成センター 13

47
「南部防災館」を活用した自主防災組織の能
力向上

　自主防災活動に関する相談・助言や防災リーダーの育成等、「南
部防災館」を活用した自主防災組織の能力向上のための研修・講
座等を開催する。

＜南部防災館での研
修・講座等受講者数
1,000人以上／年＞

＜南部防災館での研
修・講座等受講者数
1,000人以上／年＞

順調

　南部防災館において、防災館職員等が講師
となり、各種防災講座や研修を実施した。
また、圏域内にて出前講座を実施した。
＜R4年度実績：2,763人＞

南部総合県民局 13

48 消防団員の確保促進
　地域防災の要である消防団を確保するため、団員募集パンフレッ
トによる周知啓発及び大学祭やイベントへの出展による消防団活
動の体験を通じて、団員確保を促進する。

順調

地域防災に対する関心や理解を深め、消防団
員の確保に繋げるため、SNSを活用した消防
団PR動画コンテストの開催や、ケーブルテレビ
等の地域メディアと連携した消防団の魅力発
信、また、小中高生や大学生等を対象とした消
防団１日体験等の取組を実施した。

消防保安課 13

49 少年消防クラブの活性化や交流の促進
　地域における「将来の地域防災の担い手」である少年消防クラブ
の活性化を推進するとともに、積極的に取り組む「モデルクラブ」を
支援する。

＜H30までにモデルク
ラブの選定数10クラブ
＞

＜H30までにモデルク
ラブの選定数10クラブ
＞

順調

R4年度「全国少年消防クラブ交流大会」は新
型コロナの影響により延期となったため、県内
の少年消防クラブを派遣できなかったが、積極
的に活動しているクラブについて国への推薦を
働きかけ、消防庁長官賞の受賞に繋げた。

消防保安課 13

　　（３）防災を担う人材の育成
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50
「災害時コーディネーター（保健衛生・医療・薬
務・介護福祉）」の養成

　医療・保健・福祉等の支援活動を迅速かつ効果的に実施するた
め、被災状況を的確に把握し、人材や資材の適正配置を行う「災
害時コーディネーター（保健衛生・医療・薬務・介護福祉の４分野）」
の養成に取り組む。

順調

（保健福祉政策課）
各圏域で実施される災害医療訓練への参加、
各種リモート研修の実施など、関係団体との連
携強化を進めつつ、大規模災害時に迅速に
コーディネーター機能が発揮されるよう、体制
整備に取り組んだ。

（医療政策課広域医療室）
研修会を開催し、資質向上を図ったほか、関係
機関との「顔の見える関係づくり」を進めた。ま
た、「災害時情報共有システム」を活用した訓
練を関係機関と協働して行い、正確な情報収
集・円滑な情報共有体制の構築に努めた。

（薬務課）
災害薬事研修を開催し、薬務コーディネーター
の養成及び資質向上を図った。

（長寿いきがい課）
「災害時相互応援協定」に基づく、職員派遣・
提供物資等に関する調査を実施した。

保健福祉政策課
医療政策課
薬務課
長寿いきがい課

13

51 「教員ＯＢ防災ボランティア制度」の推進
  発災時の学校避難所の運営支援と早期の学校再開を支援する
「教員ＯＢ防災ボランティア制度」への教員ＯＢの登録を推進する。

＜R2年度末に登録者
数300人以上（公立学
校（小中高特）数以上
のOBボランティアの
登録）＞

＜R2年度末に登録者
数300人以上（公立学
校（小中高特）数以上
のOBボランティアの
登録）＞

順調

市町村教育委員会や退職教職員団体等に本
制度を紹介し、賛同者の登録を行った｡退職予
定者説明会において、制度を説明し、登録を依
頼した｡登録者には定期的に防災研修会等の
案内を行った｡

体育健康安全課 13

52 消防団協力事業所の推進
　市町村が実施する消防団協力事業所表示制度を促進するととも
に、消防団活動に積極的な事業所を表彰することで、消防団協力
事業所の拡大を推進する。

＜消防団協力事業所
表示制度の導入市町
村数２４市町村（H30
年度）＞

達成

県の公式YouTubeにおいて協力事業所のＰＲ
動画を配信することで、消防団活動への理解
や協力を事業所に働きかけ、消防団を応援す
る環境づくりを推進するとともに、消防団活動
に積極的に貢献している事業所４団体に対し
て県知事表彰を授与した。
<R４年度実績：２４市町村>

消防保安課 13

53 避難所運営リーダーの養成
　市町村が実施する自主防災組織の結成促進と活動活性化の支
援、避難所運営リーダーの養成、県民の「防災意識」の向上を目的
とした防災出前講座の開催など、地域防災力の強化促進を図る。

＜快適避難所運営
リーダーカード交付者
数（累計）　410人（Ｒ
4）＞

＜快適避難所運営
リーダーカード交付者
数（累計）　450人（Ｒ
5）＞

順調

市町村職員や自主防災組織の構成員等を対
象とする「座学」と「避難所運営訓練」の講座を
実施し、避難所運営の要となるリーダ－を養
成。

＜R4実績：424人（累計）＞

防災人材育成センター 14
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54 自主防災組織の結成及び活動の活性化
　避難所運営リーダー養成や防災啓発サポーター活動等を通し
て、実効性のある地域防災活動を推進し、自主防災組織活動の活
性化を図ることにより、結成促進に繋げる。

順調

市町村職員や自主防災組織の構成員等を対
象とする「座学」と「避難所運営訓練」の講座を
実施し、避難所運営の要となるリーダ－を養
成。

防災人材育成センター 15

55
自主防災組織が活用する資機材等の整備促
進

　（財）自治総合センターのコミュニティ助成事業等を活用し、災害
時や訓練に自主防災組織が活用する資機材等の整備を促進す
る。

順調
（財）自治総合ｾﾝﾀｰのコミュニティ助成事業等
を活用し、県内自主防災組織９組織の防災資
機材等の整備を実施した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

15

56
自主防災組織活動マニュアルの見直し・活用
促進

  南海トラフ巨大地震の被害想定等を踏まえ、「自主防災組織活動
マニュアル」を見直し、市町村や地域での活用を促進する。

順調
防災講座やイベント等で自主防災組織の情報
提供を行った。

防災人材育成センター 15

57 自主防災組織間のネットワークの推進
　自主防災組織相互間の連携・交流により活動の活性化を図るた
め、徳島県自主防災組織連絡会活動を通して、各市町村における
自主防災組織の横の連携（市町村連絡会の結成）を促進する。

＜市町村連絡会結成
数　H30：24市町村＞

＜市町村連絡会結成
数　H30：24市町村＞

要努力

（防災人材育成センター）
徳島県自主防災組織交流大会で、自主防災組
織の重要性について紹介し、連絡会の結成を
促進した。

（南部総合県民局）
防災出前講座等を開催し、地域における人材
育成を行い、組織の結成支援に努めた。

（西部総合県民局）
市町と連携し、西部防災館において自主防災
組織の育成や研修会を実施した。

＜R４年度実績：17市町村＞

防災人材育成センター南部
総合県民局
西部総合県民局

15

58 自主防災組織リーダー研修会の実施(再掲）
　自主防災組織の機能を高め、活動の活性化を図るため、自主防
災組織のリーダーを対象に実践的な研修を実施する。

順調

市町村職員や自主防災組織の構成員等を対
象とする「座学」と「避難所運営訓練」の講座を
実施し、避難所運営の要となるリーダ－を養成
した。

防災人材育成センター 15

59
「南部防災館」を活用した自主防災組織の能
力向上(再掲）

　自主防災活動に関する相談・助言や防災リーダーの育成等、「南
部防災館」を活用した自主防災組織の能力向上のための研修・講
座等を開催する。

＜南部防災館での研
修・講座等受講者数
1,000人以上／年＞

＜南部防災館での研
修・講座等受講者数
1,000人以上／年＞

順調

　南部防災館において、防災館職員等が講師
となり、各種防災講座や研修を実施した。
また、圏域内にて出前講座を実施した。

＜R4年度実績：2,763人＞

南部総合県民局 16

60 企業等と自主防災組織の連携促進
　地域の有力な防災資源である企業や事業所と自主防災組織の
合同防災訓練の実施など、平常時からの連携強化を市町村や自
主防災組織に働きかける。

順調

市町村職員や自主防災組織の構成員等を対
象とする「座学」と「避難所運営訓練」の講座を
実施し、避難所運営の要となるリーダ－を養
成。

とくしまゼロ作戦課
防災人材育成センター

16

61
自衛消防組織による緊急避難応援訓練の実
施

　津波避難ビルに指定されている万代庁舎への緊急避難対応訓
練を実施する。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
R４年1１月２日、自衛消防隊による緊急避難応
援訓練を実施した。

管財課 16

　　（４）自主防災組織の充実強化
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62 災害ボランティア活動に対する啓発の推進
　県民の災害ボランティア活動に対する理解を深めるため、「防災
人材育成センター」が開設する「防災生涯学習コース」で講座等を
開催するなど、啓発を推進する。

順調

社会福祉協議会と共催で「災害ボランティア
コーディネーター」の養成に取り組むため、災
害ボランティアコーディネーター養成研修を実
施した。

防災人材育成センター 17

63 災害ボランティアコーディネーターの養成
　災害ボランティア活動の中心的役割を担うボランティアコーディ
ネーターを養成するための講座を開催する。

＜ボランティアコー
ディネーター養成　30
人／年＞

＜ボランティアコー
ディネーター養成　30
人／年＞

要努力

「災害ボランティア・ネットワーク」を構築するた
め、平成20年3月に「徳島県・災害ボランティア
連絡会」を設立し、「災害ボランティアコーディ
ネーター」の育成に取り組んでいる。

＜R4年度実績：10人＞

防災人材育成センター 17

64
県と市町村の災害ボランティアセンターにおけ
る運営訓練の実施

　複合災害の発生に備えた体制強化を図るため、ICTを活用した災
害ボランティアセンターの運営訓練を実施する。

＜複合災害を想定し
た災害ボランティアセ
ンターの運営訓練を
実施　１回以上／年
＞

＜複合災害を想定し
た災害ボランティアセ
ンターの運営訓練を
実施　１回以上／年
＞

順調
クラウドシステムを利用した災害ボランティアセ
ンター業務の訓練を行った。

保健福祉政策課 17

65
災害ボランティアネットワークによる連携協力
体制の強化

　関係機関・団体等による連絡会等を開催するなど、平常時からの
ネットワークを構築し、横の連携協力体制を強化する。

順調

「災害ボランティア・ネットワーク」を構築するた
め、平成20年3月に「徳島県・災害ボランティア
連絡会」を設立し、「災害ボランティアコーディ
ネーター」の育成に取り組んでいる。

防災人材育成センター 17

66
「市町村災害ボランティアセンター設置運営マ
ニュアル」策定の促進

　市町村において、災害ボランティアセンターの設置や災害ボラン
ティアの受入れが円滑に実施できるよう、設置運営マニュアルの策
定を促進する。

＜R2年までに全市町
村で策定＞

達成 － 保健福祉政策課 17

67 災害ボランティア関連の情報提供手段の整備
　平常時や災害発生時において、災害ボランティア関連の情報を
収集・発信するためのホームページ等を整備し、広く県民に周知す
る。

順調
県ホームページや安心とくしまホームページに
おいて、各種啓発、研修の案内等の情報発信
を行った。

防災人材育成センター 18

　　（５）災害ボランティア活動の促進
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68 津波避難に関する啓発パンフレット等の充実
　南海トラフ巨大地震の被害想定等を盛り込み、津波の特徴や迅
速な避難の重要性など、正確な知識の普及を図る啓発パンフレッ
ト等の見直し・充実を図る。

順調
12月の昭和南海地震の日メモリアルデー特別
啓発行事において、南海トラフ巨大地震への
備え等についての啓発を実施した。

とくしまゼロ作戦課
防災人材育成センター

19

69 「津波防災の日」にちなんだ啓発の実施
　１１月５日の「津波防災の日」にちなんだ講演会や防災訓練等を
実施し、県民の津波避難意識の向上を図る。

順調
防災センターにおいて、津波防災の日にちなん
だメモリアルデー特別啓発行事を実施した。

防災人材育成センター 19

70
「とくしま－０(ゼロ)作戦」防災出前講座の開催
（再掲）

　地域の隅々まで防災に関する知識の普及や防災意識を浸透させ
るため、地域の寄り合いや事業所の研修会などで防災講座を開催
する。

＜防災出前講座受講
者数　25,000人以上
／年＞

＜防災出前講座受講
者数　25,000人以上
／年＞

要努力

地域の寄り合いや各種団体の研修会等に職
員が出向き、防災に関する講座を実施。

＜R４年度実績：17,302人＞

防災人材育成センター 19

71 地域住民とのワークショップ等の開催
　津波避難に係る地域住民とのワークショップ等を開催し、災害に
対する事前の備えを進める。

＜ワークショップ等の
開催　４回／年＞

＜ワークショップ等の
開催　４回／年＞

順調

地震・津波対策等に係るワークショップを実施
することにより、避難力向上に努めた。

＜R4年度実績：7回＞

南部総合県民局 19

72 地震防災県民意識調査の定期的実施（再掲）
　県民の防災意識に関する現状を把握・分析し、今後の防災対策
に反映するため、定期的に地震・津波県民意識調査を実施する。

＜３年ごとに実施＞ ＜３年ごとに実施＞ 順調
県民5,000人を対象に調査を実施した（回答率
40.6％）。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

19

73 道路利用者等への海抜情報の周知
　津波浸水想定エリアの住民や道路利用者等の速やかな避難行
動を促進するため、「海抜表示シート」を設置する。

＜津波浸水想定エリ
ア内における海抜表
示シートの設置（累
計）
　　H25：194箇所→
H28：350箇所＞

達成
Ｈ28年度までに350箇所の目標に対し、358箇
所完了した。 道路整備課 20

74
海岸におけるソフト・ハード一体的な高潮・侵
食・津波対策の推進

　高潮等による被害の軽減を図るため、住民の円滑かつ迅速な避
難に資する高潮浸水想定区域図の作成や、高潮特別警戒水位の
設定、破堤防止のための堤防補強など、ソフト・ハードの両面から
高潮対策等を推進する。

順調

（農林水産部）
津波・侵食対策等のための堤防補強などの
ハード対策を推進した。

（県土整備部）
　津波・侵食対策等のための堤防補強などの
ハード対策を推進するとともに、関係市町の高
潮ハザードマップ作成を支援し、全市町の作成
が完了するなど、ソフト・ハードの両面から対策
を推進した。

生産基盤課
生産基盤課
河川整備課
河川整備課
運輸政策課

20

75
南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の
情報伝達体制の確立

　南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の情報伝達に係る防
災訓練の実施等により、臨時情報発表時における防災対応の体
制整備・連携体制の強化、また臨時情報に関する住民理解の促進
を図る。

順調
「徳島県災害時相互応援連絡協議会」を開催
する中で、臨時情報発表時の連携体制の強化
につき、説明し協力を求めた。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

20

　２　緊急的な津波対策の推進

　　（１）津波避難意識の向上
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76 津波避難訓練の実施
　迅速な避難体制を確立するため、「津波防災の日」・「世界津波の
日」にあわせ、県、市町及び自衛隊、警察等の防災関係機関の連
携のもと、地域住民等が参加する津波避難訓練を実施する。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
迅速な避難体制を確立するため、県、市町等
の連携のもと、Ｊ－ＡＬＥＲＴを活用し、地域住民
の津波避難訓練を実施した。＜１回／年＞

とくしまゼロ作戦課 21

77 沿岸市町の津波避難訓練の促進
　迅速な避難体制を確立するため、全ての沿岸市町で、自主防災
組織等地域住民と連携した津波避難訓練の実施を促進する。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
迅速な避難体制を確立するため、県、市町等
の連携のもと、Ｊ－ＡＬＥＲＴを活用し、地域住民
の津波避難訓練を実施した。＜１回／年＞

とくしまゼロ作戦課 21

78
関係機関の評価による沿岸市町の津波避難
訓練の充実

　県や自衛隊等関係機関の客観的な視点から、市町の津波避難
訓練の内容を評価し、今後の訓練計画に反映するなど、沿岸市町
が実施する津波避難訓練の充実・強化を促進する。

順調

県・市町の連携のもと、地域住民の津波避難
訓練を実施し、市町の避難訓練の内容の評
価、今後の訓練計画の反映など沿岸市町が実
施する津波避難訓練の充実・強化を促進した。
＜１回／年＞

とくしまゼロ作戦課 21

79
南部圏域における津波避難訓練の実施及び
支援

津波襲来まで時間的余裕が少ない、県南部圏域の沿岸市町と連
携し、地域住民を対象とした津波避難訓練を実施するとともに、事
業者等が実施する津波避難訓練の支援を行う。

＜実施・支援　各１回
以上/年＞

＜実施・支援　各１回
以上/年＞

順調

地域と連携した緊急地震速報行動訓練（津波
避難訓練）を実施した他、徳島県津波対応訓
練として、県・市町間で情報伝達訓練を行っ
た。また、事業所等が実施した避難訓練の支
援を行った。

＜R4年度実績：3回＞

南部総合県民局 21

80 ４県連携による津波避難訓練の実施

　迅速な避難体制を確立するため、４県（三重県、和歌山県、徳島
県、高知県）が連携し、津波避難訓練を実施していたが、今後は
「津波防災の日」・「世界津波の日」にあわせ、全国の県、市町及び
自衛隊、警察等の防災関係機関の連携のもと、地域住民等が参
加する津波避難訓練を実施する。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
平成28年度から実施している全国一斉の緊急
地震速報訓練にあわせて津波避難訓練を実
施した。＜１回／年＞

とくしまゼロ作戦課 21

81 陸こう等閉鎖訓練の実施
　常時閉鎖化を進めつつ、地震発生後、速やかに陸こう等を閉鎖
する訓練を行う。

順調
＜県土整備部・農林水産部＞
定期点検に合わせ、職員及び操作人による操
作訓練を実施した。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

22

　　（２）津波避難訓練等の充実・強化
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

82
「津波避難対策緊急事業計画」の策定支援
（再掲）

　避難路や避難場所の整備を促進するため、南海トラフ特措法に
基づく「津波避難対策緊急事業計画」を策定する市町の支援を行
う。

＜H27：62.5％→H30：
100％＞

＜H27：62.5％→H30：
100％＞

要努力

計画未策定の2町に対し、計画策定のメリット、
策定の手順・手続等の情報提供を行うなど、早
期に策定するよう協力・支援を実施した。

＜Ｒ4年度実績：75%＞

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

23

83
がけ地の保全と併せて行う、避難路、避難場
所の整備の推進

　がけ地の保全整備に併せて、津波避難困難地域の解消に向け
た避難路や避難場所の整備を推進及び促進する。

＜H30年度までにが
け地の保全に併せた
避難路・避難場所整
備箇所数（累計）60箇
所＞

達成

平成30年度に目標を達成した。

砂防・気候防災課 23

84 土砂災害対策と併せて行う、避難路の保全
　災害発生時の円滑な避難を確保するため、地域防災計画に位置
づけられた避難路について、土砂災害対策と併せて保全する。

＜新たに保全された
避難路の箇所数　R1：
３箇所→R4：15箇所
＞

＜新たに保全された
避難路の箇所数　R1：
３箇所→R5：20箇所
＞

順調
避難路4箇所を保全した。

＜R4実績：16箇所＞
砂防・気候防災課 23

85
高速道路のり面等の活用による津波避難場所
の設置促進

　津波発生時、緊急的・一時的に避難するため、高速道路のり面
等を活用した津波避難場所の設置を促進していく。

順調
高速道路区域における避難場所設置に向け、
関係機関との調整を図った。

高規格道路課 23

86
漁村における津波避難施設の整備、生産施設
の耐震化等に対する支援

　漁業集落単位で、漁港や海上での避難行動のルールづくり、「漁
協版ＢＣＰ」の策定、「漁村防災・減災力向上計画」に位置づけられ
た避難施設（避難路の段差解消、手すりの設置等）の整備や生産・
流通施設の耐震化等に対する支援を実施する。

順調
漁業関係団体におけるBCP策定について支援
を継続してきた結果、全30漁協で「漁協版
BCP」の策定が完了した。

水産振興課 23

87 避難所・避難路の整備等の促進
　津波避難場所・避難路の整備及び機能強化を促進する。
また、堅固な中・高層の建物を津波からの避難場所に利用する津
波避難ビルの指定を促進する。

順調

「『とくしまゼロ作戦』県土強靱化推進事業」に
より、避難誘導灯の設置や非常用発電機の整
備等を支援し、避難所等の機能強化を促進し
た。
また、津波避難ビルの指定促進について周知
した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

24

88 被災時の避難路の確保

　津波避難困難地域の解消をはじめ、地域の安全性を確保するた
め、老朽化して危険な空き家・空き建築物の除却や市町村におけ
る空き家等対策計画の策定を支援し、災害に強いまちづくりを推進
する。

＜R4年度までに老朽
危険建築物（空き家
等）除却戸数2,200戸
（累計）＞

＜R5年度までに老朽
危険建築物（空き家
等）除却戸数2,600戸
（累計）＞

順調

老朽化して危険な空き家・空き建築物の除却
に取り組む市町村と連携し、空き家・空き建築
物の除却を促進した。

＜R4年度実績：2,316戸（累計）＞

住宅課 24

89 県営住宅への津波避難機能の付加
　県営住宅に津波避難機能を付加し、津波避難困難地域の解消を
図るとともに、市町村や民間施設へのモデル的役割も果たす。
※集約化事業・津波避難ビル整備モデル事業（H27年度に整備）

順調 施設整備については，H26年度に全て完成。 住宅課 24

90
南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の
情報伝達体制の確立
（再掲）

　南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の情報伝達に係る防
災訓練の実施等により、臨時情報発表時における防災対応の体
制整備・連携体制の強化、また臨時情報に関する住民理解の促進
を図る。

順調
「徳島県災害時相互応援連絡協議会」を開催
する中で、臨時情報発表時の連携体制の強化
につき、説明し協力を求めた。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

24

　　（３）津波避難困難地域の解消
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

91
メールによる県民向け防災情報提供システム
の運用

　情報提供を希望する県民に対して、携帯メールやエリアメールを
はじめとする緊急情報メールにより、地震・津波情報、気象警報、
避難勧告の発令などの防災情報を提供するとともに、互いの安否
が確認できる「安否情報共有サービス」を提供する。

＜すだちくんメール登
録者　R4： 51,000人
以上＞

＜すだちくんメール登
録者　R5： 54,000人
以上＞

順調

WEB説明会等を開催することで、登録人数の
増加を図った｡

＜R4年度実績：51,164人＞

とくしまゼロ作戦課 25

92
市町村の同報無線・屋外拡声機等の運用に
対する支援

　市町村における、同報無線・屋外拡声機等の運用を支援し、住民
への防災情報の伝達手段の充実・強化を促進する。

順調
防災情報伝達の充実・強化に関する周知を
行った。また、三好市において同報無線のデジ
タル化事業が開始された。

とくしまゼロ作戦課 25

93 緊急地震速報の普及啓発
　各種防災訓練に緊急地震速報発表の想定を取り入れ、対応訓
練を実施する。

＜対応訓練　３回以
上／年＞

＜対応訓練　３回以
上／年＞

順調
緊急地震速報訓練、徳島県津波対応訓練を
合わせて３回実施した｡

とくしまゼロ作戦課 25

94
全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）等の適
切な運用・充実

　国の人工衛星を利用して情報を全国に送る「全国瞬時警報シス
テム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）」を活用し、県独自の情報訓練や津波対応訓練
等を実施します。

＜12回／年＞ ＜12回／年＞ 順調
毎月１回、合計年12回実施し、職員に対し
ての意識付け及び機器の動作確認を行っ
た｡

とくしまゼロ作戦課 25

95 要配慮者に対する情報伝達手段の充実
　災害情報等の携帯メールによる聴覚障がい者等への伝達方法
や、障がい者自身が周囲に必要な支援を伝えるための「緊急連絡
カード」の周知を図る。

順調
感染症対策を講じた手話通訳者養成講座等に
おいて、防災メール等の周知を図った。

障がい福祉課 25

課室名
ページ
番号
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

96 海岸・河川堤防等の地震･津波対策の推進
　海岸保全基本計画及び河川整備計画に基づき、緊急を要する海
岸・河川堤防の整備を推進する。

＜海岸・河川堤防等
の地震・津波対策の
実施数（累計）　H25：
８箇所→R4：27箇所
＞

＜海岸・河川堤防等
の地震・津波対策の
実施数（累計）　H25：
８箇所→R5：30箇所
＞

順調
29箇所において、海岸・河川堤防等の地震・津
波対策に事業着手した。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

26

97
堤防・護岸・湾口防波堤等の整備の推進（林
野海岸）

　海岸保全基本計画に基づき、林野海岸（潮害防備保安林）にお
ける、施設の点検、機能強化や防潮林の整備を推進する。

＜毎年４海岸の施設
点検を推進＞

＜毎年４海岸の施設
点検を推進＞

順調

林野海岸（潮害防備保安林）における４海岸
（美波町①山座、②苫越、③小野田井・海陽町
④大里松原）の施設点検・パトロールを実施し
た。

森林整備課 26

98 国直轄事業による海岸堤防の整備の促進
　撫養港海岸において、堤防の液状化対策や老朽化対策を促進
する。

達成

Ｈ28年度に全区間を整備し、目標を達成した。

運輸政策課 26

99
国直轄事業による河川管理施設の整備の促
進

　国直轄管理河川である吉野川、那賀川などにおいて、河川堤防
の耐震対策や水門・樋門の自動化・遠隔操作化などを促進する。

順調 河川堤防等の耐震対策工事を促進した。 水管理政策課 26

100 水門・樋門等の自動化・閉鎖の推進
　海岸及び河川等における水門・樋門等の自動化・閉鎖を推進す
る。

＜水門・樋門等の自
動化・閉鎖率　H25：
38％→R4：50%＞

＜水門・樋門等の自
動化・閉鎖率　H25：
38％→R5：51%＞

順調

（県土整備部）
海岸・河川・港湾・漁港における水門・陸等の
自動化閉鎖を推進した。
（農林水産部）
水門・樋門等の電動化・閉鎖等を推進した。

＜R4年度実績：51％＞

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

26

101 迅速な陸こう等閉鎖のための運用の見直し
　常時閉鎖化を進めつつ、地震発生後、速やかに陸こうを閉鎖する
ため、陸こう等の運用の見直しを行う。

順調
海岸・河川・港湾・漁港の陸こうの統廃合化及
び運用の見直しを推進した。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

27

102 河川水門の耐震化の推進
　津波の遡上が想定される河川において、緊急を要する河川水門
の耐震化を推進する。

＜河川水門の耐震化
実施箇所数（累計）
H25：４箇所→R3：13
箇所＞

達成
13箇所において、河川水門の耐震化を実施し
た｡

河川整備課 27

103
水門等の改修・機能の強化による減災対策の
推進

　水門、樋門、陸こうの老朽施設の改修を行う。
順調

老朽化の著しい樋門・陸こうの補修を推進し
た。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課
生産基盤課

27

104
水門等の日常管理方法の見直しや定期点検
の実施

　水門、樋門、陸こうの日常管理方法の見直しや定期点検を実施
する。 順調

（県土整備部）
水門・樋門・陸閘（1,031箇所）（河川405､運輸
626）の点検及びパトロールを実施した。

（農林水産部）
水門・樋門・陸閘（465箇所）（水434,農31）の点
検及びパトロールを実施した。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

27

105 漂流物の流出防止対策の推進
　地震・津波に備え、漂流物の衝突や流出による被害の低減対策
を推進する。

順調
港湾ＢＣＰの検証・見直しに取り組むとともに、
国土交通省と連携し、訓練を実施した。

運輸政策課 27

課室名
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

106 放置艇対策の推進
　津波・洪水時における船舶の流出による県民の生命・財産への
被害を防ぐため、「徳島県放置艇削減計画」に基づき、「放置艇」の
解消に向けた取組みを推進する。

順調
平成27年度に策定した「徳島県放置艇削減計
画」に基づき，沈廃船の撤去及び暫定係留保
管場所の確保を推進した。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

27

107
海岸におけるソフト・ハード一体的な高潮・侵
食・津波対策の推進（再掲）

　高潮等による被害の軽減を図るため、住民の円滑かつ迅速な避
難に資する高潮浸水想定区域図の作成や高潮特別警戒水位の設
定、破堤防止のための堤防補強など、ソフト・ハードの両面から高
潮対策等を推進する。

順調

（県土整備部）
津波・侵食対策等のための堤防補強などの
ハード対策を推進するとともに、関係市町の高
潮ハザードマップ作成を支援し、全市町の作成
が完了するなど、ソフト・ハードの両面から対策
を推進した。
（農林水産部）
津波・侵食対策等のための堤防補強などの
ハード対策を推進した。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

27
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

108 災害対策本部の初動体制の充実強化
　大規模災害時に、初動体制を担う「初動要員」の研修・訓練の実
施を行うとともに、アクションカードについて適宜見直しを行い初動
体制の更なる充実強化を図る。

＜初動要員の研修会
１回以上／年＞

＜初動要員の研修会
１回以上／年＞

順調

（とくしまゼロ作戦課）
特別初動要員を指定するとともに、業務マニュ
アルに基づく研修会を実施した。

（南部総合県民局）
県民局内の庁舎ごとに特別初動要員を指定す
るとともに、業務マニュアルに基づく研修会を
実施した。

（西部総合県民局）
県民局内の庁舎ごとに特別初動要員を指定す
るとともに、業務マニュアルに基づく研修会を
実施した。

とくしまゼロ作戦課
南部総合県民局
西部総合県民局

28

109
「個別災害対応業務実施マニュアル」に基づく
防災訓練の実施・検証

　「個別災害対応業務実施マニュアル」に基づき、各担当におい
て、市町村や防災関係機関等と連携して、実動または図上訓練を
実施し、マニュアルの継続的な検証・見直しを行う。

順調
マニュアルの見直しを行い、図上訓練を実施し
た。

とくしまゼロ作戦課 28

110 南部総合県民局における初動体制の確保
　南海トラフ巨大地震による津波被害や孤立化に対処するため、
職員の待機体制の確保を図る。

＜毎年度　特別初動
要員等の名簿見直し
実施＞

＜毎年度　特別初動
要員等の名簿見直し
実施＞

順調

県民局内の庁舎ごとに特別初動要員を指定す
るとともに、業務マニュアルに基づく研修会を
実施した。

＜R4年度実績：1回＞

南部総合県民局 28

111 「徳島県職員災害応援隊」の結成

　県職員で構成する「被災者応援チーム」、「防災専門家チーム」、
「災害時市町村派遣チーム」からなる「徳島県職員災害応援隊」を
結成し、迅速な県職員の応援派遣や現地の被災状況に応じた的
確な災害応急対策の支援を図るために、訓練及び研修を実施す
る。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
県職員に対し「災害時情報共有システム」等の
研修を行った。

とくしまゼロ作戦課 28

112 圏域別防災対策連絡会議による連携強化
　各圏域において、災害に即応できる体制を整えるため、防災関係
機関との連携を強化する。

＜毎年度　防災対策
連絡会議を開催＞

＜毎年度　防災対策
連絡会議を開催＞

順調

（南部総合県民局）
Ｒ４年６月９日に南部防災減災対策連絡会議
を開催し、関係機関との連携強化を図った。

（西部総合県民局）
R４年８月２日に西部防災対策連絡会議を開催
し、関係機関との連携強化を図った。

南部総合県民局
西部総合県民局

28

113 地盤沈下等による長期にわたる浸水への対応
　地盤沈下等で生じた長期浸水に備え、国土交通省(TEC-FORCE)
及び県の排水ポンプ車を的確に稼働するための体制を構築する。

順調
出水期前に排水ポンプ車の稼働確認及び操作
訓練を実施した。

河川整備課
砂防・気候防災課

29

114 市町村における受援体制整備の促進
　市町村の、被災時における県や自衛隊等関係機関からの応援受
入体制の整備を促進する。

順調
訓練等により、応援受入体制の整備を促進し
た。

とくしまゼロ作戦課 29
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115
市町村における被災者支援・復旧復興システ
ムの導入促進

　市町村において被災者支援を円滑に行う体制づくりを進めるた
め、被災者支援や復旧復興のためのシステム導入を促進する。

順調

県・市町村情報化推進協議会の「公共サービ
ス共同・連携部会」において、引き続き、情報
提供と状況把握に努め、必要に応じて対応し
た。

デジタルとくしま推進課 29

116
消防防災ヘリコプター等の運航体制の充実強
化

　災害時に、救出救助や物資の輸送を円滑に実施するため、消防
防災ヘリコプター「うずしお」や警察ヘリコプター「しらさぎ」の装備・
設備等の充実を図り、災害対応力の強化を図る。

順調

「消防防災ヘリコプターの運航に関する基準
(消防庁)」に則り、「2人操縦士体制」など的確
な運航管理を実施し、航空消防活動の安全か
つ円滑な遂行を図った。

消防保安課 29

117 市町村消防体制の充実強化
　災害の多様化等に対応した市町村の消防体制の整備充実を図
るため、市町村消防の組織統合や指令業務の共同化、消防常備
化を促進する。

順調

平成３１年３月に改訂した「徳島県消防広域化
推進計画」に基づき、「非常備の解消」及び「通
信指令センターの共同運用」について関係市
町村及び消防本部との協議の場を設け、地域
の実情を踏まえた取組を促進した。

消防保安課 29

118 消防学校における教育訓練の充実
　災害時に的確に対応し得る消防力を確保するため、消防職(団）
員に対し、複雑多様化する災害を想定した実践的な教育訓練を実
施する。

順調
分断活動で最低限必要とされる教育訓練を、
与えられた短期間で実施し、消防団員の資質
向上に努めている。

防災人材育成センター 29

119 「徳島県警察災害派遣隊」の運用
　県警察で構成する「徳島県警察災害派遣隊」を迅速に出動させ、
被災地での的確な救出救助活動等を行う。

順調 Ｒ4年度徳島県警察災害派遣隊員を指定した。 警備課 29

120
警察の災害情報協力員制度（防災ウォッ
チャー）の運用

　災害情報協力員制度を効果的に運用し、災害発生時の正確な被
害状況等の把握と迅速な救出救助等に活用する。

順調
Ｒ4年度の災害情報協力員を委嘱のうえ、災害
対策に関する教養を実施し、効果的な運用を
推進した。

警備課 30

121 大規模災害時緊急支援員の登録
　災害警備活動に従事する警察職員の業務を補完するため、会計
年度任用警察職員として後方治安支援等にあたる警察ＯＢの登録
を行う。

順調
Ｒ4年度の大規模災害時緊急支援員を登録の
うえ、災害対策に関する教養を実施した。

警備課 30

122 県職員等に対する防災研修の実施
　県及び市町村の職員に対し、災害対応能力向上のための各種
研修会の開催等、防災研修を実施する。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
県新規採用職員等に対する防災研修を実施し
た。

とくしまゼロ作戦課 30

123 県職員の「防災士資格取得」の促進
　災害対応能力の向上を図るとともに、地域防災のリーダーとして
の役割や意識を醸成するため、新規採用職員研修において、防災
士資格取得に取り組む。

順調

令和4年度新規採用職員及び一般職員を対象
に防災士取得のための研修を実施し、152名
が防災士資格を取得した（うち21名は令和3年
度の受講対象者）。

人事課 30

124
「ｅラーニング」の活用による県内自治体職員
の防災対応能力の向上

　「eラーニング」の活用により、県内自治体職員の防災対応能力
の向上を図る。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
気象台とともにeラーニングを活用し「気象防災
ワークショップ」を県内３圏域で実施した。

とくしまゼロ作戦課 30

125 災害対応職員のメンタルヘルス対策の推進
　職員が災害対応に伴うメンタルヘルスやストレス対処方法につい
て啓発活動を推進するとともに、専門医等による相談体制の充実
を図る。

＜研修等参加者　350
人／年＞

＜研修等参加者　380
人／年＞

順調

コロナ禍を考慮し、オンラインによるセルフケ
ア・ストレス対処法等の研修の実施や、メンタ
ルヘルス専門医等による相談体制の周知啓発
により、災害対応職員のメンタルヘルス対策の
推進を図った。

＜R4年度実績：371人＞

職員厚生課 30
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126
災害時の県庁診療所によるバックアップ体制
の構築

　災害時、県庁診療所が発災直後の傷病者の手当や災害対応要
員の心身の健康維持をバックアップする体制を整備する。

順調

災害時における県庁診療所によるバックアップ
体制を強化するため、県庁診療所に感染症対
策物品を整備し、県庁診療所の震災対応能力
を向上させた。

職員厚生課 30

127 災害対応要員のバックアップ体制の強化
　災害発生時において、機動的かつ継続的に職員が業務に従事で
きるよう、宿舎となる職員住宅の整備を行う。

達成
外壁等改修工事の計画的な実施や、必要な修
繕や点検等、適切な管理を行うことにより、住
環境の整備を行った。

職員厚生課 31

128 災害時における保健所機能維持体制の強化
　被災保健所による災害時保健医療活動の指揮調整機能を補佐
する「公衆衛生支援チーム」の養成等を通じ、災害時における保健
所機能維持体制の強化を図る。

順調
WEBで行われた災害時健康危機管理支援
チーム養成研修（基礎編・高度編）の受講を通
じ、チームの体制強化を推進した。

保健福祉政策課 31

129 消防団を中核とした地域防災力の充実強化
　少年消防クラブ等の育成や自主防災組織等との連携など、市町
村を通じた消防団の支援を行う。

順調
女性消防団員とママさん防災士によるワーク
ショップやその成果発表会を開催し、消防団、
防災士、婦人防火クラブ等との連携を図った。

消防保安課 31

130 消防団員の技術力の向上

　県消防操法大会において、実践に即した水出し操法を実施する
など、市町村・消防団と協力して、県下の消防団員の技術力、迅速
的確な行動、規律、士気の向上を図る。

＜H28年度､H30年度､
R4年度に実施）＞

＜H28年度､H30年度､
R4年度に実施）＞

順調
消防団員の士気、技術力の向上を図るため、
令和４年７月１８日に「第33回徳島県消防操法
大会」を開催した。

消防保安課 31

131
市町村の避難勧告等の発令基準見直しの促
進

　市町村の「避難勧告等の発令の判断」をするための「発令基準」
の見直しを支援する。

順調

徳島県災害時相互応援連絡協議会において、
水害・土砂災害・津波からの避難のあり方につ
いて、市町村に対して県から説明を行い、見直
し等の協議を行った。

とくしまゼロ作戦課 31

132 「県庁テレワーク基盤」の運用
　災害時に自宅や外出先から初動対応ができるようにするため、
庁内の主要システムやファイルサーバに十分なセキュリティ対策を
した上でアクセス可能にしたテレワーク基盤の運用を行う。

順調
庁内の主要システムやファイルサーバに十分
なセキュリティ対策をした上でアクセス可能にし
たテレワーク基盤の運用を行った。

スマート県庁推進課 31
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133 県万代庁舎等の防災拠点施設の機能強化

　県万代庁舎等の建築・設備の現状や構造的制約を踏まえた上
で、地上及び地下階に設置されている重要機器に対する浸水対
策、減災を考慮した上階への重要機器設置及び設備機能の強化
を計画的に実施する。

達成 Ｈ２８年度に対策完了 管財課 32

134
徳島中央警察署を核とした「新防災センター」
の整備

　県都徳島市を管轄する徳島中央警察署の治安維持機能及び南
海トラフ巨大地震等の災害時における防災拠点機能を強化するた
め、同警察署の整備を進める。

＜H30年度整備着手
＞

達成

R3年3月に供用を開始した庁舎の適切な維持
管理を推進するとともに、大規模地震を想定し
た災害訓練を実施し、防災拠点機能の強化を
図った。

県警本部会計課 32

135 徳島阿波おどり空港の機能強化
　徳島阿波おどり空港に、大規模災害時における広域応援部隊の
航空機を活用した救助活動や広域医療搬送の拠点としての機能を
併せ持つ国際ターミナル機能を創設する。

＜H29年度に供用開
始＞

達成
H29年度に供用開始済
引き続き、SCU（広域搬送拠点臨時医療施設）
としての医療用物品を備蓄

次世代交通課 32

136
県立防災センターの災害救助用資機材等の
整備・充実

　消防等関係機関が迅速に救助・救出活動を行うため、高度な捜
索用資機材やエアーテント等の災害救助用資機材や活動用食料
を整備する。

順調
災害時の救助・救出活動の迅速化のため備蓄
資機材の整備・点検・修理を実施した。

とくしまゼロ作戦課 32

137 警察施設の防災拠点機能の強化
　災害時に被災状況の集約、110番受理や救助・救出活動等の指
揮命令を行う「警察本部庁舎」及び「各警察署」の防災拠点機能
（電源確保、耐震化等）の強化を計画的に実施する。

順調

阿南警察署の浸水対策を目的とした電気設
備・機械設備改修工事について、R5年度実施
に向けて検討を行うなど、各施設における防災
機能の強化を計画的に推進した。

県警本部会計課 32

138 警察の災害用装備資機材等の整備
　警察官が迅速に救出救助活動を行うため、災害救助用資機材や
災害救助活動時の非常用食糧等を整備する。

順調
災害用装備資機材の整備や非常用食糧の備
蓄のほか、感染防止資器材の整備を計画的に
推進した。

警備課 33

139 「道の駅」の防災拠点化の推進
　大規模災害時などに備え、「道の駅」に非常用電源や災害用トイ
レなどを整備し、「道の駅」の防災拠点化を推進する。

＜「道の駅」防災拠点
化整備済箇所数
H25：0箇所→R2年度
までに全11箇所整備
完了＞

達成
道の駅「いたの」において、通信設備を整備し、
防災拠点化を推進した。

道路整備課 33

140 県立海部病院の移転改築の推進
　南海トラフ巨大地震による津波により甚大な被害が想定される県
南地域において、中核となる災害拠点病院として対処できるよう、
県立海部病院の移転改築に取り組む。

＜H28年度に整備＞ 達成
H29.1に新海部病院が竣工完成し、H29.5.8に
県南地域において中核となる災害拠点病院と
して開院した。

病院局総務課 33

141 県西部の防災拠点施設の整備
　西部圏域の防災拠点や津波被害が想定される沿岸地域の後方
支援拠点となる「西部健康防災公園」の整備を推進する。

＜H28年度広域防災
拠点の着工・H30年度
広域防災拠点の完成
＞

達成

南海トラフ巨大地震等，災害発生時における
沿岸地域への後方支援機能も備えた広域防
災拠点として、西部健康防災公園の整備を推
進し、Ｈ30年度に西部防災館、別館（物資集積
施設）が竣工し、広域防災拠点が完成した。

とくしまゼロ作戦課
都市計画課

33

142
市町村振興資金貸付金（とくしま強靱化推進
資金）の貸付

　市町村が行う防災基盤の整備や公共施設の耐震化に対して、低
利な資金の貸付を行い、市町村の災害対応能力強化を支援する。

順調
「とくしま強靱化推進資金」において、「災害に
強い社会づくり事業」など、市町村の災害対応
能力強化に必要な貸付枠を確保した。

市町村課 33

143
沿岸地域における市町村の防災拠点施設の
整備促進

　津波による分断・孤立が懸念される海陽町宍喰地区において、阿
南安芸自動車道の整備と合わせて、防災拠点施設となる地域防災
公園の整備を促進するとともに、そのアクセス道路の整備を推進す
る。

順調

【海陽町：地域防災公園】
工事を促進した。
【県：久尾宍喰浦線】
用地買収、工事を推進した。

高規格道路課
道路整備課

33

　　（２）防災拠点施設の機能強化の推進
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144
西部健康防災公園を活用した地域防災力の
充実・強化

　西部防災対策連絡会議に防災拠点運用部会及び災害時物流拠
点検討部会を設置、西部健康防災公園を「広域防災・後方支援の
拠点」とするため関係機関と連携した訓練を実施する。

＜西部健康防災公園
を活用した物流・広域
受援の訓練の実施回
数　２回以上／年＞

＜西部健康防災公園
を活用した物流・広域
受援の訓練の実施回
数　２回以上／年＞

順調
西部圏域物流訓練等を２回実施した。

西部総合県民局 33

145 「広域防災拠点施設等」の整備推進
　災害時には全国からの支援物資の中継地点となる「広域物資輸
送拠点」として、平常時には県民の利便性向上や地方創生に繋が
る施設の整備を推進する。

＜R3：整備　R4：供用
＞

達成
R5年3月末に広域物資輸送拠点機能の整備が
完了した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

34

146 被災の可能性のある施設の移転先の検討
　被災の可能性のある施設について、必要に応じ移転候補先の選
定や現地での嵩上げ等の対策について検討する。

順調

（経営戦略部）
万代庁舎の機能維持について検討を行った。

（保健福祉部）
指導監査等の機会を通じて、各施設の立地状
況を確認し、必要に応じて移転等の検討を促し
た。また、被災する恐れのある施設が移転整
備を行うための補助制度の周知を行った。

（病院局）
地域のハザードマップを元に、被災状況の調
査、検討を行った。

（教育委員会）
県立学校の立地をハザードマップで確認すると
共に，関係部局・機関に情報収集を行った。

（警察本部）
将来の施設整備を見据え、各種災害による被
害想定やインフラ対策の推進状況の再点検を
推進したほか、災害時に警察機能を移転でき
るバックアップ施設の確保に努めた。

管財課
国保・地域共生課
健康づくり課
長寿いきがい課
障がい福祉課
病院局総務課
施設整備課
総務企画課

34
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

147 総合防災訓練・図上訓練の実施
　自衛隊、警察、消防等関係機関と連携し、地震・豪雨・複合等の
災害に即した実践的な訓練を実施する。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調

四国電力、通信事業者、自衛隊、警察、消防
等防災関係機関と連携した総合防災訓練など
実践的な実動訓練及び災害図上訓練を行い、
応急対処能力の向上等を図った。

とくしまゼロ作戦課 35

148
「近畿２府７県・関西広域連合合同防災訓練」
の実施

　「近畿２府７県震災時等の相互応援に関する協定」及び「関西防
災・減災プラン」に基づき、「近畿２府７県・関西広域連合合同防災
訓練」を実施する。

＜R2　本県開催＞ ＜１回／年＞ 順調
主催者側の意向により参加者限定の訓練と
なったが、結果報告を今後の本県での訓練の
参考とした。

とくしまゼロ作戦課 35

149 陸上自衛隊との連携による訓練の実施
　総合防災訓練の中で「陸上自衛隊」と連携、特性を発揮した合同
訓練を実施する。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
陸上自衛隊第14旅団と連携した総合防災訓練
を実施して総合防災力の向上に努めた。

とくしまゼロ作戦課 35

150
「個別災害対応業務実施マニュアル」に基づく
防災訓練の実施・検証
（再掲）

　「個別災害対応業務実施マニュアル」に基づき、各担当におい
て、市町村や防災関係機関等と連携して、実動または図上訓練を
実施し、マニュアルの継続的な検証・見直しを行う。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調
マニュアルの見直しを行い、図上訓練を実施し
た。＜１回／年＞

とくしまゼロ作戦課 35

151
消防防災ヘリコプター等の災害対応能力の向
上

　消防防災ヘリコプター「うずしお」の機体更新や「うずしお」及び警
察ヘリコプター「しらさぎ」の救出救助訓練等を実施し、さまざまな
災害に迅速に対応出来るよう能力向上を図る。

順調

Ｒ４年度近畿ブロック合同訓練（滋賀県開催）
及び本県で開催した中国・四国ブロック合同訓
練に航空部門として参加し、ヘリ保有機関等と
の連携及び災害対応力強化を図った。
徳島県航空運用調整会議を開催し、災害発生
時に、より安全かつ円滑な航空運用調整を図
るため、ヘリ保有機関が情報交換し連携を強
化した。

消防保安課 35

152 緊急消防援助隊の災害対応力の強化
　緊急消防援助隊として、近畿ブロックや中四国ブロックの合同訓
練に参加し、災害対応力及び連携の強化を図るとともに、近畿ブ
ロック合同訓練を実施する。

＜R2年度に、近畿ブ
ロック合同訓練を開催
＞

＜R2年度に、近畿ブ
ロック合同訓練を開催
＞

順調

Ｒ４年度近畿ブロック合同訓練（滋賀県開催）
に徳島県大隊として参加するとともに、中国・
四国ブロック合同訓練を本県において開催し、
災害対応力及び連携強化を図った。

消防保安課 36

153
中国四国管区広域緊急援助隊合同訓練への
参加

　中国四国管区広域緊急援助隊等による合同訓練に参加し、連携
を強化する。

順調

R4年度中国四国管区広域緊急援助隊合同訓
練に参加し、コロナ禍における災害発生との想
定のもと、他県警察部隊と連携した訓練を実施
した。

県警本部警備課 36

154 警察の災害警備訓練の実施

　警察の災害対処能力向上を図るため、県警察災害派遣隊や警
察署等による災害警備訓練を実施する。また、防災関係機関や地
域住民等と合同による各種防災訓練に参加し、相互の連携を強化
する。

＜訓練・講習会等
100回／年＞

＜訓練・講習会等
100回／年＞

順調
防災訓練及び防災講習会等に取り組み、２２６
回の訓練等を実施した。

県警本部警備課 36

155
生活必需品等の確保・搬送に係る図上訓練の
実施

　大規模災害時に備え、支援協定に基づき、生活必需品の確保、
搬送体制の確立のための図上訓練を実施する。

＜１回／年＞ ＜１回／年＞ 順調

R5年1月17日に、災害支援協定締結先の
21企業担当者と、物資供給依頼・回答に関す
るＦＡＸもしくはメールのやり取りを訓練として
行った。

企業支援課 36
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156
安心とくしまネットワークの機能・基盤強化と安
定運用

　「災害時情報共有システム」、「すだちくんメール」など、安心とくし
まネットワークの機能強化、安定性・利便性向上を通じ、情報提供
の迅速化、関係者連携の高度化、被災状況や被災者ニーズの把
握などを図る。

＜地域SNS登録グ
ループ数（累計）
H28：1,050　H29：
1,100　H30：1,200
R1：1,250　R2：1,450
R3：1,500　R4：1,550
＞

＜地域SNS登録グ
ループ数（累計）
H28：1,050　H29：
1,100　H30：1,200
R1：1,250　R2：1,450
R3：1,500　R4：1,550
R5:1,600＞

順調

安定運用に努めるとともに、消防庁被害情報
収集・共有システムと災害時情報共有システ
ムと連携して機能強化を図り、安心とくしまネッ
トワークの普及活動を行った。

<R4年度実績：1,540グループ(累計)>

とくしまゼロ作戦課 37

157
地理空間情報と連携した「県民向け災害情報
ポータルサイト」の運用

　地理空間情報と連携した県民向け災害情報ポータルサイト「安心
とくしま」を通じ、迅速かつ分かりやすい情報を発信することで、県
民の防災や危機事象対応に対する意識向上を図る。

順調

地理空間情報と連携した県民向け災害情報
ポータルサイト「安心とくしま」を通じ、迅速に情
報を発信することで、県民の防災や危機事象
対応に対する意識向上を図った。

危機管理政策課 37

158
ヘリコプターテレビ伝送中継システム及びヘリ
サットシステムの運用

　ヘリコプターから撮影した被災状況などの映像を配信するシステ
ムを運用する。

＜H18年度運用（ヘリ
テレ）＞　　　＜H29年
度運用（ヘリサット）＞

＜H18年度運用（ヘリ
テレ）＞　　　＜H29年
度運用（ヘリサット）＞

順調
消防防災航空隊と連携した運用訓練を実施す
るとともに、ヘリテレシステム，ヘリサットシステ
ムの保守点検委託を実施した。

とくしまゼロ作戦課 37

159
メールによる県民向け防災情報提供システム
の運用（再掲）

　情報提供を希望する県民に対して、携帯メールやエリアメールを
はじめとする緊急情報メールにより、地震・津波情報、気象警報、
避難勧告の発令などの防災情報を提供するとともに、互いの安否
が確認できる「安否情報共有サービス」を提供する。

＜すだちくんメール登
録者　R4： 51,000人
以上＞

＜すだちくんメール登
録者　R4： 51,000人
以上　R5： 54,000人
＞

順調

WEB説明会等を開催することで、登録人数の
増加を図った｡

＜R4年度実績：51,164人＞

とくしまゼロ作戦課 37

160
市町村の同報無線・屋外拡声機等の運用に
対する支援（再掲）

　市町村における、同報無線・屋外拡声機等の運用を支援し、住民
への防災情報の伝達手段の充実・強化を促進する。

順調
防災情報伝達の充実・強化に関する周知を
行った。また、三好市において同報無線のデジ
タル化事業が開始された。

とくしまゼロ作戦課 37

161 緊急地震速報の普及啓発（再掲）
　各種防災訓練に緊急地震速報発表の想定を取り入れ、対応訓
練を実施する。

＜３回／年以上訓練
を実施＞

＜３回／年以上訓練
を実施＞

順調
緊急地震速報訓練、徳島県津波対応訓練を合
わせて３回実施した｡

とくしまゼロ作戦課 38

162
全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）等の適
切な運用・充実（再掲）

　国の人工衛星を利用して情報を全国に送る「全国瞬時警報シス
テム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）」を活用し、県独自の情報訓練や津波対応訓練
等を実施します。

＜12回／年＞ ＜12回／年＞ 順調
毎月１回、合計年12回実施し、職員に対しての
意識付け及び機器の動作確認を行った｡

とくしまゼロ作戦課 38

163 県土防災情報管理システムの運用
　道路通行規制・雨量・河川水位・ダム・潮位情報等をホームペー
ジを通じて県民に迅速な提供を行う。

順調
システムの適正な運用及び維持管理に努め、
道路通行規制、雨量等の情報を迅速に県民に
提供した。

道路整備課
砂防・気候防災課
運輸政策課
河川整備課

38

164 「総合地図提供システム」の運用
　災害時の被災想定や避難場所、避難経路を周知するため、イン
ターネット上で地図サービスを提供する。

順調
インターネット上で、災害時の被災想定や避難
場所、避難経路等を周知するシステムの安定
的な運用を行った。

スマート県庁推進課 38

165 市町村防災行政無線の整備の促進
　市町村合併や老朽化等に対応した適切な運営や整備などを促進
する。

順調
防災情報伝達の充実・強化に関する周知を
行った。

とくしまゼロ作戦課 38

　　（４）防災情報・通信体制の強化
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166 消防救急無線の県内ネットワーク化の構築
　大規模災害時において、円滑な救助活動を展開するため、消防
救急無線のデジタル化に併せ、県庁・各消防本部間の無線のネッ
トワーク化を促進する。

＜H28年度までに構
築＞

＜H28年度までに構
築＞

順調

Ｈ28年５月までに整備した、消防救急無線のデ
ジタル化及び県庁と各消防本部間の無線の
ネットワーク化について、次の更新時期を見据
え、各種情報の提供を適宜実施した。

消防保安課 38

167
G空間事業の成果を活用したカ－ナビでの災
害情報伝達の展開促進

　自治体が発令した避難指示などの災害情報をLアラ－トを活用し
てカ－ナビからドライバ－に伝え、安全な避難につなげる。

順調
Ｈ31年３月、カーナビへの災害情報伝達の有
効性検証や標準仕様策定を目的としたに実証
実験を行い、安全な避難を推進した。

とくしまゼロ作戦課 38

168 外国人対策としての情報発信
　正確できめ細やかな情報発信を行うため、関係課と連携して、多
言語に対応する体制を構築し、積極的な広報活動を展開する。

＜R3体制の構築、R4
推進＞

＜R3体制の構築、R4
～R5推進＞

順調
外国語サイトと自動翻訳サービスを併用するこ
とで、必要とされる情報に応じて、多言語で確
認できる、効果的な情報発信体制を推進した。

秘書課 39
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169 他都道府県との相互連携の強化
　大規模な被害を想定し、「関西広域連合」や「南海トラフ地震に備
える１０県知事会議」をはじめ、他都道府県との相互応援体制を構
築するとともに、平常時から情報交換等を行い、連携を強化する。

順調
「関西広域連合」や「南海トラフ地震に備える10
県知事会議」から国への提言を行うなど、相互
連携体制による取組を実施した。

危機管理政策課
とくしまゼロ作戦課
事前復興室

40

170
全国の地域ブロック間における広域応援体制
の構築

　大規模災害時に、全国の地域ブロック間における広域応援が円
滑に実施できる体制の構築について、検討を進める。

順調
中国四国ブロックの担当者と体制構築につい
て検討を進めた。

とくしまゼロ作戦課 40

171
「カウンターパート方式」による鳥取県との連携
強化

　中国と四国の県間でカウンターパート方式により構築した相互応
援体制や、平成28年9月に再締結した「危機事象発生時相互応援
協定」を踏まえ、両県の市町村や民間団体の相互交流や連携を支
援し、全県的な応援・受援体制を構築するなど、鳥取県との連携を
一層推進する。

順調
相互応援協定に基づき、引き続き連携強化を
図る。

とくしまゼロ作戦課 40

172 鳥取県と締結している相互応援協定の見直し

　熊本地震で顕在化した課題を踏まえ、「相互応援協定」を拡充
（再締結）するため、マンパワー支援、物流支援、広域支援につい
て見直し「進化したカウンターパート制による協定」として再締結す
る。

順調
相互応援協定に基づき、引き続き連携強化を
図る。

とくしまゼロ作戦課 40

173
鳥取県と締結している相互応援協定の災害対
応業務の標準化

　鳥取県と締結している相互応援協定の災害対応業務の標準化に
ついて、共同研究を行う。

順調
相互応援協定に基づき、引き続き連携強化を
図る。

とくしまゼロ作戦課 40

　　（５）広域的な連携強化
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174
県庁ＢＣＰによる災害応急対策を実施する体
制整備の推進

　県庁BCP（業務継続計画）を防災環境の変化に合わせ適宜見直
すとともに、実効性の確保に向け、職員への周知や訓練を推進す
る。

順調

大規模災害発生に備え、主要庁舎(防災人材
育成センター、各総合県民局等)に飲料水、非
常用携帯トイレ等の備蓄を進めるとともに、「す
だちくんメール」を活用した安否確認訓練を実
施した。

危機管理政策課 41

175
「個別災害対応業務実施マニュアル」策定に
伴う県庁ＢＣＰの見直し

　各災害対応業務の手順等を明らかにする「個別災害対応業務実
施マニュアル」の策定とその継続的な見直しを、県庁ＢＣＰ（業務継
続計画）に的確に反映し、必要に応じて見直しを行う。

＜策定　R3、推進　R4
＞

＜策定　R3、推進　R4
＞

順調
各部の「個別災害対応業務実施マニュアル」が
改定されたことから、県庁BCPの今後の改定に
反映する内容について検討を行った。

危機管理政策課 41

176
災害時の庁内情報ネットワークシステムの維
持及び主要システム業務継続性の確保

　災害時の行政の業務継続の前提となる情報ネットワーク維持の
ため、ＩＣＴ部門（スマート県庁推進課）の業務継続計画を策定し対
策を実施するとともに、庁内の主要システムの業務継続性を確保
するため、データセンター及び万代庁舎でプライベートクラウド（庁
内クラウド）基盤の二重化運用を実施する。

順調

災害時でも庁内情報システム及びネットワーク
を維持するため、耐災害性の強固なクラウド基
盤の運用を行うとともに、万一に備え、基盤障
害時からの復旧訓練を行った。

スマート県庁推進課 41

177
災害時の業務継続に資する「テレワーク」の推
進

　災害時における業務継続等に資するため、「テレワーク」の定着
を推進し、職員の災害対応能力の向上を図る。

順調

令和4年7月1日から9月30日までを「テレワーク
推進強化月間～あわてれ～」とし、職員へのテ
レワークのさらなる浸透・定着を図るため、全
庁的なテレワークへの取組みを推進した。

人事課 41

178
災害時のバックアップ体制整備に係る西部圏
域の取り組みの推進

　南海トラフ巨大地震発生時に津波被害が想定される沿岸地域を
バックアップできるよう、「西部圏域広域防災連絡会議」において策
定した「広域防災計画」等に基づき、バックアップ体制の構築を推
進する。

順調
西部圏域広域防災連絡会議を開催し、県と２
市２町との連携を図った。

西部総合県民局 41

179 市町村ＢＣＰの実効性の推進
　調査を通じ、市町村BCP上の問題点・課題について意見交換す
るなど、市町村BCPの改善に向けた助言を行う。

＜年１回開催＞ ＜年１回開催＞ 順調 市町村職員向けBCP研修を実施した。 危機管理政策課 42

180 「住民データ」の保護の促進
　各市町村が保有する「住民データ」のバックアップを庁舎外で保
管し、被災後住民データを喪失しても速やかに復旧できる体制整
備を促進する。

順調
県・市町村情報化推進協議会の「公共サービ
ス共同・連携部会」で引き続き、継続的な状況
把握に努め、必要に応じて対応した。

デジタルとくしま推進課 42

181 港湾ＢＣＰ（事業継続計画）の推進
　大規模災害時に、「救援物資の海上輸送」等の優先業務を継続
させ、物流機能を早期に回復できるよう、「港湾ＢＣＰ」の策定を推
進するとともに、継続して検証・見直しを行う。

＜港湾ＢＣＰを策定し
た防災拠点港数（累
計）　Ｈ27：2港→Ｈ29：
3港＞
＜継続して港湾ＢＣＰ
の改善を図る＞

＜港湾ＢＣＰを策定し
た防災拠点港数（累
計）　Ｈ27：2港→Ｈ29：
3港＞
＜継続して港湾ＢＣＰ
の改善を図る＞

順調
港湾ＢＣＰを拡充をすべく、検証・見直しに取り
組んだ。

運輸政策課 42

182
県有施設におけるキャビネット等家具の固定
の推進

　県有施設において、利用者の安全確保と迅速な災害応急体制へ
の移行が図れるよう、キャビネット等家具の固定を推進する。
建屋の新設や模様替え等でもキャビネット等の転倒防止対策を推
進する。

順調
県有施設におけるキャビネット等家具の固定
や転倒防止対策を推進した。

とくしまゼロ作戦課
関係各課

42

183 職員向け「ＡＩ・ＦＡＱシステム」の運用
　異動時や災害時に、業務の空白が生じないようにするため、知識
や経験の継承を可能とする「ＡＩ」を活用したシステムの運用を行
う。

順調
異動時や災害時に、業務の空白が生じないよ
うにするため、知識や経験の継承を可能とする
「ＡＩ」を活用したシステムの運用を行った。

スマート県庁推進課
県庁ふれあい室

42
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184
避難訓練等の実施を踏まえた学校防災計画
の不断の見直し

　学校防災計画に基づいた避難訓練等を実施するとともに、訓練
結果等を踏まえた学校防災計画の不断の見直しを実施する。

順調

市町村教育委員会及び県立学校へ学校防災
計画の見直についての留意点等を記し、最新
の情報を反映するよう依頼した。更新された学
校防災計画は令和４年６月に提出済。

体育健康安全課 42

185 万代庁舎の再建策の具体化
　被災後の早期復旧のため、被災状況に合わせた再建事業の実
施について関係機関と事前協議を行うとともに、事業手続きの簡略
化等を検討する。

順調
関係機関との事前協議を実施するとともに、事
業手続きの簡略化等を検討した。

管財課 42

186 入学者選抜への対応
　検査当日の災害に対して、役割分担や担当に応じた適正な判断
ができるよう事前にイメージトレーニングを実施する。

順調

学力検査前日及び当日に地震が発生した場合
の基本的な対応を、各学校に周知し、学校独
自の入試運営マニュアルに反映するよう促し
た。

教育創生課 43
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187 メディカルコントロール体制の充実
　消防機関と医療機関が連携し、救急救命士等による救急業務の
高度化を推進し、救護体制を充実する。

順調

メディカルコントロール体制の充実強化を図る
ため、救急救命士及び医師と連携し、プロト
コール見直しの検討、救急救命士の再教育、
事後検証票の見直し等に取り組んだ。

消防保安課 44

188
警察と消防等防災関係機関が連携した訓練
の実施

　警察と消防等防災関係機関が連携し対処能力を向上させるた
め、大規模災害に備えた訓練を実施する。

順調

知事部局合同による災害警備本部移設訓練、
徳島県総合防災訓練等の自治体が主催する
合同訓練に参加したほか、消防との合同災害
警備訓練を実施した。

警備課 44

189 医療活動マニュアルによる図上訓練の実施
　医療活動マニュアルにより、県、市町村のほか、災害拠点病院や
災害医療支援病院等と連携した図上訓練を実施する。

達成 医療政策課 44

190
災害に備えた「災害時医療活動マニュアル」の
改定

　「災害時医療活動マニュアル」に基づく図上訓練等の成果、課題
をもとにマニュアルの改定を行い、県内全域における災害医療対
応の体制づくりを推進する。

順調
「災害時医療活動マニュアル」を基にした訓練
を実施し、訓練で抽出した課題を踏まえ、マ
ニュアルの見直し内容について検討を行った。

医療政策課 44

191 戦略的災害医療プロジェクトの推進
　災害関連死をはじめとする、被災後の「防ぎ得た死」をなくすた
め、災害時から平時への、つなぎ目のないシームレスな医療提供
体制を構築する。

順調
関係部局と連携し、「戦略的災害医療プロジェ
クト基本戦略」に基づく訓練・研修などの取り組
みを推進し、人材育成や体制強化に努めた。

とくしまゼロ作戦課 44

192 市町村における医療救護体制の充実促進
　市町村において、消防や地元医師会との連携を強化するなど、
医療救護体制の充実を促進する。

順調
各種災害医療訓練や研修の機会を活用し、市
町村における医療救護体制の充実を促進し
た。

医療政策課 45

193 災害派遣医療チームの人材の養成
　国の災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研修の受講を促進し、チーム
の増加を図るとともに、徳島県ＤＭＡＴの活動訓練を実施する。

＜H27：24チーム→R4
年度までに32チーム
＞

＜H27：24チーム→R5
年度までに33チーム
＞

順調

災害派遣医療チームの養成に寄与する取組
みを実施した。

＜R4年度実績：32チーム(累計)＞

医療政策課 45

194 「災害派遣精神医療チーム」の人材の養成
　県内全ての精神科病院及び精神保健福祉センターに設置してい
る「徳島県ＤＰＡＴ」の活動強化に取り組む。

順調

DPATチームに対し、災害時の地域支援や他
機関との連携等、隊員の資質向上のための研
修会や訓練等を開催した。
（２回開催）

健康づくり課 45

195
徳島県災害時情報共有システムを用いた医療
機関相互の支援体制の充実

　「徳島県災害時情報共有システム」及び国の「広域災害救急医療
情報システム（EMIS)」の情報入力訓練を通じ、災害時の円滑な相
互支援体制の充実を図る。

＜徳島県災害時情報
共有システム加入医
療機関数　H27：240
医療機関→R2：1,100
医療機関＞

＜徳島県災害時情報
共有システム加入医
療機関数　H27：240
医療機関→R5：1,100
医療機関＞

順調

各病院においてシステム入力訓練を行い、災
害時の円滑な相互支援体制の充実を図った。

＜Ｒ４年度末：1,100箇所＞

医療政策課 45

196
災害拠点病院等におけるＢＣＰ（事業継続計
画）策定の促進

　災害拠点病院、災害医療支援病院等において、迅速に災害時対
応を行うためのBCP（事業継続計画）の策定を促進する。

順調
各病院のＢＣＰ策定に関する意識向上のため、
ＢＣＰに関する研修会を実施した。

医療政策課 45
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197
ドクターヘリコプターを活用した救急搬送体制
の推進

　ドクターヘリコプターの運用を行い、災害時における患者搬送手
段の充実を図り、被災傷病者等を円滑に医療機関へ搬送する体
制づくりを推進する。

＜臨時離着陸場数
H27：226箇所→R2：
250箇所以上＞

＜臨時離着陸場数
H27：226箇所→R5：
250箇所以上＞

順調

ドクターヘリコプターのきめ細やかな運航が図
られるよう、市町村や消防など関係機関とも協
議・連携を図りながら、「臨時離着陸場」の更な
る拡充に取り組んだ。

＜R4年度末実績：253箇所＞

医療政策課 45

198 災害時緊急医薬品等の供給体制づくりの推進
　大規模災害発生時に必要な医薬品等を備蓄するとともに、災害
時の適切な医薬品供給体制づくりを推進する。

＜・H28年度に備蓄場
所等を見直し　・H29
年度以降、供給体制
を推進　・R2年度に備
蓄場所を追加，医薬
品卸売業者の備蓄方
法を流通備蓄に変更
＞

＜・H28年度に備蓄場
所等を見直し　・H29
年度以降、供給体制
を推進　・R2年度に備
蓄場所を追加，医薬
品卸売業者の備蓄方
法を流通備蓄に変更
＞

順調
期限切れ医薬品の更新を行った。
あわせて品目の見直しを行い、ランニング備蓄
を推進した。

薬務課 46

199
「災害時コーディネーター（保健衛生・医療・薬
務・介護福祉）」の養成
（再掲）

　医療・保健・福祉等の支援活動を迅速かつ効果的に実施するた
め、被災状況を的確に把握し、人材や資材の適正配置を行う「災
害時コーディネーター（保健衛生・医療・薬務・介護福祉の４分野）」
の養成に取り組む。

順調

（保健福祉政策課）
各圏域で実施される災害医療訓練への参加、
各種リモート研修の実施など、関係団体との連
携強化を進めつつ、大規模災害時に迅速に
コーディネーター機能が発揮されるよう、体制
整備に取り組んだ。

（医療政策課広域医療室）
研修会を開催し、資質向上を図ったほか、関係
機関との「顔の見える関係づくり」を進めた。ま
た、「災害時情報共有システム」を活用した訓
練を関係機関と協働して行い、正確な情報収
集・円滑な情報共有体制の構築に努めた。

（薬務課）
災害薬事研修を開催し、薬務コーディネーター
の養成及び資質向上を図った。

（長寿いきがい課）
「災害時相互応援協定」に基づく、職員派遣・
提供物資等に関する調査を実施した。

保健福祉政策課
医療政策課
薬務課
長寿いきがい課

46

200
県立病院における救命救急研修及び訓練の
充実

　他機関と連携した訓練の実施及び参加、院内での災害訓練の実
施、防災関係の研修の参加など、訓練及び研修の充実を図る。

順調
大規模地震時医療活動に関する総合的な実
動訓練に参加するとともに、３病院において各
種災害訓練、防災関連の研修を実施した。

病院局総務課 46

201
災害対応訓練の実施を踏まえたBCPの不断
の見直し

　早期復旧による県立病院の機能維持のため、災害対応訓練を実
施するとともに、訓練結果等を踏まえた業務継続計画（ＢＣＰ）の不
断の見直しを実施する。

順調
各種災害対応訓練の結果を踏まえ、災害時に
おける「病院内の連絡フローの一部変更」など
をＢＣＰ等に反映させた。

病院局総務課 46
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

202
孤立化対策の啓発等の推進（孤立化対策の
手引き書の作成）

　地すべり防止区域等が多く、孤立化が発生する可能性が高い県
西部圏域において、モデル的に孤立化対策研修会、ワークショップ
などを開催するとともに、孤立化対策の手引き書を作成し、これを
基に、県内全域において啓発等、孤立化対策を推進し、地域防災
力の強化を図る。

順調

（防災人材育成センター）
地域の寄り合いや各種団体の研修会等に職
員が出向き、防災に関する講座を実施。

（南部総合県民局）
防災出前講座等を通じ啓発を行った。

（西部総合県民局）
通信途絶時の安否確認のための通信訓練を
実施した。

防災人材育成センター南部
総合県民局
西部総合県民局

47

203 西部圏域の広域的な防災訓練の実施

　西部圏域内における総合的な防災訓練は、これまで３年に１度実
施される県総合防災訓練のみであったが、２８年度からは、土砂災
害等による孤立可能性集落が多く、雪害も懸念される西部圏域の
地域特性に応じた広域的な訓練を、管内市町等と連携して実施す
る。

＜H28、H29、R1、R2、
R3に１回/年実施　※
H30は県総合防災訓
練に含む＞

＜H28、H29、R1、R2、
R3に１回/年実施　※
H30は県総合防災訓
練に含む＞

順調 西部圏域図上訓練を１回実施した。 西部総合県民局 47

204
市町村が取り組む「臨時ヘリポート」の整備促
進

　被災地域を支援できる「後方支援拠点」として、市町村が行う災
害時の医療活動等に活用できる資機材の整備や災害時の救援・
救出や物資輸送の体制強化に向けたヘリポートの整備等を支援
する。

＜新たに整備するヘ
リポートの整備数　２
０箇所（H30）→ ２４箇
所（R4）＞

達成

「複合災害を迎え撃つ『とくしまゼロ作戦』推進
事業」により整備事業を支援した。

＜R3年度末実績：25箇所＞

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

47

205
集落孤立時に活用する「臨時ヘリポート」の即
応体制の確保

　孤立化のおそれのある集落に整備した「臨時ヘリポート」を適切
に管理する。

＜臨時ヘリポートの全
箇所点検　各市町で１
回以上／年＞

＜臨時ヘリポートの全
箇所点検　各市町で１
回以上／年＞

順調 県と２市２町で点検を実施した。 西部総合県民局 47

206 中山間地における生命線道路の強化
　中山間地域における、地域の生命線となっている道路において、
災害時の交通途絶が発生しないよう、危険箇所の整備を推進す
る。

＜生命線道路の強化
率（15箇所）について
H25：47％→R4：80％
＞

＜生命線道路の強化
率（15箇所）について
H25：47％→R5：80％
＞

順調

中山間地における、生命線路線の整備を推進
した。

＜R4年度実績：80％＞
道路整備課 47

207 孤立化集落における通信手段の確保の促進

　災害発生時に孤立化が予想される集落の通信手段を確保するた
め、衛星携帯電話、衛星Wi-Fi等の通信機器の整備を行う市町村
を支援する。

順調
「『とくしまゼロ作戦』県土強靱化推進事業」に
より市町村を支援した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

48

208 「第２期にし阿波防災行動計画」の推進
　西部圏域の地域防災力の向上を図るため、「第２期にし阿波防災
行動計画」を踏まえ圏域内の防災、減災対策を推進します。

順調 県と２市２町で防災、減災対策を推進した。 西部総合県民局 48

209
生命線道路等における道路沿線の事前倒木
対策の推進

　孤立集落の発生を防ぐため、生命線道路や緊急輸送道路等にお
いて、大雪等による倒木を防ぐ事前伐採を推進する。

順調

東部、南部、西部圏域において協議会等を開
催し、優先度の高い８路線を選定し、「事前伐
採」に取り組んだ。
　 東部圏域：上勝町、吉野川市　２路線
　　　　　　　　（１路線は調査のみ実施）
　 南部圏域：那賀町、美波町　３路線
　 西部圏域：三好市、つるぎ町　３路線

道路整備課
スマート林業課

48

210 孤立化集落台帳の整備
　災害時に孤立化が想定される地域において、現地の里道等の調
査を行い、台帳を整備し、孤立化が想定される地域の把握、孤立
化対策の検討に活用する。

順調
各市町村に配布した「孤立集落可能性カルテ」
により一元化した個別集落の情報を共有した。

とくしまゼロ作戦課 48
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

211 緊急輸送道路の斜面対策の推進
　緊急輸送道路における法面について、危険度、緊急性の高い箇
所から法面対策を推進する。

＜緊急輸送道路にお
ける斜面対策の実施
箇所数　H25：138箇
所→R4：183箇所＞

＜緊急輸送道路にお
ける斜面対策の実施
箇所数　H25：138箇
所→R5：188箇所＞

順調

緊急輸送道路において法面（落石）対策を実
施

＜R4年度実績：183箇所(累計)＞

道路整備課 49

212 緊急輸送路の整備の推進
　人命の救助や生活物資の広域的な緊急輸送を行う、緊急輸送路
として位置づけられている道路を重点的に整備する。

＜緊急輸送道路にお
ける重点整備区間
（35箇所）の改良率
H25：40％→R4：75％
＞

＜緊急輸送道路にお
ける重点整備区間
（35箇所）の改良率
H25：40％→R5：78％
＞

順調
国道４９２号（川井工区）や
鳴門池田線（共進新町工区）で整備を推進し、
R4年度目標値（75%）を達成

道路整備課 49

213 津波迂回ルートの整備の推進
　津波被害が想定される県南沿岸地域において、緊急輸送路のリ
ダンダンシーを確保するため、津波迂回ルートの整備を推進する。

＜２路線の整備を推
進＞

＜２路線の整備を推
進＞

順調
津波迂回ルートである、芥附海部線の整備推
進を図った。

道路整備課 49

214 緊急輸送道路等の橋梁耐震化の推進
　緊急輸送道路や生命線道路等において橋梁の耐震化を推進す
る。

＜緊急輸送道路等に
おける橋梁（15m以
上）の耐震化率
H25：78％→R4：90％
＞

＜緊急輸送道路等に
おける橋梁（15m以
上）の耐震化率
H25：78％→R5：90％
＞

順調

緊急輸送道路等における15m以上の橋梁の耐
震化工事を実施。

＜R4年度実績：90％＞

道路整備課 49

215
緊急輸送路となる高規格幹線道路等の整備
促進

　津波発生後、被害が想定される沿岸地域の緊急輸送を円滑に行
うため、「四国横断自動車道」、「阿南安芸自動車道」の整備を促進
していく。

順調

【四国横断自動車道】
調査設計及び工事を促進した。
【阿南安芸自動車道】
用地買収、調査設計、工事を促進した。

高規格道路課 49

216 広域的な高速道路ネットワークの機能強化
　広域的な高速道路ネットワークの機能強化を図るため、徳島自
動車道の４車線化やスマートＩＣ整備などを促進する。

順調
徳島自動車道の４車線化工事の促進や、阿波
スマートＩＣ付近の工事着手等、広域的な高速
道路ネットワークの機能強化を図った。

高規格道路課 50

217 緊急輸送路を補完する農林道の整備
　災害時において、緊急輸送路の補完や集落の孤立化を防ぐ、農
道・林道を整備する。

＜農道及び林道の整
備　R4:29km＞

＜農道及び林道の整
備　R5:33km＞

順調

1.9km（総整備延長31.8km）の農林道の整備を
行った。
　うち農道0.4km（総整備延長9.9km)
　うち林道1.5km（総整備延長21.9.km）

生産基盤課
森林整備課

50

218
緊急輸送路を補完する市町村道の整備の促
進

　災害時において、緊急輸送路の補完や集落の孤立化を防ぐ、市
町村道の整備について、技術的な支援などを行う。

順調
点検支援技術活用講習の実施等、技術的支
援を実施。

道路整備課 50

219
災害時交通管理のための交通安全施設等の
整備の推進

　災害発生後、緊急輸送路等の交通規制を迅速かつ的確に実施
するため、交通安全施設等の整備を推進する。

達成

自動起動型信号機電源付加装置2基、静止型
信号機電源付加装置5基を整備した。

＜R4年度実績：104％（200/191基）＞

交通規制課 50

220 船舶等による輸送体制の充実
　災害発生時、輸送関係（船舶、トラック、バス、鉄道）に係る協定
等の実効性を高めるため、緊急輸送体制や代替輸送体制の確保
を図る。

順調
港湾ＢＣＰ協議会において、確実な連携を図れ
るよう、訓練を実施した。

次世代交通課
運輸政策課

50

221 物資の海上輸送の耐災害性向上
　四国の広域的な海上輸送について、国、四国４県等が連携し、継
続して検証・見直しを行う。

順調
「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海
上輸送の継続計画」に基づきワーキングの開
催・訓練を実施した。

運輸政策課 50

222 民間ヘリコプター事業者との連携強化
　災害時に、空からの輸送手段等を確保するため、近畿２府７県と
民間ヘリコプター事業者の間で締結した協定に基づき、連絡体制
の確認等連携の強化を図る。

順調 連絡体制の確認等を行った。 とくしまゼロ作戦課 50
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

223 災害時交通対策マニュアルの充実
　関係機関と連携しつつ、交通環境の変化に応じて、災害時交通
対策マニュアルの充実と見直しを行う。

順調
関係機関と協議し、交通検問所の配置人員の
見直しを図り、マニュアルを改正した。

県警本部交通規制課 51

224 災害時における運転者の対処方法の周知
　免許更新時講習において、講師から受講者に対し、交通教本に
記載された「災害発生時の状況に応じた、運転者の対処方法」に
ついて周知する。

＜年間の免許更新者
数＞

＜年間の免許更新者
数＞

順調
免許更新時講習において、令和４年度中の運
転免許更新者合計約11万１千人に対し、災害
時における運転者の対処方法を周知した。

県警本部運転免許課 51

225
道路の応急復旧のための関係団体との連携
強化

　協定の実効性や初動対応力を高めるため、緊急輸送路の応急
復旧のための情報伝達・実地訓練を実施し、関係団体との連携を
強化する。

順調
建設業協会各支部と情報伝達訓練を実施し
た。

道路整備課
砂防・気候防災課

51

226 道路の応急復旧用資機材の状況把握
　緊急輸送路等の被災箇所の被害拡大防止や応急的措置を行う
ため、資機材情報をデータベース化し運用する。

順調
関係機関及び国土交通省と連携し、資機材
データベースにより状況を把握した。

砂防・気候防災課 51

227 緊急時の輸送手段の確保
　緊急時における人員や救援物資の輸送手段の確保として、道路
と線路の両方が走行可能なDMVの導入を推進する。

達成
・長期耐久性の検証に必要な走行実績を蓄積
・利用促進に向けたPRやプロモーション

次世代交通課 51

228 ＩＣアクセス道路の整備の推進
　四国横断自動車道及び阿南安芸自動車道のＩＣへのアクセス道
路を重点的に整備する。

順調
四国横断自動車道及び阿南安芸自動車道の
ICアクセス道路の整備を推進した。

道路整備課 51

229 日和佐港（恵比須浜）の岸壁耐震化の推進
　海部郡北部における耐震強化岸壁の整備の空白地帯を解消す
るため、日和佐港（恵比須浜）において、岸壁耐震化を推進する。

順調 詳細設計に着手した。 運輸政策課 51

No.
取組

Ｒ４年度末
達成度

Ｒ４年度の取組内容 課室名
ページ
番号

- 33 -



取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

230 災害時要援護者支援のための研修会の実施
　県の「災害時要援護者支援対策マニュアル」等により、市町村職
員等に対する研修会を実施するなど、要援護者支援の意識の向
上を図る。

順調
オンラインによる市町村職員向けの災害事務
担当者会議や地域の団体向けの防災出前講
座等を活用し、研修を行った。

保健福祉政策課 52

231
発達障がい者に対する地域支援者の育成及
び支援体制の整備

　発達障がい者の災害時対応について、知識を備えた地域支援者
の育成を図るとともに、発達障がい者の避難場所のあり方につい
て検討する。また、発達障がい者支援専門員の養成や地域の防災
会議、各種事業を通じて支援関係機関の連携強化に努める。

＜地域支援者の養成
15人／年＞＜支援者
等へ災害研修会の開
催 １回／年＞

＜地域支援者の養成
15人／年＞＜支援者
等へ災害研修会の開
催 １回／年＞

順調

発達障がい者支援専門員の養成研修を実施
するとともに、支援者等へ災害研修を開催し
た。
地域支援者の養成　１８名
支援者等へ災害研修会を開催　１回

発達障がい者
総合支援センター

52

232
避難行動要支援者名簿の共有及び個別計画
の作成促進

　避難行動要支援者の避難支援体制を構築するため、市町村と避
難支援者との避難行動要支援者名簿情報の共有や個別計画の作
成を促進する。

順調

昨年度実施した「モデル事業」の成果を基に
「個別避難計画作成の手引」を作成した。
また、業務担当者と会議を実施し、個別避難計
画作成の推進を行った。

保健福祉政策課 52

233
災害時要援護者に対する情報伝達手段の充
実（再掲）

　災害情報等の携帯メールによる聴覚障がい者等への伝達方法
や、障がい者自身が周囲に必要な支援を伝えるための「緊急連絡
カード」の周知を図る。

順調
感染症対策を講じた手話通訳者養成講座等に
おいて、防災メール等の周知を図った。

障がい福祉課 52

234 社会福祉施設における防災対策の充実

　入居者の安全を確保するため、社会福祉施設において、新たな
県の被害想定に基づく避難計画の見直しや防災訓練の実施を促
進する。
　特に、障がい者（児）施設等については、障がい特性に応じた防
災対策の充実を図る。

順調

（長寿いきがい課）
実地指導の機会を捉え、施設における避難確
保計画の作成や想定される被害に応じた訓練
の実施状況について確認した。

(障がい福祉課）
指導監査等の機会を捉え障がい支援施設等
における防災対策及び訓練の実施等について
確認し、指導・支援を行った。

（こどもまんなか政策課、こども家庭支援課）
指導監査の機会を捉え、保育所等における避
難計画の作成や想定される被害に応じた訓練
の実施状況について確認し、助言・指導を行っ
た。

長寿いきがい課
障がい福祉課
こどもまんなか政策課
こども家庭支援課

53

235 災害時障がい者支援研修の実施

　避難所運営に携わる市町村職員や自主防災組織リーダー等を
対象に、「災害時障がい者支援ハンドブック」を用いての研修会
や、「障がい者福祉のしおり」において、福祉避難所等を記載し普
及を図る。

順調

感染症対策をしながら「災害時障がい者支援
ハンドブック」を用いた研修を行い、障がい者
の個々の障がい特性に対する理解と認識を深
めた。

障がい福祉課 53

236
西部圏域における避難行動要支援者対策の
推進

　西部圏域において、市町や福祉関係機関等による「西部圏域要
援護者支援検討会」を開催し、相互の連携強化を図るとともに、実
践的な災害時避難行動要支援者避難訓練を実施する。

＜１回以上実施／年
＞

＜１回以上実施／年
＞

順調
圏域の市町において訓練を実施。

<R4年度実績:15回>
西部総合県民局 53

237
旅館、ホテル等の民間宿泊施設団体との協
力・連携強化

　災害時要援護者への民間宿泊施設等の提供に関する協定を締
結するなど、福祉避難所が開設するまでの間等の一時的な避難対
策について、民間宿泊施設団体との協力・連携強化を推進する。

順調 関係団体等との連絡体制の確認を行った とくしまゼロ作戦課 53

238 災害時における観光客への支援対策の推進
　災害時に、帰宅困難となる観光客の一時避難のための宿泊施設
の情報提供等、市町村や観光関係団体と連携し、連絡・支援体制
の整備を推進する。

順調

災害時に、帰宅困難となる観光客の一時避難
のための宿泊施設の情報提供のため、市町村
や観光関係団体と連携し、連絡・支援体制の
整備を推進した。

観光政策課 53
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239 「災害時帰宅支援ステーション」の普及啓発
　関西広域連合の共同事業として、災害時の帰宅困難者に適切な
情報や便宜を提供できる「災害時帰宅支援ステーション」の普及啓
発を推進する。

順調
関西広域連合と連携して「災害時帰宅支援ス
テーション」の普及啓発を推進した。

とくしまゼロ作戦課 53

240 災害時外国人支援通訳ボランティアの養成
　「災害時通訳ボランティア活動ガイドライン」に基づき、災害時に
外国人への支援を行うため、研修会等を開催し、通訳ボランティア
のスキルアップを図る。

＜通訳ボランティアの
スキルアップ研修会
の開催　１回／年＞

＜通訳ボランティアの
スキルアップ研修会
の開催　１回／年＞

順調

　とくしま外国人支援ボランティア登録制度によ
り、災害時通訳ボランティアを募集、登録し、災
害時に通訳ボランティアがスムーズに外国人を
支援できるよう派遣する体制を整備した。
　また、R52.18に「コミュニティ通訳研修」をオン
ラインで実施し、行政・医療機関等担当者と在
住外国人のコミュニケーションをサポートする
方法、通訳時の配慮すべきポイント等の学習
などを通して、通訳ボランティアのスキルアップ
を図った。

ダイバーシティ推進課 53

241
南部圏域における避難行動要支援者対策の
促進

　市町の避難行動要支援者にかかる個別計画策定を推進するた
め、管内市町及び関係機関との対策会議等を開催し、個別計画の
策定を支援する。

＜南部圏域災害時要
配慮者対策会議　１
回以上／年＞

＜南部圏域災害時要
配慮者対策会議　１
回以上／年＞

順調

　南部圏域福祉防災研修会や災害時要配慮
者対策会議を開催するなど対策の促進に努め
た。

＜R4年度実績：2回＞

南部総合県民局 54

242
要支援発達障がい者に係る要支援者名簿の
作成及び支援対策の推進

　要支援発達障がい者の安否確認、支援ニーズの把握のため、要
支援者名簿の作成を行う。また、民生委員や自主防災組織等との
連携により支援対策を推進するための研修会等を開催する。さら
に、当事者の特性に応じた防災教育をすることで、自助力向上を
図る。

＜当事者教育　2回／
年＞

＜当事者教育　2回／
年＞

順調

災害用物品や段ボールベッド等を体験し、避難
生活をイメージすることで、平時からの防災意
識及び自助力の向上を図るとともに、要支援
者名簿を随時作成した。

発達障がい者
総合支援センター

54

243 徳島県災害派遣福祉チーム員の養成
　災害時に要支援者に対して適切な福祉支援を行う体制を構築す
るため、徳島県災害派遣福祉チーム員の養成研修を実施する。

＜徳島県災害派遣福
祉チーム員研修の実
施　１回以上／年＞

＜徳島県災害派遣福
祉チーム員研修の実
施　１回以上／年＞

順調

災害派遣福祉チーム員研修をオンラインで実
施した。また、災害派遣福祉チーム員のリー
ダー対象に実際の避難所運営の研修を行っ
た。

保健福祉政策課 54

244 多言語防災ハンドブック等の作成、配布

　地震への備えや発災後の行動について多言語で説明した防災
ハンドブック、災害用緊急連絡先、指さし会話フレーズ等を掲載し
た緊急カードを作成し、県関係機関や市町村，外国人観光客が利
用する施設等に事前に配布しておく。

順調

多言語防災ハンドブックを防災スタディツアー
参加者等の外国人に配布するとともに、とくし
ま国際戦略センターHPに公開し、外国人への
防災に関する啓発を行った。

ダイバーシティ推進課 54

245 「支え合いマップ」の作成
　社会福祉協議会等と連携し、「支え合いマップ」を作成するなど、
平時からの様々な取組を通じて、事前に地域の情報を可視化、共
有化しておく。

順調
9月1日に開催した「防災訓練」において、要支
援者をマッピングした「支え合いマップ」を使用
した訓練を実施した。

保健福祉政策課 54

246 社会福祉施設等の災害対応力強化
　社会福祉施設等への指導監査等の機会を通じて、ＢＣＰ（事業継
続計画）の策定について指導・支援を実施する。

順調

（国保・地域共生課）
救護施設に対する指導監査時にＢＣＰ（事業継
続計画）の策定状況を確認し、必要な指導・支
援を実施した。

（健康づくり課）
実地指導等の機会を通じて策定状況を確認
し，策定について指導・支援を実施した。

（長寿いきがい課）
指導監査等の機会を通じて策定状況を確認
し，策定について指導・支援を実施した。

（障がい福祉課）
定期的な障がい者施設等に対する実地指導を
通じて、BCPの整備状況の確認により、指導・
助言を行った。

国保・地域共生課
健康づくり課
長寿いきがい課
障がい福祉課

54
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247
児童生徒への「こころのケア」に関する体制の
整備

　災害時の児童生徒への「こころのケア」のための体制を整備する
ため、公立学校へのスクールカウンセラーの配置による支援体制
を構築するとともに、相談体制の充実・周知を図る。

順調

全ての公立学校にスクールカウンセラーを配
置または派遣できる体制を整えた。また，連絡
協議会等を開催し，教育委員会や学校との連
携体制の充実強化に取り組んだ。

人権教育課 54

248 児童生徒への「こころのケア」の充実
　児童生徒に適切な支援と対応が行えるよう、スクールカウンセ
ラーや教職員に対して「こころのケア」に関する研修を実施するとと
もに、平時から健康観察や心理教育プログラムを実施する。

順調

配置スクールカウンセラーによる教職員を対象
とした校内研修や、児童生徒を対象とした心理
教育プログラムを実施した。また、「心のセルフ
ケア動画」を作成・配信し、支援の充実を図っ
た。

人権教育課 55

249 災害ボランティアの確保

　災害時に必要となるボランティアの円滑な確保のため、社会福祉
協議会と連携し、関係機関との連絡会議を開催するとともに、ボラ
ンティア意識の向上を図るための普及啓発、担い手の養成研修、
災害ボランティアセンターの構築・運営訓練等を実施する。

順調

月1回「災害ボランティアプレ情報共有会議」を
開催し、災害ボランティアの関係機関と関係構
築している。また、9月1日開催の「防災訓練」
にて、実際の災害ボランティアセンター開設の
訓練等を実施した

保健福祉政策課 55

250 災害時における多様な支援主体との連携

　災害時に多様な支援主体を取りまとめる情報共有会議等を設置
し、運営方法、活動内容についての基準やルールを定めるととも
に、イメージトレーニングや支援主体を受け入れるための研修会を
実施する。

順調
多様な支援主体で構成される「被災者支援推
進ネットワーク会議」を設置した。

とくしまゼロ作戦課 55
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251 戦略的災害医療プロジェクトの推進（再掲）
　災害関連死をはじめとする、被災後の「防ぎ得た死」をなくすた
め、災害時から平時への、つなぎ目のないシームレスな医療提供
体制を構築する。

順調
関係部局と連携し、「戦略的災害医療プロジェ
クト基本戦略」に基づく訓練・研修などの取り組
みを推進し、人材育成や体制強化に努めた。

とくしまゼロ作戦課 56

252
市町村における医療救護体制の充実促進（再
掲）

　市町村において、消防や地元医師会との連携を強化するなど、
医療救護体制の充実を促進する。

順調
各種災害医療訓練や研修の機会を活用し、市
町村における医療救護体制の充実を促進し
た。

医療政策課 56

253
災害拠点病院を中心とした応援・受援体制の
構築

　南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模災害を想定し、災害拠
点病院を中心に医療圏域ごとの体制強化や応援・受援体制を構築
する。

順調
保健福祉部及び保健所と連携し、新型コロナ
ウイルス感染症対策として、WEBや書面による
会議や訓練等を実施した。

とくしまゼロ作戦課 56

254
南部Ⅱ圏域における災害医療受援体制の構
築

　県下で最も甚大な津波被害が想定され、長期の孤立が懸念され
る「南部Ⅱ圏域」において、医療関係機関が連携した「災害医療受
援体制」を構築する。

順調
保健福祉部及び保健所と連携し、新型コロナ
ウイルス感染症対策として、WEBや書面による
会議や訓練等を実施した。

とくしまゼロ作戦課 56

255
西部圏域における災害医療・後方支援体制の
構築

　甚大な津波被害が想定される沿岸地域のバックアップ体制とし
て、「西部圏域」など内陸地域において、医療関係機関が連携した
「災害医療後方支援体制」を構築する。

順調
保健福祉部及び保健所と連携し、新型コロナ
ウイルス感染症対策として、WEBや書面による
会議や訓練等を実施した。

とくしまゼロ作戦課 56

256
東部・南部Ⅰ圏域における災害医療体制の構
築

　県下で最も多くの人口と医療施設を抱え、津波浸水被害を受ける
と想定される「東部圏域」、「南部Ⅰ圏域」において、他圏域との連
携も見据え、圏域内の医療関係機関が連携した「災害医療体制」
を構築する。

順調
保健福祉部及び保健所と連携し、新型コロナ
ウイルス感染症対策として、WEBや書面による
会議や訓練等を実施した。

とくしまゼロ作戦課 57

257 急性期における医薬品供給体制の構築・推進
　発災後の急性期における医療救護活動に必要な医薬品の確
保、また、その迅速な供給に係るシステムを構築・推進する。

順調
衛星携帯訓練を実施し、災害拠点病院、行政
等の情報収集体制の構築に努めた。

薬務課 57

258
災害時情報共有システムを活用した災害時要
援護者ネットワークの構築

　保健福祉部の災害時コーディネーターをはじめ専門チームの避
難所評価及び活動の情報を災害時情報共有システムで活用、共
有しクラスターアプローチに基づく連携体制を構築する。

順調
災害時情報共有システムへの入力訓練を随時
実施し、連携体制の構築に努めた。

とくしまゼロ作戦課 57

259
スフィア・スタンダードに基づく避難所の環境整
備

　避難所の国際基準であるスフィア・スタンダードを満たす避難所
の環境整備を行える体制を構築するため、防災関係者等を対象に
研修会を開催する。

＜研修受講者数　100
人／年＞

＜研修受講者数　100
人／年＞

順調
WEB形式による研修会を実施。

＜R４年度実績：134人＞
とくしまゼロ作戦課 57

260 災害時医薬品等供給体制づくりの推進
　熊本地震の課題を踏まえ、災害時医薬品等供給及び薬剤師派
遣手順について見直しを行い、適切な医薬品等供給体制づくりを
推進する。

順調
「災害時医薬品等供給及び薬剤師派遣手順」
の改訂を行った。

薬務課 57

Ⅲ　「助かった命をつなぐ」被災者支援の強化

　１　災害医療の体制の強化

　　（１）災害医療体制の構築
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261 災害リーダー薬局の訓練・研修の実施
　各災害医療圏域に「災害リーダー薬局」を設置するとともに､訓練
や研修への参加により、更なる医薬品供給調整体制の向上を図
る。

＜災害リーダー薬局
の資質向上のための
研修・訓練の実施　１
回以上／年実施＞

＜災害リーダー薬局
の資質向上のための
研修・訓練の実施　１
回以上／年実施＞

順調
災害リーダー薬局の薬剤師など災害時の医薬
品供給に関わる人を対象に、災害薬事研修を
開催した。

薬務課 57

262
災害時おくすり供給車両の訓練・研修への活
用

　「災害時おくすり供給車両」を訓練や研修への活用により、更なる
医薬品供給調整体制の向上を図る。

＜災害時おくすり供給
車両の研修・訓練で
の活用　R2以降　2回
以上／年活用＞

＜災害時おくすり供給
車両の研修・訓練で
の活用　R2以降　2回
以上／年活用＞

順調
徳島大学(R5.1.23)及び徳島文理大学(R4.4.25・
27)の薬学生を対象に、「災害時おくすり供給車
両」を用いた災害研修を実施した。

薬務課 57

263 医療施設の早期復旧・再建策の策定
　被災後を見据え、公的医療施設及び民間医療施設の早期復旧・
再建を促す支援策について検討する。

順調
医療施設の早期復旧・再建を促す支援策につ
いて、関係者と協議・検討を行った。

医療政策課 58

264 県立病院の早期復旧・再建策の策定
　被災後を見据え、関係機関と連携した県立病院の早期復旧・再
建策について検討する。

順調
早期復旧、再建策について、他医療機関と協
議を行うとともに、早期復旧に向けた対策につ
いて検討を行った。

病院局総務課 58
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265
医療・保健・福祉等の分野の「災害時コーディ
ネーター」の配置

　医療・保健・福祉等の支援活動を迅速かつ効果的に実施するた
め、被災状況を的確に把握し、人材や資材の適正配置を行う「災
害時コーディネーター」の配置を推進する。

順調

（保健福祉政策課）
各圏域で実施される災害医療訓練への参加、
各種リモート研修の実施など、関係団体との連
携強化を進めつつ、大規模災害時に迅速に
コーディネーター機能が発揮されるよう、体制
整備に取り組んだ。

（医療政策課広域医療室）
研修会を開催し、資質向上を図ったほか、関係
機関との「顔の見える関係づくり」を進めた。ま
た、「災害時情報共有システム」を活用した訓
練を関係機関と協働して行い、正確な情報収
集・円滑な情報共有体制の構築に努めた。

（薬務課）
薬務コーディネーターの２年ごとの委嘱更新を
行い、引き続き適正配置を推進した。また、災
害薬事研修を開催し、薬務コーディネーターの
養成及び資質向上を図った。

（長寿いきがい課）
「災害時相互応援協定」に基づく、職員派遣・
提供物資等に関する調査を実施した。

保健福祉政策課
医療政策課
薬務課
長寿いきがい課

59

266 災害派遣医療チームの人材の養成（再掲）
　国の災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研修の受講を促進し、チーム
の増加を図るとともに、徳島県ＤＭＡＴの活動訓練を実施する。

＜H27：24チーム→R4
年度までに32チーム
＞

＜H27：24チーム→R5
年度までに33チーム
＞

順調

災害派遣医療チームの養成に寄与する取組
みを実施した。

＜R4年度実績：32チーム(累計)＞

医療政策課 59

267
「災害派遣精神医療チーム」の人材の養成（再
掲）

　県内全ての精神科病院及び精神保健福祉センターに設置してい
る「徳島県ＤＰＡＴ」の活動強化に取り組む。

順調

DPATチームに対し、災害時の地域支援や他
機関との連携等、隊員の資質向上のための研
修会や訓練等を開催した。
（２回開催）

健康づくり課 59

268 看護師関係団体との連携体制の構築
　徳島県看護協会と連携し、災害時の災害支援ナースの受入、活
動の調整、情報共有が円滑に行えるよう、連携体制を整備する。

順調
徳島県看護協会の災害看護支援検討委員会
と連携して、災害支援ナースの育成支援や徳
島県災害看護研修会などを実施した。

医療政策課 59

269 栄養士関係団体との連携体制の推進
　徳島県栄養士会と連携し、災害時のＪＤＡ－ＤＡＴの受入、活動の
調整、情報共有が円滑に行えるよう、連携した体制づくりを推進す
る。

順調

とくしま災害栄養チームメンバーである県栄養
士会員のJDA-DAT(日本栄養士会災害支援
チーム）リーダー育成研修（12/3）の受講を促
し，県内発生時の連携体制整備強化に繋げ
た。

健康づくり課 59

270
リハビリテーション関係団体との連携体制の構
築

　リハビリテーション関係団体と連携し、災害時のＪＲＡＴの受入、活
動の調整、情報共有が円滑に行えるよう、連携体制を整備する。

順調
災害時リハビリテーション圏域リーダーの取組
を推進し、発災時の支援体制構築や関係者間
の連携強化を図った。

医療政策課 60

No.
取組

Ｒ４年度末
達成度

Ｒ４年度の取組内容 課室名
ページ
番号

　　（２）災害医療を担う人材育成の強化

- 39 -
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271
医療活動マニュアルによる図上訓練の実施
（再掲）

　医療活動マニュアルにより、県、市町村のほか、災害拠点病院や
災害医療支援病院等と連携した図上訓練を実施する。

達成
「災害時医療活動マニュアル」を基にした訓練
を実施し、訓練で抽出した課題を踏まえ、マ
ニュアルの見直し内容について検討を行った。

医療政策課 61

272
災害に備えた「災害時医療活動マニュアル」の
改定（再掲）

　「災害時医療活動マニュアル」に基づく図上訓練等の成果、課題
をもとにマニュアルの改定を行い、県内全域における災害医療対
応の体制づくりを推進する。

順調
「災害時医療活動マニュアル」を基にした訓練
を実施し、訓練で抽出した課題を踏まえ、マ
ニュアルの見直し内容について検討を行った。

医療政策課 61

273
徳島県災害時情報共有システムを用いた医療
機関相互の支援体制の充実（再掲）

　「徳島県災害時情報共有システム」及び国の「広域災害救急医療
情報システム（EMIS)」の情報入力訓練を通じ、災害時の円滑な相
互支援体制の充実を図る。

＜徳島県災害時情報
共有システム加入医
療機関数　H27：240
医療機関→R2：1,100
医療機関＞

＜徳島県災害時情報
共有システム加入医
療機関数　H27：240
医療機関→R5：1,100
医療機関＞

順調

各病院においてシステム入力訓練を行い、災
害時の円滑な相互支援体制の充実を図った。

＜R4年度：Ｒ４年度末1,100箇所＞

医療政策課 61

274 医療支援組織との連携強化
　災害医療体制のさらなる強化に向け、国際医療援助団体（ＡＭＤ
Ａ）や自衛隊衛生隊など県外や海外で活動する医療支援組織との
連携強化に取り組む。

順調
連携を密にとりながら、災害時医療救護活動
に係る課題等について、情報共有を行った。

とくしまゼロ作戦課
医療政策課

61

275 防災関係機関・団体との連携体制づくり
　災害時に傷病者が迅速で適切な救助や治療が受けられるよう、
医療関係機関だけでなく、自衛隊、警察、消防など防災機関や、関
係団体と連携した体制づくりに取り組む。

順調
関係部局と連携し、「戦略的災害医療プロジェ
クト基本戦略」に基づく訓練・研修などの取り組
みを推進し、人材育成や体制強化に努めた。

とくしまゼロ作戦課 61

276 災害医療ロジスティクス機能の強化
　医療や防災関係機関の連携による災害医療活動が円滑に展開
できるよう、災害医療のサポート機能や、活動に必要な物資の供
給（ロジスティクス）などの機能の強化を図る。

順調
関係部局と連携し、「戦略的災害医療プロジェ
クト基本戦略」に基づく訓練・研修などの取り組
みを推進し、人材育成や体制強化に努めた。

とくしまゼロ作戦課 62

277 行政分野等の指揮機能の強化
　大規模災害の発災後、医療活動や応急活動、復旧・復興対策な
どが迅速かつ的確に展開できるよう、行政分野等の指揮（コマン
ダー）機能・後方支援（ロジスティクス）機能の強化を図る。

順調
関係部局と連携し、「戦略的災害医療プロジェ
クト基本戦略」に基づく訓練・研修などの取り組
みを推進し、人材育成や体制強化に努めた。

とくしまゼロ作戦課 62

278 マイナンバ－の災害時における利活用
　災害発生時に被災者に適切な治療や医薬品の提供を行うため、
マイナンバ－の独自利用により、被災者のマイナンバ－と医療情
報を連携させる市町村の体制づくりを支援する。

＜H25→H30全県展開
＞

達成
市町村に、災害時等における独自利用事務の
検討依頼や情報提供を行った。

デジタルとくしま推進課 62

279 マイナンバ－カードの災害時における利活用

　健康保険証としての利用のほか、マイナポータルを通じた被災者
支援制度における各手続の申請、特定健診情報や自分の薬剤情
報の医師等との共有など、災害時におけるマイナンバーカードの
利活用を促進する。

＜マイナンバーカード
交付率　R4:100％＞

＜マイナンバーカード
交付率　R5:100％＞

要努力

県内のスーパーマーケットなど、県民に身近な
施設において、マイナンバーカードの申請や健
康保険証利用の申込手続を支援する「出張申
請サポート」を実施した。
また、カード新規取得者を対象として、国のマ
イナポイントに加え、県独自にポイントを付与す
る「県版プレミアムポイント事業」を実施した。

＜交付率：66.3％（R5年3月末時点）＞

デジタルとくしま推進課 62
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280 避難所運営体制づくりの促進
　「避難所運営マニュアル作成指針」の周知等に努め、市町村にお
いて、円滑な避難所の運営を行える体制づくりを促進する。

順調

市町村に対し、「避難所運営マニュアル作成指
針」の周知、及び避難所における新型コロナウ
イルス感染症への対応について、周知に努め
た。

保健福祉政策課 63

281
徳島県災害時情報共有システムを用いた医療
機関相互の支援体制の
充実（再掲）

　「徳島県災害時情報共有システム」及び国の「広域災害救急医療
情報システム（EMIS)」の情報入力訓練を通じ、災害時の円滑な相
互支援体制の充実を図る。

＜徳島県災害時情報
共有システム加入医
療機関数　H27：240
医療機関→R2：1,100
医療機関＞

＜徳島県災害時情報
共有システム加入医
療機関数　H27：240
医療機関→R5：1,100
医療機関＞

順調

各病院においてシステム入力訓練を行い、災
害時の円滑な相互支援体制の充実を図った。

＜R4年度：Ｒ４年度末1,100箇所＞

医療政策課 63

282 地域SNSの登録促進

　「地域ＳＮＳ」等により被災状況や避難所における被災者ニーズを
把握・共有するなど、医療関係者や災害対応に携わる関係者のた
めの支援基盤構築に向けた「戦略的災害医療“Ｇ空間 ”プロジェク
ト」を推進する。

＜地域SNS登録グ
ループ数（累計）
H28：1,050　H29：
1,100　H30：1,250
R1：1,300　R2：1,450
R3：1,500　R4：1,550
＞

＜地域SNS登録グ
ループ数（累計）
H28：1,050　H29：
1,100　H30：1,250
R1：1,300　R2：1,450
R3：1,500　R4：1,550
R5：1,600＞

順調

登録会や説明会等を開催することで、登録人
数が増加し、登録人数の増加に伴い、SNSも
利用が促進された。

<R4年度実績：1,540グループ(累計)>

とくしまゼロ作戦課 63

283 福祉避難所指定の促進
　要配慮者が良好な生活環境において、必要な福祉支援等を受け
ながら、避難生活を送ることが出来るよう、福祉避難所の指定を促
進する。

＜R4年末　250カ所＞
＜R4年以降　250カ所
＞

順調

（保健福祉政策課）
・市町村が行う福祉避難所の体制整備に対す
る補助や福祉避難所運営マニュアル作成指針
の新型コロナウイルス感染症対策編の作成等
により、市町村による福祉避難所の指定を促
進した。

（長寿いきがい課）
指導監査等の機会を捉え、高齢者施設に対し
て福祉避難所の役割と必要性を説明し、福祉
避難所指定の協力を依頼した。

（障がい福祉課）
・福祉避難所を施設整備の要件に加え、施設
等に対し補助を行うなど、福祉避難所の指定
促進に努めた。
・指導監査等の機会を捉え、障がい者施設等
に対して、指定可能な福祉避難所の把握に努
めた。

＜R4年度実績：250カ所＞

保健福祉政策課
長寿いきがい課
障がい福祉課

64

284 女性の視点に配慮した避難所運営の検討
　市町村への周知及び市町村版避難所運営マニュアルの作成の
支援を行う。

順調

（保健福祉政策課）
市町村に対し、「避難所運営マニュアル作成指
針」の周知、及び避難所における新型コロナウ
イルス感染症への対応について、周知に努め
た。

（男女参画・人権課）
内閣府が作成した「女性が力を発揮するこれ
からの地域防災～ノウハウ・活動事例集」につ
いて、市町村への周知を図った。

保健福祉政策課
男女参画・人権課

64

　２　新しい生活様式を取り入れた被災者支援対策

　　（１）避難所運営体制等の整備
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285 被災児童保育ボランティアの養成
　災害時に、避難所等において適切な保育が実施できるよう、子育
て支援者を対象とした研修会を開催し、保育ボランティアを養成す
る。

＜R2年度：130名　R3
年度：150名　R4年
度：170名（累計）＞

＜R2年度：130名　R3
年度：150名　R4年度
以降：170名（累計）＞

順調

発災時に避難所等での適切な保育等を
実施するため、メンタルヘルスやPTSD等
について、子育て支援者を対象に３日間
の講座を実施し、全期間参加した受講者
に修了証を交付するとともに、「とくしま安
心子育てサポーター」として新たに１3名を
登録した。

＜R4年度末実績：156名（累計）＞

こどもまんなか政策課 64

286 避難所の危険度判定体制の整備促進
　発災後、市町村において、地域の建築士等と連携し、避難所が
避難所として活用できるかどうかの危険度判定を迅速に実施でき
る体制づくりを促進する。

順調 関係団体と連携し、体制整備を進めた。 住宅課建築指導室 64

287 「拠点避難所」となる県立学校の機能強化
　一定の地域をカバー（支援）する「拠点避難所」の指定を推進する
とともに、「拠点避難所」となる県立学校等の整備を推進する。

＜H27:36校→H30年
度までに県立学校45
校（全校）の整備＞

達成 整備済 施設整備課 64

288 避難所の機能強化の促進
　市町村の避難所の確保及び南海トラフ巨大地震発災時における
ライフラインの途絶等を考慮した機能強化を促進する。

順調
「『とくしまゼロ作戦』県土強靱化推進事業」に
より、備蓄倉庫や備蓄品の整備等、避難所の
機能強化を促進した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

64

289 避難所等の通信機能強化の推進
　避難住民等に対する情報伝達手段の確保を図るため、「避難所」
や「公園」及び防災拠点となる「庁舎」などに整備した公衆無線ＬＡ
Ｎのアクセスポイント等を運用する。

順調

避難所等の公共施設に整備した公衆無線LAN
アクセスポイントの運用を行い、不具合が発生
した場合には事業者と連携しながら適宜対応
を行った。
一部施設の既存システムを新たな民間システ
ムに移行し、未整備だった施設への新規導入
を行った。

デジタルとくしま推進課 64

290
新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた学
校における避難所運営支援計画の見直し

　避難所となる県立学校において、避難所運営を行う市町等に協
力し、新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた避難所運営を支
援するための計画の見直しを行う。

＜R3年度　学校防災
管理マニュアルの改
訂　　全学校で見直し
実施＞

達成

県教育委員会は令和３年度に「学校防災管理
マニュアル」を改訂し、新型コロナウイルス染症
対策に配慮した避難所運営のﾎﾟｲﾝトとなる取
組や対応方針を明記し、各学校に周知を行
い、学校避難所開設時の初動体制の整備を図
るための内容の見直しを行った。

体育健康安全課 65

291 災害時・避難所における感染予防対策の支援
　災害発生時の避難所において感染予防対策を支援する「とくしま
災害感染症専門チーム」メンバーの研修・訓練を定期的に行い、体
制の充実強化を図る。

＜メンバーの研修・訓
練等　１回以上／年
＞

達成 感染症対策課 65

292 避難所におけるペット動物の取扱いの検討
　避難所におけるペット動物の取扱いについて、避難所運営を行う
市町村等と検討を進める。

＜市町村地域防災計
画への「動物救済対
策」の記載　H27：8市
町→R2：24市町村＞

達成
全市町村で地域防災計画への「動物救済対
策」について記載された

動物愛護管理センター 65

293
被災を受けた動物救済策の充実（被災動物等
の救護体制整備の推進）

　動物愛護団体等関係機関と連携を図り、災害時におけるペット等
動物の救護体制を整備する。

順調

改定した災害時ペット対策ガイドラインを参考
に、災害時のペット対策について防災訓練を実
施した市町村へ愛護団体等と連携して参加し
た

動物愛護管理センター 65

294
被災を受けた動物救済策の充実（動物愛護管
理センターを活用した動物救済策の充実）

　動物愛護管理センター等において、収容期間の長期化に備えた
里親制度や餌の備蓄など、動物救済策の充実を図る。

順調
犬猫あわせて150頭分、7日間の備蓄を引き続
き実施した。

動物愛護管理センター 65

295
被災を受けた動物救済策の充実（マイクロチッ
プ装着による登録の普及推進）

　災害時に飼い主とペット動物を特定する手段として、マイクロチッ
プ装着による登録を関係機関と連携して、普及推進する。

＜マイクロチップ装着
登録頭数　H27：3,768
頭→R2：11,500頭＞

達成 動物愛護管理センター 65

ページ
番号

No.
取組

Ｒ４年度末
達成度

Ｒ４年度の取組内容 課室名

- 42 -
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296
被災を受けた動物救済策の充実(マイクロチッ
プ装着による登録の普及推進)

　県内で一般県民に販売、譲渡される犬猫のマイクロチップ装着の
推進を進める。

＜装着割合　R4：
85％＞

達成

法改正により令和4年6月から、販売事業者に
おいて販売する犬猫のマイクロチップ装着が義
務化された。動物愛護管理センターからの譲
渡動物にはマイクロチップを装着して譲渡して
いる。

動物愛護管理センター 65

297 災害時栄養・食生活支援対策の支援

　「徳島県災害時栄養・食生活支援マニュアル」を活用し、避難者
が健康状態を維持するために必要な栄養を確保できるよう、「とくし
ま災害栄養チーム」の充実・強化を図るとともに、関係機関と連携
した体制づくりを推進する。

順調

「とくしま災害栄養チーム」連携会議を開催し、
「徳島県における備蓄の状況」や、「厚生労働
省が発表している食料備蓄量算出のための
シュミレーター」について情報を提供。また、各
メンバーの平時からの災害対策に関する取組
状況について情報共有と意見交換を実施。

健康づくり課 66

298 避難所における「ほしい物リスト」の運用促進

　アマゾンの「ほしい物リスト」を活用し、インタ－ネット上で避難所
が個別に希望する「必要な物資」を、全国の支援者に支援物資とし
て購入して貰い、公的な支援物資では補うことが難しい細かいニ－
ズに対応する。

順調
「ほしい物リスト」の運用や活用方法等につい
て、関係団体と協議を行った。

とくしまゼロ作戦課 66

299 市町村の広域的な支援体制構築の促進
　大規模災害の発生による避難者の受入、備蓄、仮設住宅の用地
の確保など、市町村をまたがる広域的な支援体制の構築を促進す
る。

順調
「徳島県災害時相互応援連絡協議会」を開催
する中で、広域的な支援体制の構築につき、
説明し協力を求めた。

とくしまゼロ作戦課 66

300 非構造部材の安全対策の促進
　天井の落下防止など、避難所の非構造部材の安全対策を促進
する。

順調
「『とくしまゼロ作戦』県土強靱化推進事業」に
より、避難所の非構造部材の耐震化の支援を
行った。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

66

301
避難所開設における新型コロナ感染症対策の
推進

　避難所開設における新型コロナウイルス感染症対策を強化する
ため、市町村が行う必要な物資・資機材の整備等を支援するとも
に、通常の災害発生時よりも多くの避難所の確保等に取り組む。

＜R2：「避難所開設に
おける新型コロナウイ
ルス感染症対策対応
方針」の策定＞
＜R2：対応方針に基
づく検討要領（基準）
の作成＞

達成 とくしまゼロ作戦課 66

302
避難所開設における新型コロナ感染症対策の
推進

　「大規模災害」と「新型コロナ」との複合災害に備えるため、サブ
避難所の確保やホテル・旅館の活用等「分散避難」を推進するとと
もに、避難所・福祉避難所の３密を回避するため、段ボールベッド
やパーティション等の資機材を整備するなど、市町村と連携し、避
難所における感染症対策を推進する。また、災害時の「車避難（車
中泊）」の在り方について検討し、「分散避難」に繋げる。

＜サブ避難所の確保
に着手した市町村数
（累計）　R3：19市町
村＞
＜「災害時の『車避難
（車中泊）』対応方針
（仮称）」　R3：策定＞

達成

サブ避難所の確保や、ホテル・旅館の活用等、
分散避難を推進するとともに、エコノミークラス
症候群の予防など、車中泊のリスク等にを配
慮した対策を講じるよう、災害時の「車中泊」ガ
イドラインを策定した。

とくしまゼロ作戦課 66

303 避難所運営における感染症対策の推進

　市町村が行う避難所の感染症対策の周知及び市町村版避難所
運営マニュアル作成の支援を行うとともに、災害発生時の避難所
において感染予防対策が取られるよう関係機関等と連携した体制
づくりを推進する。

順調

市町村に対し、「避難所運営マニュアル作成指
針」の周知、及び避難所における新型コロナウ
イルス感染症への対応について、周知に努め
た。

保健福祉政策課 66

304 福祉避難所における感染症対策の推進
　市町村が行う福祉避難所の感染症対策に必要な資機材の整備
等を支援し、福祉避難所の感染症対策を推進する。

順調

R2年に福祉避難所運営マニュアル作成指針の
「新型コロナウイルス感染症対策編」を作成し、
感染症対策を講じた市町村や社会福祉施設向
けの研修会を開催。また、市町村に対し、福祉
避難所の感染症対策に必要な資機材等の購
入支援を行った。

保健福祉政策課 67

305
「災害救助犬」、「セラピー犬・ふれあい活動
犬」の育成スキルアップ

　大規模災害発生に備えて、動物愛護管理センターに収容される
犬の中から、人命救助や行方不明者の捜索活動などを行う「災害
救助犬」や、避難所や病院等を訪問し心のケアを行う「セラピー
犬」、動物とのふれあい方や命の大切さを学ぶ「ふれあい活動犬」
を育成し、「災害救助犬」については、技能の維持・向上のための
訓練の継続、「セラピー犬・ふれあい活動犬」については、ふれあ
い活動の実践によるスキルアップを支援する。

順調

災害救助犬について、技能の維持や向上のた
めの訓練を継続しながら、あらゆる防災訓練に
参加し、活躍の場を広めている。
ふれあい活動犬については、認定頭数も増
え、イベントへの参加を呼びかけ参加してもらう
ことで、スキルアップの場を支援している。

動物愛護管理センター 67
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306 家庭や地域における備蓄の啓発・促進
　各家庭における３日分程度の生活必需品の備蓄や、地域におけ
る毛布・食糧等の備蓄の必要性を啓発・促進する。

順調
防災出前講座や、快適避難所運営訓練等を通
じて、生活必需品等の備蓄の必要性について
啓発を実施している。

防災人材育成センター 68

307
津波一時避難場所等における物資備蓄の促
進

　市町村が地域住民と協働して取り組む、津波からの一時避難の
際に必要となる毛布や食糧等の備蓄を促進する。

順調
「『とくしまゼロ作戦』県土強靱化推進事業」に
より、避難場所に備蓄倉庫などの整備を支援
した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

68

308
食糧・生活必需品の確保のための協定締結の
推進

　食糧・生活必需品を確保するため、関係事業者・団体と生活必需
品等の調達に関する協定の締結を推進する。

順調

（商工労働観光部）
災害支援協定締結先の担当者と、物資供給依
頼・回答に関する訓練を実施するなど、実効性
を確保した。
（農林水産部）
協定締結先と「連絡責任者及び連絡副責任
者」の確認を適時実施し、実効性を確保した。

企業支援課
農林水産政策課
もうかるブランド推進課
もうかるブランド推進課次世
代農業室

68

309 救援物資等の備蓄・輸送体制の確立

　災害時物流体制確保マニュアルを策定し、国、県、市町村、県ト
ラック協会などが連携し、災害時における効率的な物流体制を確
保する。

＜H29：災害時物流体
制確保マニュアル策
定→　H30～　推進＞

＜H29：災害時物流体
制確保マニュアル策
定→　H30～　推進→
R5年度マニュアル改
定＞

順調
防災図上訓練において、救援物資要請・調達・
搬送に関する一連の流れを確認した。

とくしまゼロ作戦課 68

310 現物備蓄（ランニングストック）の確保
　県と市町村において定めた備蓄方針に基づき、県の役割分の現
物備蓄（ランニングストック）を確保する。

順調
｢南海トラフ地震等に対応した備蓄方針｣に基
づき、県の役割分の現物備蓄の確保と維持管
理を行った。

とくしまゼロ作戦課 68

311 再利用水（中間水）の活用の促進
　災害に備え、再利用水（雨水等、中間水）の活用方法について、
事例等を周知し、活用を促進する。

順調
防災出前講座などにより、再利用水の活用に
ついて周知・啓発に努めた。

防災人材育成センター 69

312
市町村の地域内輸送拠点の整備・機能強化
の促進

　市町村の地域内輸送拠点の整備・機能強化を支援する体制を構
築する。 順調

市町村に対し、災害時物流体制構築に必要な
情報の提供を行った。

とくしまゼロ作戦課 69

313 備蓄台帳（システム）の整備

　県及び市町村は、保管している物資について、品目、数量、保管
場所、荷姿、重量等を記載した台帳を作成し、県・市町村間で情報
共有する。

順調
各市町村が保管する物資について、台帳を作
成し県・市町村間で情報共有を行った。

とくしまゼロ作戦課 69
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314 ライフライン事業者との連携の促進
　「徳島県危機管理総合調整会議」を開催し、国・県・自衛隊・消
防・海保・日本赤十字・ライフライン事業者等と実状の課題につい
て、意見交換を行う。

＜年１回開催＞ ＜年１回開催＞ 順調

R4.6月に「徳島県危機管理総合調整会議」を
開催し、国・県・自衛隊・消防・海保・日本赤十
字・ライフライン事業者等と実状の課題につい
て、意見交換を実施した。

危機管理政策課 70

315 重要な下水管渠の地震対策の実施
　下水道管の破損等になる衛生面の悪化を防止するため重要な下
水管渠の耐震化を進める。

＜重要な下水管渠の
地震対策実施率　R4
までに78％＞

＜重要な下水管渠の
地震対策実施率　R5
までに78％＞

順調

耐震化が図れるよう、市町に協力を依頼し、交
付金の配分による支援を行った。

＜R4年度末実績（見込み）：78%＞

水・環境課 70

316 農業集落排水施設の機能強化対策の実施
　老朽化した集落排水施設への地震による被害を防止・軽減する
ため、施設の機能強化を進める。

＜農業集落排水処理
施設の（保全）機能強
化着手地区数（累計）
R4までに19地区＞

＜農業集落排水処理
施設の（保全）機能強
化着手地区数（累計）
R5までに24地区＞

順調

新たに３地区において、機能強化対策に着手
した。

＜R4年度末実績：22地区＞

水・環境課 70

317 ライフライン事業者との実践的な訓練の実施
　ライフライン事業者と南海トラフ巨大地震等大規模災害を想定し
た実践的な訓練を実施し、地域防災計画の実効性を検証する。

順調
総合防災訓練において地域防災計画の実効
性を検証した。

とくしまゼロ作戦課 70

318
沿岸市町におけるＬＰガス放出防止装置の設
置の促進

　LPガスボンベ転倒時の二次災害防止のため、ＬＰガス放出防止
装置の普及啓発を行い設置を促進する。

＜H22：56.2%→H29年
度までに沿岸市町に
おける普及率100%＞

＜H22：56.2%→H29年
度までに沿岸市町に
おける普及率100%＞

要努力

業界団体と連携し、放出防止装置の設置促進
に努めた。（令和３年４月製造分から高圧ホー
スの製造が「ガス放出防止型」に一本化された
ことで、今後、設置率の向上が見込まれる。）

 ＜R4年度実績：96.8％＞

消防保安課 70

319
水道事業体における「地震・防災対策」への支
援の実施

　「耐震化」・「応急対策行動計画」の推進に向けた講習会や給水
訓練を開催し､水道事業体への支援を図る。

＜１回開催／年＞ ＜１回開催／年＞ 順調

徳島県水道協会と共催で，「広域連携セミ
ナー」を３月に水道事業の広域化について対
面及びWebにより取組事例の紹介や意見交換
を実施した。

安全衛生課 71

320 「徳島県水道ビジョン（仮称）」の策定
　大規模災害に備えた「事前復興の構築」による水道事業の強靭
化を推進するため、本県における水道事業の将来像を明確にした
「徳島県水道ビジョン（仮称)」を策定する。

達成 安全衛生課 71

321 水道施設耐震化の促進

　災害時に必要な拠点となる病院や避難拠点など，人命の安全確
保を図るために，給水優先度が特に高い施設へ給水する管路につ
いて，優先的に耐震化を進め，確実に給水できる体制を目指す。

＜H25：26.0％、R4
（R2年度分）：35.0％
＞

＜H25：26.0％、R5：
35.0％＞

順調

水道施設の耐震化を促進するため，各水道事
業者に耐震化への取り組みへの協力を行うと
ともに，国に対して機会あるごとに予算の重点
配分などの要望を行った。

＜最新のR２年度実績32.4％＞

安全衛生課 71

322
水道応急対策の促進(水道応急対策に係る災
害援助協定締結の促進)

　関係団体と継続的な意見交換会を開催する。 ＜１回開催／年＞ ＜１回開催／年＞ 順調
書面による意見交換会を開催し、相互連携の
体制強化を図った。

安全衛生課 71

323
市町における「下水道業務継続計画（BCP）」
の策定の促進

　市町における下水道ＢＣＰの計画策定を促進するとともに、下水
道ＢＣＰのＰＤＣＡサイクルによる継続的な運用・改訂を実施する。

＜H27年度までに14
自治体で策定（全自
治体）→下水道ＢＣＰ
の策定率　Ｈ28：100%
＞

＜H27年度までに14
自治体で策定（全自
治体）→下水道ＢＣＰ
の策定率　Ｈ28：100%
＞

順調

下水道ＢＣＰのＰＤＣＡサイクルに基づき継続的
な運用・改定を行った。
市町の下水道ＢＣＰについても同様に見直しを
行うように要請した。

水・環境課 71

　　（３）ライフライン対策の推進

No.
取組

Ｒ４年度末
達成度

Ｒ４年度の取組内容 課室名
ページ
番号

- 45 -
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324
旧吉野川流域下水道における防災・減災対策
の推進

　旧吉野川流域下水道において、下水道ＢＣＰの継続的な運用・改
訂や津波対策など、ハード・ソフト両面の防災・減災対策を推進す
る。

順調
下水道ＢＣＰのＰＤＣＡサイクルに基づき継続的
な運用・改定を行った。

水・環境課 71

325 企業局関係施設の耐震化の推進
　大規模地震等の災害時においても，工業用水の安定供給を確保
するため，施設等の地震対策及び老朽化対策を計画的に推進す
る。

＜発電施設の耐震化
率　Ｈ27：74%→R4：
93%＞
＜工業用水道施設(管
路を除く)の耐震化率
Ｈ27：95%→Ｈ30：100%
＞
＜優先度ランクが高
い工業用水道管路(延
長8.4km)の整備率　Ｈ
27：17%→R4：100%＞
＜第２次管路更新計
画に基づく継続した耐
震化・老朽化対策
R4：事業化＞

達成

＜発電施設の耐震化率＞
・現計画にある設備の耐震化は達成済み
・進捗率=93%

＜優先度ランクが高い工業用水道管路(延長
8.4km)の整備率＞
吉野川北岸工業用水道における今切第一配
水支管の管接続を行うことにより、優先度ラン
クが高い管路の整備が完了した。
・進捗率=100%

＜第２次管路更新計画に基づく継続した耐震
化・老朽化対策＞
「幸野配水支管・辰巳配水支管」の耐震化に向
けた設計・測量業務を実施した。

経営企画戦略課 72

326 工業用水道における活断層地震に対する備え
　活断層直上の工業用水道管路について、被災時の早期復旧の
ため、資機材（工業用水管、継手など）を追加配備する。

達成 H29年度達成済み 経営企画戦略課 72

327 ライフライン施設の架設埋設状況の把握
　被災後の速やかな復旧のため、管理するライフライン施設の最新
の架設埋設状況を把握するとともに、必要に応じて資料のバック
アップや関係市町村との情報共有を図る。

順調

（安全衛生課）
水道事業に関する調査を実施した。

（企業支援課）
地下水送水設備について，管理委託している
企業局と情報共有を行い，架設埋設状況の確
認を行った。

（水・環境課）
ライフライン施設の架設埋設状況を把握すると
ともに、必要に応じて資料のバックアップや関
係市町村との情報共有を図った。

（経営企画戦略課）
・工業用水道管路更新工事に伴い、設備台
帳、管路台帳の見直しを実施した。
・地下埋設物について関係機関への情報提供
を随時実施した。

安全衛生課
企業支援課
水・環境課
経営企画戦略課

72
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328 ライフライン施設の復旧・復興
　管理するライフライン施設について、耐震化を進めるとともに、必
要に応じて民間事業者も考慮した復旧・復興計画の策定や災害対
応訓練を実施する。

順調

（安全衛生課）
重要管路の耐震化化調査を行い，国の補助金
等の活用について周知した。

（企業支援課）
地下水送水設備について，管理委託している
企業局と情報共有を行い，事前復興マニュア
ルの確認を行った。

（水・環境課）
ライフライン施設について、耐震化を進めるとと
もに、必要に応じて民間業者も考慮した復旧・
復興計画の策定や災害対応訓練を実施した。

（経営企画戦略課）
・事前復興マニュアルはR1年度に作成済み。
・工業用水道施設の災害対策について工業用
水道ユーザーへの説明会を実施した。

安全衛生課
企業支援課
水・環境課
経営企画戦略課

72

329 災害に強い工業用水道の整備

　発災時においても給水が継続できるよう、管路のダブルルート化
や他利水管からの受水口設置、防災備蓄倉庫の整備等の事前準
備を進めるとともに、民間事業者も交えた事前復興マニュアルに基
づく災害対応訓練を実施する。

達成

（企業支援課）
地下水送水設備について，管理委託している
企業局と情報共有を行い，設備の更新計画を
確認した。

（経営企画戦略課）
・工業用水の代替用水確保のための他利水管
からの受水口設置はR3年度に完了済み。
・「幸野配水支管・辰巳配水支管」の耐震化（ダ
ブルルート化）に向けた設計・測量業務を実施
した。
・防災備蓄倉庫に応急復旧資材を保管し、バッ
クアップ体制の整備を実施した。
・関係機関と連携した災害対応訓練を実施し
た。

企業支援課
経営企画戦略課

72
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330 市町村災害廃棄物処理計画の推進
　大規模災害に対応した市町村災害廃棄物処理計画を推進し、訓
練や研修などを通じて、災害廃棄物の適正処理を促進する。

＜H28年度までに全
市町村で策定＞

＜H28年度までに全
市町村で策定＞

順調

Ｈ30年度に全市町村で策定が完了した「市町
村災害廃棄物処理計画」をより実効性の高い
ものとしていくため、市町村職員を対象とした
訓練等を行い、職員のスキルアップを支援する
取組を行った。

環境指導課 73

331 県災害廃棄物処理計画の推進
　県災害廃棄物処理計画を推進し、訓練や研修などを通じて、国
や市町村を含めた災害廃棄物の広域処理体制を確保する。

＜R3　県処理計画改
定＞

＜R3　県処理計画改
定＞

順調

令和３年度に改定した「徳島県災害廃棄物処
理計画」をより実効性の高いものとしていくた
め、県及び市町村職員を対象とした訓練等を
行い、職員のスキルアップを支援する取組を
行った。

環境指導課 73

332
徳島県環境整備公社が策定した事業継続計
画の推進

　（一財）徳島県環境整備公社が策定した事業継続計画の適切な
運用を推進する。

順調
徳島県環境整備公社と密に連携を行い，適正
な運用に努めた。

環境指導課 73

333
被災建築物解体マニュアル（アスベスト対策）
の作成・指導

　被災建築物の解体時にアスベストの飛散を防止するため、マニュ
アルを作成し、業者へ指導を行う。

順調

（環境管理課）
各建設事業者に対し改正大気汚染防止法の
内容も踏まえた情報提供を行うとともに、改正
大気汚染防止法の説明会の講師を派遣した。
また、マニュアルについて各関係機関に周知を
行った。

（建設管理課）
アスベスト関連に関する通知を行うとともに、マ
ニュアルについて関係部局及び事業者へ周知
を行った。

環境管理課
建設管理課

73

334 衛生・防疫体制の充実・強化
　災害時における感染症の発生の予防、拡大を防ぐために策定し
たマニュアルに基づき、衛生防疫体制の充実強化を図る。

順調

（感染症疾対策課）
感染症対策のための防疫用資機材の補充及
び整備を行った。

（薬務課）
感染症対策のための防疫用薬剤・資機材の更
新を行った。

薬務課
感染症対策課

73

335
災害時・避難所における感染予防対策の支援
(再掲)

　災害発生時の避難所において感染予防対策を支援する「とくしま
災害感染症専門チーム」メンバーの　研修・訓練を定期的に行い、
体制の充実強化を図る。

＜メンバーの研修・訓
練等　１回以上／年
＞

達成 感染症対策課 74

336 衛生・防疫用資機材の整備
　県・市町村の防疫用資機材の保有状況を把握し、塩化ベンザル
コニウムなどの必要な資機材を整備する。

順調
感染症対策のための防疫用資機材の補充及
び整備を行った。

感染症対策課 74

　　（４）生活環境対策の促進
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337 遺体の身元確認等の体制づくりの推進
　医師会や歯科医師会等関係機関と連携し、合同災害時遺体対応
訓練を行うとともに、多数遺体の検視・検案・身元確認等に要する
体制づくりを推進し、検視能力の向上を図る。

順調

令和4年度徳島県「警察・医師会・歯科医師会」
合同災害時遺体対応訓練を実施したほか、徳
島県「警察・医師会、歯科医師会」連絡協議会
を開催した。

県警本部捜査第一課 74

338 遺体の検視用資機材の整備
　不幸にも命を落とした被災者の尊厳に配慮した収容・検視を行う
ため、検視用資機材の整備を図る。

順調

平成27年度からの5か年計画により、検視用資
機材の整備を図り、順次配備してきた。令和2
年度以降は整備充実計画として、更なる資機
材の充実を図っている。

県警本部捜査第一課 74

339 徳島県災害時快適トイレ計画の推進
　徳島県災害時快適トイレ計画及び同「アクションプラン」に基づ
き、トイレの確保や環境改善に関する施策を推進する。

順調

「徳島県災害時快適トイレ計画」に基づき、各
部局の施策について取り組みを推進した。
また、R4年6月に「徳島県避難所快適トイレ・実
践マニュアル」を策定し、市町村への周知及び
マニュアルに基づいた訓練を実施するなど、継
続して市町村のトイレ対策を支援した。

とくしまゼロ作戦課 74

340 市町村のトイレ対策に係る総合窓口の設置率

　市町村が、災害時のトイレに関する様々な問題に組織的に対応
できる体制を構築するため、危機管理、上下水道、環境衛生、保健
衛生、ライフラインなど、多岐にわたる総合調整を行う担当窓口の
設置を促進する。

達成

R4年6月に「徳島県避難所快適トイレ・実践マ
ニュアル」を策定し、市町村への周知及びマ
ニュアルに基づいた訓練を実施するなど、継続
して市町村のトイレ対策を支援した。

とくしまゼロ作戦課 74

341 市町村のトイレ確保・管理計画の策定
　地域の状況を考慮し、避難所ごとの被害状況の想定を踏まえた、
市町村ごとの「災害時のトイレの確保・管理計画」の作成を促進す
る。

達成

R4年6月に「徳島県避難所快適トイレ・実践マ
ニュアル」を策定し、市町村への周知及びマ
ニュアルに基づいた訓練を実施するなど、継続
して市町村のトイレ対策を支援した。

とくしまゼロ作戦課 74
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342 被災宅地危険度判定士の確保
　被災宅地危険度判定士の養成などにより確保する。また、県外
からの判定士を円滑に受け入れられる体制を充実する。

＜被災宅地危険度判
定士（確保人数）：
H22：353人→610人以
上を維持＞

＜被災宅地危険度判
定士（確保人数）：
H22：353人→610人以
上を維持＞

順調
R4年度は、被災宅地危険度判定士を622人確
保した。

都市計画課 75

343 「応急危険度判定実施マニュアル」の作成
　発災時に、被災建築物応急危険度判定士等が円滑な危険度判
定を実施できるよう、市町村や県建築士会等と連携し、具体的な手
続きを定める「応急危険度判定実施マニュアル」を作成する。

順調
先進県の事例を参考に、熊本県や鳥取県中部
地震で得た知見を基に、関係団体と連携し作
成したマニュアルの周知を図った。

住宅課建築指導室 75

344 応急仮設住宅建設の適地選定

　県が行った南海トラフ巨大地震等の被害想定等を踏まえ、速や
かに応急仮設住宅が提供できるよう各市町村における応急仮設住
宅建設候補地について、利便性や安全性を考慮し、適地選定リス
トの見直しを行う。

順調
応急仮設住宅建設候補地リストの時点修正を
行うとともに、建築専門家による候補地の現地
調査を行った。

都市計画課 75

345
応急仮設住宅の建設及び運用に係るマニュア
ルの周知

　被災市町村において、迅速に応急仮設住宅を建設し、円滑な入
居等運用が行えるよう、市町村や協力団体等の役割や手順等を整
理したマニュアルの市町村への周知を図る。

＜H25年度に策定＞ ＜H25年度に策定＞ 順調
市町村や関係団体に対しマニュアルの周知を
図った。

とくしまゼロ作戦課
住宅課建築指導室

75

346
損害保険協会等との連携による地震保険の周
知・啓発

　地震保険等への加入を促進するため、防災フェスタに相談ブース
を設置するなど、損害保険協会等と連携し、地震保険の周知・啓発
を図る。

順調
防災出前講座や防災フェスタ等において、自
然災害に備える損害保険をテーマに周知･啓
発を図った。

防災人材育成センター 75

347
「災害時保健衛生活動マニュアル」の普及啓
発

　災害時における保健衛生活動の指針となる「災害時保健衛生活
動マニュアル」について、研修等を通じ、市町村や関係機関への周
知に取り組む。

順調

災害時保健師活動研修会や徳島県災害看護
研修会等の機会を通して、災害時における保
健衛生活動について、市町村や関係機関へ周
知した。

保健福祉政策課
健康づくり課

76

348
学校教育活動の早期再開に向けた計画の検
討

　県立学校における大規模災害時の教育活動再開計画の見直し
を推進する。

順調

県立学校については、全ての学校で作成済み
であるが、県教育委員会は「学校防災管理マ
ニュアル」を改訂し、早期の学校再開に向けた
オンライン教育等ＩＣＴの活用について周知し、
各学校における計画内容の見直しを行った。

体育健康安全課 76

349
被災児童生徒等（震災孤児等）に対する就学
支援対策の検討

　被災児童生徒等が、希望を持って就学できるような経済的環境
の支援や迅速な学用品等の供与など、就学支援対策を検討する。

順調

今年度、被災児童生徒等に対する就学支援事
業の対象者はいなかったが、本県が被災地と
なった場合の学用品や教科書の調達など、就
学支援対策の検討を行った。

学校教育課 76

350
被災児童生徒等に対する心身両面からの支
援体制の構築

　被災児童生徒等の心身ともに健康な学校生活が送れるよう、支
援体制の構築を図る。

順調

緊急時にスクールカウンセラーをより迅速に配
置できるよう，緊急派遣チームを組織し，児童
生徒等の心のケアに適切に対応するための支
援体制の構築に取り組んだ。また，連絡協議
会等を開催し，緊急時における対応について，
情報共有を図り，教育委員会や学校との連携
体制の充実強化に取り組んだ。

人権教育課 76

351
特別な支援を要する児童生徒に対する支援体
制の推進

　特別な支援を要する児童生徒等に対する支援体制を構築すると
ともに、研修等を通して対応する教員等の人材育成を図る。また、
地域と連携した防災学習や訓練等を実施し、特別支援学校におけ
る地域と協働の防災体制づくりを推進する。

順調

全ての特別支援学校では、各校の実態に合わ
せた「緊急対応マニュアル」を作成し、障がい
のある幼児児童生徒の安全面を最優先し、地
域の方と協働した避難訓練等を実施した。

特別支援教育課 76

　　（５）住宅確保・生活再建支援対策の推進
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

352
被災者生活再建支援制度の充実に関する要
望

　被災者生活再建支援制度について、支給対象の拡大や被害認
定方法の簡素化などを国に要望し、制度の充実を働きかける。

順調
市町村担当者会議において、支援制度につい
て説明を実施した。

とくしまゼロ作戦課 76

353
被災者生活再建支援制度に関する研修の実
施

　被災者の早期の生活再建を支援するため、県や市町村におい
て、被災者生活再建支援金の支給事務が適切かつ速やかに行う
ことができるよう研修等を実施し、支援制度の理解を深める。

順調
早急な被災者支援実施に向け、各市町村担当
者会議を開催し、支援内容等の確認を実施し
た。

とくしまゼロ作戦課 76

354 住家被害認定調査職員の養成
　大規模災害発生時に住家被害認定を行える人材を養成するた
め、県・市町村の税務職員等に対し、研修を実施することで調査員
を養成し、名簿を作成する。

＜住家被害認定調査
員登録者　R4：400人
を維持＞

＜住家被害認定調査
員登録者　R5：400人
を維持＞

順調

市町村職員対象に、7月に風水害編、11月に
地震編として住家被害認定研修を実施した。

＜Ｒ４実績　580人＞

とくしまゼロ作戦課 77

355
大規模災害時資金安定供給連携協議会の開
催

　関係機関が連携して円滑な資金供給を行うため，大規模災害時
資金安定供給連携協議会を開催する。

＜毎年度開催＞ ＜毎年度開催＞ 順調
大規模災害時資金安定供給連携協議会を２回
開催した。

出納局会計課 77

356
「ＡＩ資金コンシェルジュ」を活用した資金供給
体制の構築

　「大規模災害時資金安定供給連携協議会」が主体となり、災害時
の相談にＷＥＢ上で２４時間対応する「ＡＩ資金コンシェルジュ」を実
装し、関係機関が連携した資金供給体制を構築する。

＜「AI資金コンシェル
ジュ」の精度向上（年
１回以上）＞
＜定期的な資金安定
供給訓練の実施（年２
回以上）＞

＜「AI資金コンシェル
ジュ」の精度向上（年
１回以上）＞
＜定期的な資金安定
供給訓練の実施（年２
回以上）＞

順調
AI資金コンシェルジュのカテゴリを見直し精度
向上に努めるとともに、資金安定供給訓練を２
回実施した。

出納局会計課 77

357
災害ケースマネジメント導入に向けた情報収
集

　災害ケースマネジメント導入に向け、「災害ケースマネジメント構
想会議」に参加するとともに、先進地事例を収集する。

順調
「災害ケースマネジメント構想会議」における全
国のＮＰＯ等との情報交換、先進地視察を実施
した。

とくしまゼロ作戦課
関係各課

77

358
災害ケースマネジメント実施に向けた協議会
の設置・運営

　災害ケースマネジメント実施に向け、関係機関による協議会を設
置するとともに、支援する側の「連携のあり方」や「支援体制」につ
いて検討する。

順調
令和５年３月に官民連携被災者支援推進ネッ
トワーク会議を設置した。

とくしまゼロ作戦課
関係各課

77

359
災害ケースマネジメントに係る支援ネットワー
クの構築

　復興に向けた支援体制構築のため、行政、社会福祉協議会、ボ
ランティア団体等の福祉を中心とした担当者による月１回のオンラ
イン情報共有会議や多様な主体が参加する研修会等を開催する。

順調
月1回「災害ボランティアプレ情報共有会議」を
開催し、被災に備え災害ボランティアの関係機
関と関係を構築している。

保健福祉政策課 77

360 民間団体等と連携した被災者の住宅確保

　徳島県居住支援協議会の参加団体である県内自治体と民間団
体が連携し、災害時における被災者の住宅確保について情報共有
していく。また、受皿となり得るセーフティネット住宅の登録を促進
する。

順調

徳島県居住支援協議会を開催し、災害時にお
ける被災者の住宅確保について情報共有を
行った。
また、受皿となり得るセーフティネット住宅の登
録を行った。

住宅課 77
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

361 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定の促進
　県内企業における災害時の事業継続計画（ＢＣＰ）について、大
学や商工団体等と連携した研修・指導や認証制度の運用等によ
り、策定を促進する。

＜企業ＢＣＰ認定企業
数　３社／年＞

＜企業ＢＣＰ認定企業
数　３社／年＞

順調

商工団体の相談支援体制（徳島経済産業会館
内にある「とくしまＢＣＰ支援センター」）を充実
させるとともに、より一層の連携のもと、ＢＣＰ
策定相談や防災対策のための融資制度の紹
介などを行った。
また、「徳島県企業ＢＣＰ認定制度」について、
引き続き制度の運用を行い、令和４年度に４企
業を認定した。

商工政策課 78

362 建設業ＢＣＰ（事業継続計画）の策定の促進
　建設企業が地域防災の担い手として県民の期待に応えられるよ
う、「建設業ＢＣＰ認定制度」を推進し、建設企業のBCP策定を支援
する。

達成
県内建設企業の建設業ＢＣＰの策定支援及び
実効性向上を目的とした「ＢＣＰ実行力向上研
修」を令和４年８月に開催。

建設管理課 78

363 建設業ＢＣＰ（事業継続計画）の推進
　建設企業が地域防災の担い手として県民の期待に応えられるよ
う、「建設業ＢＣＰ認定制度」を推進するとともに、策定されたＢＣＰ
の実行性向上を図る。

＜建設業ＢＣＰ実行力
向上研修受講企業数
R3～R4年度累計：60
社＞

＜建設業ＢＣＰ実行力
向上研修受講企業数
R3～R5年度累計：90
社＞

順調
県内建設企業の建設業ＢＣＰの策定支援及び
実効性向上を目的とした「ＢＣＰ実行力向上研
修」を令和４年８月に開催。

建設管理課 78

364 港湾ＢＣＰ（事業継続計画）の推進（再掲）
　大規模災害時に、「救援物資の海上輸送」等の優先業務を継続
させ、物流機能を早期に回復できるよう、「港湾ＢＣＰ」の策定を推
進するとともに、継続して検証・見直しを行う。

＜港湾ＢＣＰを策定し
た防災拠点港数（累
計）　Ｈ27：2港→Ｈ29：
3港＞
＜継続して港湾ＢＣＰ
の改善を図る。＞

＜港湾ＢＣＰを策定し
た防災拠点港数（累
計）　Ｈ27：2港→Ｈ29：
3港＞
＜継続して港湾ＢＣＰ
の改善を図る。＞

順調
港湾ＢＣＰを拡充すべく、改定作業に取り組ん
でいる。

運輸政策課 78

365 企業連絡会等の活用による啓発の実施
　県営工業団地における企業連絡会等の活用や、自然災害に対
する情報提供等、防災力を高めるための啓発を行う。

順調
工業用水利水協議会を通じ、企業に対し、自
然災害の発生のおそれのある場合に、情報提
供と防災力を高めるための啓発を行った。

企業支援課 78

366 企業防災力の向上への啓発の実施
　企業防災に関する情報提供等により、県内企業の防災力向上の
ための啓発を行う。

順調

県内企業と、南海トラフ巨大地震等が発生した
場合の生産体制や連絡体制について協議・検
討すると共に、防災力向上のための啓発を
行った。

企業支援課 79

367 各種商工団体を通じての防災情報の提供
　各種商工団体における講習会等を通じて、企業に防災情報を提
供する。

順調
各種商工団体における講習会等を通じて、企
業に防災情報を提供した。

商工政策課 79

368 企業の地震対策への融資制度の周知
　中小企業による地震対策に係る設備投資を促進するため創設し
た、長期・低利の地震防災対策資金について、利用促進に向けた
周知を行う。

＜融資件数　H22：２
件→R2：融資件数50
件＞

＜融資件数　H22：２
件→R5：融資件数50
件＞

要努力

引き続き融資利率及び保証料率の引き下げ措
置の継続や企業等への周知等により、利用拡
大への取組を進めた。

＜R4年度実績：39件(累計)＞

企業支援課 79

369 被災企業の災害対策資金制度の周知
　県内中小企業が被災した場合の融資制度の周知や各種情報を
提供する。

順調
引き続き、ホームページ及びパンフレット等に
より周知を行った。

企業支援課 79
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370
各企業による支援可能情報等を集約化した
データベースの提供

　各商工団体における講習会等を通じて、各企業による支援可能
情報等を集約化したデータベース（災害支援ネットワーク）を提供
する。

順調
各商工団体における講習会等を通じて、各企
業による支援可能情報等を集約化したデータ
ベース（災害支援ネットワーク）を提供した。

商工政策課 79

371
企業と自主防災組織等地域の連携強化の推
進

　企業や事業所に対して、災害時を想定し、平常時から自主防災
組織や町内会等と「地域の一員」として、相互に助け合う連携強化
の必要性についての啓発を推進する。

順調
徳島県自主防災組織交流大会を開催し、知事
表彰を受賞した自主防災組織の取り組みを紹
介した。

とくしまゼロ作戦課
防災人材育成センター

79

372 率先避難企業の促進
　発災時に、企業が中心となり率先して避難行動をとることで、周
囲の方々に避難を促す行動への検証や意識づけを積極的に展開
する。

順調
発災時に、企業が中心となり率先して避難行
動を行うことで、周囲の方々に避難を促す行動
への検証や意識付けを、積極的に展開した。

商工政策課 79

373
高圧ガス・火薬類災害予防のための自主保安
体制の充実

　各事業所における、地震災害時の対応計画等の策定を指導す
る。

順調
関係団体とも連携し、立入検査等のあらゆる機
会を通じて、対応計画等の策定につき指導を
行った。

消防保安課 80

374
企業の災害時・事故時の有害化学物質対策
の推進

　大規模事業所等を中心に進められている化学物質の漏洩防止
や危機管理体制の構築、地域とのリスク情報の共有体制を確認・
検証し、必要に応じて見直しを促す。

＜漏洩事故対応体制
及び災害時対策の確
認・指導　20件／年＞

達成

災害時等における有害化学物質による二次被
害の発生防止を目的に「化学物質の適正管理
に関する講演会」を開催した。
大規模事業所への立入時や設備変更協議時
に、災害・事故時の化学物質漏洩防止対策の
確認を行い、必要に応じて指導を行った。

＜R4年度実績：22 件＞

環境管理課 80

375 企業によるリスクコミュニケーションの推進
　化学物質のリスクについて、企業が行う地域住民との相互理解
や意思疎通を図る取り組み（リスクコミュニケーション）に対しての
指導・啓発を行う。

＜事業所に対する指
導・啓発20件／年＞

達成

一般住民を対象に「化学物質セミナー」を実施
し、化学物質のリスクに関して啓発を行った。

大規模事業所への立入時や設備変更協議時
に、企業が行う地域住民との相互理解や意思
疎通を図る取組について、啓発を行った。

＜R4年度実績：22件＞

環境管理課 80

376 毒物劇物適正管理の指導・啓発の実施
　毒物劇物の取扱・保管管理について指導啓発を行い、２次災害
防止を図る。

＜事業所の指導150
件／年＞

＜事業所の指導150
件／年＞

順調

事業所への実地立入を行い、毒物劇物の適正
な取扱・保管管理について監視・指導を実施し
た。

＜R4年度実績：170件＞

薬務課 80
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

377 農業版ＢＣＰ（業務継続計画）の策定
　巨大地震による津波災害に備えるため、実地訓練等を通じて「農
業版ＢＣＰ」の実効性向上を図る。

順調
地域協議会(各庁舎)において、「農業版BCP」
の実効性向上に取り組んだ。

農山漁村振興課
経営推進課

81

378 早期排水機能復旧体制の整備

　排水施設を管理している土地改良区等の統合整備を推進すると
ともに、排水機場の復旧に必要な資料のバックアップ等を行うこと
により、被災が想定される施設の迅速な復旧、復旧後の運転管理
も踏まえた体制整備を推進する。

＜事業所に対する指
導・啓発　20件／年＞

＜事業所に対する指
導・啓発　20件／年＞

順調
排水機場の復旧に必要な資料のバックアップ
に取り組んだ。〈指導・啓発　36件〉

農山漁村振興課 81

379
種苗の迅速な供給等、再生産が可能な体制
の整備

　南海トラフ巨大地震等大規模災害に備え、農林水産物の優良種
苗の確保や分散管理体制などの取り組みを推進する。

達成
水稲原原種、阿波尾鶏原原種鶏卵、阿波とん
豚精液、ワカメ種苗等の優良種苗の確保や分
散管理等、体制整備を推進した。

もうかるブランド推進課
次世代農業室
畜産振興課
経営推進課

81

380
漁村における「防災・減災力向上施策」に対す
る支援の実施

　「漁協版BCP」に位置づけられた漁業集落単位で、漁港や海上で
の避難行動のルールづくり、避難施設の整備、情報伝達体制の構
築などを柱とする「防災・減災力向上施策」に対する支援を実施す
る。

順調

発災時における船舶等との確実な通信機能を
確保する「海上防災通信ネットワーク」「海上避
難ガイドマップ」を活用し、大地震による津波発
生を想定した海上避難訓練等の実施に向けた
支援を行った。

水産振興課 81

381
漁村における津波避難施設の整備、生産施設
の耐震化等に対する支援（再掲）

　漁業集落単位で、漁港や海上での避難行動のルールづくり、「漁
協版ＢＣＰ」の策定、「漁村防災・減災力向上計画」に位置づけられ
た避難施設（避難路の段差解消、手すりの設置等）の整備や生産・
流通施設の耐震化等に対する支援を実施する。

順調
漁業関係団体におけるBCP策定について支援
を行い、「漁協版BCP」の策定を推進した。

水産振興課 81

382
農林水産業関係団体におけるＢＣＰ(事業継続
計画）策定の促進

　県内各地域における中核的な事業組織体である農業協同組合
等、農林水産業関係団体のＢＣＰ(事業継続計画）策定を促進す
る。

順調
事業継続計画策定中及び未着手の団体につ
いて、早期策定に向け指導した。

農林水産政策課
水産振興課
農山漁村振興課

82

383
復興用木材の安定供給・森林災害等の復旧
体制整備の推進

　応急仮設住宅の供給等に資する木材の安定供給や、森林災害
等の復旧作業に不可欠な先進林業機械等の整備を支援する。

順調
木材生産に不可欠な先進林業機械について、
7事業体に対し12台の導入を支援し、県産材の
増産、安定供給体制の確立を加速させた。

スマート林業課 82

384
被災農林水産業者の経営再建資金制度の周
知

　被災した県内農林水産業者が早期経営再建を図るための融資
制度の周知や各種情報を提供する。

順調
関係機関と連携し、様々な媒体を用いて資金
制度の周知を適時実施した。

農林水産政策課 82

385 漁業版BCPの推進
　災害発生後、漁業の早期再開を図るため、「漁業版ＢＣＰ」に基づ
き、事前対策を推進する。

順調

発災時における船舶等との確実な通信機能を
確保する「海上防災通信ネットワーク」「海上避
難ガイドマップ」を活用し、大地震による津波発
生を想定した海上避難訓練等の実施に向けた
支援を行った。

水産振興課 82

　　（２）農林水産業における防災対策の推進
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

386 次世代エコカーによる災害時の電力供給
　防災拠点や避難所への次世代エコカーによる電力供給の取組み
を拡大する。

＜H30年度までに全
市町村＞

＜H30年度までに全
市町村＞

順調

総合防災訓練をはじめ、各種行事や総合防災
訓練において、ＦＣＶからの外部給電デモを実
施し、非常時におけるエコカーの活用方法をＰ
Ｒした。

グリーン社会推進課
脱炭素推進室

83

387
イベントにおけるエコカーを活用した給電に関
する啓発活動の実施

　次世代エコカーの優れた蓄電・発電機能が災害時の非常用電源
として有効活用できることについて、広く県民の理解を深め、普及
拡大につなげるため、積極的な取組みの推進を図る。

＜イベントにおけるエ
コカーを活用した給電
に関する啓発活動の
実施数（累計）　R4：
40件＞

＜イベントにおけるエ
コカーを活用した給電
に関する啓発活動の
実施数（累計）　R4：
40件　R5:55件＞

順調

総合防災訓練をはじめ、各種行事や総合防災
訓練において、ＦＣＶからの外部給電デモを実
施し、非常時におけるエコカーの活用方法をＰ
Ｒした。

＜R4年度実績：11件（累計49件）＞

グリーン社会推進課
脱炭素推進室

83

388 自然エネルギーによる災害時の電力確保 　防災拠点や避難所へ太陽光パネルを設置する。
＜R1年度までに105
箇所＞

達成 計画していた太陽光パネルの設置完了
グリーン社会推進課
脱炭素推進室

83

389
「自立・分散型電源」導入支援による電力レジ
リエンスの向上

　地域防災力の向上を目指し、災害時の切り札となる自然エネル
ギーを活用した様々な「自立・分散型電源」導入支援事業を実施す
る

＜「自立・分散型電
源」導入に対する取組
支援（累計）　R4：15
件＞

＜「自立・分散型電
源」導入に対する取組
支援（累計）　R4：15
件　R5:20件＞

順調

ワンストップの相談により、「自立・分散型電
源」の導入を考えている個人や事業者の取組
を支援した。
＜R4年度実績：5件（累計15件）＞

グリーン社会推進課
脱炭素推進室

83

390
自然エネルギーによる農業水利施設等への電
源確保の検討

　自然エネルギーを利用し、農業施設の維持管理費の軽減を図る
とともに、災害による停電時に農業水利施設等への電力供給を行
うため、必要な調査を実施する。

達成
前年度聞き取り調査を基に、導入に関して意
欲の高い施設（6箇所）における年間発電量調
査及び導入可能性の検討を行った。

農山漁村振興課 83

　　（３）災害に強い「自立・分散型エネルギー社会」の構築
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

391 漁港施設の老朽化対策の推進
　漁港施設の機能の強化または回復を行うための老朽化対策に
着手する。

＜老朽化対策に着手
した漁港施設（岸壁
等）数（累計）　H25：2
箇所→R4：11箇所＞

＜老朽化対策に着手
した漁港施設（岸壁
等）数（累計）　H25：2
箇所→R5：11箇所＞

順調
11箇所において、漁港施設の老朽化対策に着
手した。

生産基盤課 84

392 漁港海岸保全施設の老朽化対策の推進
　漁港海岸保全施設の機能の強化または回復を行うための老朽
化対策に着手する。

＜老朽化対策計画に
着手した漁港海岸施
設数　H25：0箇所→
R2：11箇所＞

達成
全11箇所において、漁港海岸保全施設の老朽
化対策計画に着手した。

生産基盤課 84

393 道路施設の老朽化対策の推進
　道路施設の長寿命化計画に基づく計画的な修繕を実施し、効果
的な老朽化対策を推進する。

＜老朽化対策に着手
した道路施設（橋梁・
トンネル等）数 H25：
161施設→R4：407施
設着手＞

＜老朽化対策に着手
した道路施設（橋梁・
トンネル等）数 H25：
161施設→R5：603施
設着手＞

順調

橋梁、トンネル等の定期点検の診断結果に基
づき、老朽化する道路施設に対して、修繕に着
手。

＜R4年度実績：595施設＞

道路整備課 84

394 県営住宅の老朽化対策の推進
　県営住宅の老朽化に備え、必要な機能を維持しつつ、将来の改
良・更新コストを抑制するため、老朽化対策を推進する。

＜老朽化対策に着手
した県営住宅数（累
計）H27：17団地→
R4：28団地（Ｈ27年度
廃止の11団地を除く）
＞

＜老朽化対策に着手
した県営住宅数（累
計）H27：17団地→
R5：30団地（Ｈ27年度
廃止の11団地を除く）
＞

順調
新たに２団地の老朽化対策に着手した。

＜R4年度末実績：30団地(累計)＞
住宅課 84

395 長寿命化計画の策定 　公共施設の老朽化に備え、構造物の長寿命化計画を策定する。
＜H30年度に全ての
公共土木施設の長寿
命化計画策定＞

達成

長寿命化計画に基づくインフラ老朽化対策を
実施した。
＜全ての公共土木施設につき、H30末までに
長寿命化計画策定済＞

県土整備政策課 84

396
河川管理施設（排水機場等）の老朽化対策の
推進

　大規模で重要度の高い河川管理施設（27施設）の機能の強化ま
たは回復を行うための老朽化対策を推進する。

達成
河川管理施設の老朽化対策を推進した。

＜R4年度実績：27箇所＞
河川整備課 85

397
港湾施設の機能低下を防止することによる減
災対策の推進

　早期復興の一翼となるべく、港湾施設の機能低下を防止するた
め、長寿命化計画に基づいた計画的な老朽化対策を推進する。

＜老朽化対策に着手
した港湾施設（岸壁
等）数（累計）　H27：
14施設→R4：23施設
＞

＜老朽化対策に着手
した港湾施設（岸壁
等）数（累計）　H27：
14施設→R5：24施設
＞

順調 港湾施設の老朽化対策を推進した。 運輸政策課 85

398 県立学校施設の長寿命化対策の推進
　児童生徒が安全・安心に学ぶことができる教育環境を確保する
ため、「県立学校施設長寿命化計画」に基づき、県立学校施設を長
く賢く使えるよう計画的に整備する。

＜令和４年度までに
長寿命化対策に着手
した県立学校数30校
＞

＜令和４年度までに
長寿命化対策に着手
した県立学校数30校
＞

順調 R4年度までに32校着手済み 施設整備課 85
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

399
住宅・建築物の耐震化や減災化についての普
及啓発等の実施

　県民や建築物の所有者に対し、耐震化や減災化の意義を啓発す
るとともに、併せて各種支援制度を積極的に周知する。

順調

市町村や関係機関と連携した戸別訪問、耐震
講座、防災訓練などのイベントでの相談会の
実施や、相談所の設置、耐震シェルターの展
示などを行い、住宅の耐震化・減災化を促進し
た。

住宅課建築指導室 86

400
「徳島県住宅・建築物耐震化促進協議会」によ
る耐震化の促進

　県、市町村等で構成する「徳島県住宅・建築物耐震化促進協議
会」により、住宅等の耐震化施策を県内全域で積極的に展開し、耐
震化を促進する。

順調
R４年７月に協議会を開催したほか、事業を円
滑に遂行するための技術部会を定期的に開催
し、住宅・建築物の耐震化促進に取り組んだ。

とくしまゼロ作戦課
住宅課建築指導室

86

401 「耐震改修相談所」の充実

　（公社）徳島県建築士会内に常設（月曜～金曜）の木造住宅の耐
震相談窓口を、（一社）徳島県建築士事務所協会内に建築物耐震
相談所（月２回）を設置し、県民や工事施工者等からの相談に応じ
る。

＜耐震相談件数（累
計）　R4まで5,000件
＞

＜耐震相談件数（累
計）　R5まで6,000件)
＞

順調

（公社）徳島県建築士会内に常設の木造住宅
の耐震相談窓口を、（一社）徳島県建築士事務
所協会内に建築物耐震相談所を設置し、県民
や工事施工者等からの相談に応じた。

＜R4年度末実績：5,645件(累計)＞

住宅課建築指導室 86

402 優良な耐震事業所による耐震改修の促進
　耐震診断から耐震改修工事まで一貫して実施できる徳島ならで
はの優良な事業所を「耐震スーパーバイザー」として認定し、木造
住宅の耐震化を促進する。

＜H29（見込み）：5事
業所→　耐震スー
パーバイザー認定事
業所数（累計）　R2ま
で20事業所＞

達成

耐震スーパーバイザーをはじめ、耐震技術者
が木造住宅の耐震化を促進した。

＜R4年度末実績：28事業所(累計)＞

住宅課建築指導室 86

403
市町村や関係機関などと連携した「戸別訪問」
等の啓発の推進

　市町村や建築関係団体、福祉部局などど連携した「戸別訪問」、
「住民対象の耐震講座」、「相談会」を実施し、耐震診断・改修等の
実施や減災化への取組を積極的に促す。

＜H27：114,396戸（見
込み）→戸別訪問等
戸数（累計）R2まで
170,000戸＞

達成

市町村や関係団体と連携し、戸別訪問や耐震
講座、防災訓練などのイベントでの相談会の
実施や、相談所の設置、耐震シェルターの実
物展示などを行い住宅の耐震化を促進した。

＜R2年度末実績：170,903戸(累計)＞

住宅課建築指導室 87

404 耐震診断受診の促進
　市町村が実施する耐震診断に対して支援を行い、耐震診断の受
診を促進する。

＜県民ニーズに100％
対応＞

＜県民ニーズに100％
対応＞

順調

市町村や関係団体と連携し、耐震講座や防災
訓練などのイベントでの相談会の実施、相談
所の設置、耐震シェルターの実物展示などき
め細やかに周知、普及を行い耐震診断の受診
を促進した。
<R4年度実績：468戸＞

住宅課建築指導室 87

405 耐震改修実施の促進
　耐震性が不十分な木造住宅の所有者が、耐震改修と併せて実
施する火災予防対策に対し支援を行い、耐震改修の実施を促進す
る。

＜県民ニーズに100％
対応＞

＜県民ニーズに100％
対応＞

順調

市町村や関係団体と連携し、耐震講座や防災
訓練などのイベントでの相談会の実施、相談
所の設置、耐震シェルターの実物展示などき
め細やかに周知、普及を行い住宅の耐震化を
促進した。
<R4年度実績：177戸＞

住宅課建築指導室 87

406
リフォーム等と併せて実施する簡易耐震化の
促進

　'耐震化を促進するため、リフォーム等と併せて実施する簡易耐
震化工事等を支援する。

＜県民ニーズに100％
対応＞

達成 住宅課建築指導室 87

　　（１）木造住宅等の耐震化の促進

　２　地震に強いまちづくりの推進
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

407 耐震改修促進税制の周知・普及啓発
　耐震改修促進税制（所得税の税額控除及び固定資産税の減額
措置)について周知し、活用を促進する。

順調

耐震改修促進税制の周知を図るため、県HPで
の周知や戸別訪問により各家庭及び県庁舎・
市町村の耐震担当窓口でパンフレットを配布し
た。

住宅課建築指導室 87

408 木造住宅の建替えの際の耐震化支援
　耐震診断で、「倒壊する可能性がある」と判定された木造住宅の
建替えの際の「県から指定を受けた金融機関」における「優遇貸付
制度」について周知する。

順調

とくしま耐震建替応援ローン制度の周知を図る
ため、県HPでの周知や戸別訪問により各家庭
及び県庁舎・市町村の耐震担当窓口でパンフ
レットを配布した。

住宅課建築指導室 87

409 特定の民間建築物の耐震化の促進
　耐震改修促進法の改正により、新たに耐震診断・報告が義務づ
けられた特定の民間建築物がある全ての市町村に、補助制度の
創設・拡充を促す。

＜診断義務付け建築
物のある全ての市町
村での補助制度創設
Ｈ27：12市町→Ｈ28：
15市町＞

達成
関係市町に補助制度の創設・拡充を働きかけ
た結果、Ｈ28年度に目標達成された。

住宅課建築指導室 88

410
県産材を利用した「耐震シェルター」の普及推
進

　県産材を利用し、開発した耐震シェルターを関連団体と連携して
普及を図る。

順調

（スマート林業課）
既に６畳、８畳タイプの県産材耐震シェルター
が完成しており、実物展示など通じて普及啓発
に努めている。

（住宅課建築指導室）
「耐震シェルター設置支援事業」による支援
や、実物展示などを通じて普及啓発に努めた。
＜R４年度実績：131棟（累計）＞

スマート林業課
住宅課建築指導室

88

411 家具類の転倒防止対策の啓発の推進
　屋内での安全性を確保するため、県立防災センターでの固定金
具の展示や各種講習会等を開催し、家具類の転倒防止対策の普
及啓発を実施する。

順調
県立防災センターでの展示、ホ－ムペ－ジや
パンフレット、防災出前講座等を通じて、普及
啓発を行った。

防災人材育成センター 88

412
耐震性が不十分な木造住宅の耐震化や減災
化の促進

　木造住宅の耐震化や減災化を促進するために、耐震診断で耐震
性が不十分と判定されたものの改修工事に至っていない住宅を対
象に、フォローアップを実施し、相談対応や補助事業の周知を通し
て改修工事等へつなげる。

＜フォローアップ実施
戸数（累計）　R4まで
17,000戸＞

＜フォローアップ実施
戸数（累計）R5まで
40,000戸＞

順調

市町村や関係団体と連携し、耐震講座や防災
訓練などのイベントでの相談会の実施、相談
所の設置、耐震シェルターの実物展示などき
め細やかに周知、普及を行い住宅の耐震化を
促進した。

＜R4年度末実績：31,039戸＞

住宅課建築指導室 88

413
耐震性が不十分な住宅・建築物の耐震化や減
災化の促進

　住宅・建築物の耐震化や減災化についての普及啓発等を実施
し、耐震化等の促進を図る。

＜耐震相談件数(累
計）R2年度までに
4,300件＞

達成

（公社）徳島県建築士会内に常設の木造住宅
の耐震相談窓口を、（一社）徳島県建築士事務
所協会内に建築物耐震相談所を設置し、県民
や工事施工者等からの相談に応じた。

＜R2年度末実績：4,682件(累計)＞

住宅課建築指導室 88

414
耐震性が不十分な住宅・建築物の耐震化や減
災化の促進

　市町村や関係団体と連携し、防災訓練などのイベントで相談会を
実施し、きめ細やかに普及啓発を行い住宅の耐震化等を促進す
る。

＜各種イベント等での
耐震無料相談会の開
催回数　25回以上／
年＞

＜各種イベント等での
耐震無料相談会の開
催回数　R4まで：25回
以上／年　R5：30回
以上／年＞

順調
計画的に耐震無料相談会を開催した。

＜R4年度末実績：32回＞
住宅課建築指導室 88

415 住宅の耐震化や減災化の促進
　大規模地震発生時の建物被害による死者ゼロを目指すため、世
帯の状況に応じたきめ細やかな啓発活動や人材育成に努めるとと
もに、県及び市町村で実施している支援の充実を図る。

順調

市町村や関係機関と連携した戸別訪問、耐震
講座、防災訓練などのイベントでの相談会の
実施や、相談所の設置、耐震シェルターの展
示などを行い、住宅の耐震化と減災化を促進
した。

住宅課建築指導室 88

No.
取組

Ｒ４年度末
達成度

Ｒ４年度の取組内容 課室名
ページ
番号

- 58 -
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416 防災拠点等となる県有施設の耐震化の推進
　防災拠点となる庁舎や、多数の県民が利用する県有施設につい
て、全ての施設の耐震化を計画的に推進する。

＜H22：72.2％→H30
年度までに防災拠点
等となる県有施設の
耐震化率100%に向け
て推進＞

＜H22：72.2％→H30
年度までに防災拠点
等となる県有施設の
耐震化率100%に向け
て推進＞

要努力

未耐震施設の管理者に対し、改善見通しを確
認するなどして状況の改善に努めた。

＜R5.4.1時点：99.8％ 495棟/496棟＞

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

89

417 県立学校施設の耐震化の推進
　災害時に多数の児童・生徒の安全を確保することや、被災者の
避難所等となることから、前期に重点をおいた取り組みを行い、全
ての県立学校施設の耐震化を計画的に推進する。

＜H27:96%→H30年度
までに県立学校施設
の耐震化率100%＞

達成 H30年度達成済 施設整備課 89

418
防災拠点等となる市町村公共施設の耐震化
の促進

　市町村災害対策本部となる本庁舎等、緊急性の高い市町村公共
施設の耐震化を促進する。

順調
公共施設の耐震化に活用できる制度の紹介等
により、市町村の耐震化を促進した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

89

419
市町村公共施設耐震化促進支援センターによ
る耐震化の促進

　「市町村公共施設耐震化促進支援センター」を設置し、市町村の
公共施設の耐震診断・改修等の技術的支援を行い、耐震化を促進
する。

＜市町村が実施する
公共施設の耐震化の
促進を支援する。
　（年度毎に市町村か
ら依頼を受けた公共
施設に対する支援を
実施する。）＞

＜市町村が実施する
公共施設の耐震化の
促進を支援する。
　（年度毎に市町村か
ら依頼を受けた公共
施設に対する支援を
実施する。）＞

順調

市町村が実施する公共施設の耐震化の促進
を支援した。

＜R4実績：板野町　耐震設計（5棟）＞

営繕課 89

420 社会福祉施設の耐震化の促進
　入所者の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化を促進す
る。

＜耐震化促進　H28
～R3年度　推進　R4
年度　93.5%を耐震化
＞

＜耐震化促進　H28
～R4年度　推進　R5
年度　95.4%を耐震化
＞

順調

（国保・地域共生課）
指導監査等の機会を通じて、施設管理者等に
対し、耐震診断や耐震改修に取り組むよう指
導、助言を行った。

（長寿いきがい課）
耐震化のフォローアップ調査を実施した。

（障がい福祉課）
耐震化のフォローアップ調査を実施した。

（こどもまんなか政策課、こども家庭支援課）
引き続き、入所者の安全を確保するため、社会
福祉施設の耐震化を促進した。

＜R4年度実績：95.1％＞

国保・地域共生課
長寿いきがい課
障がい福祉課
こどもまんなか政策課
こども家庭支援課

89

421 文化財の耐震化の促進
　「文化財災害対応マニュアル」により、市町村・所有者等に文化
財の耐震化についての意識向上を図る。
　また、文化財巡視により、所有者等への注意喚起を図る。

達成

近年の災害の状況を踏まえ、「文化財災害対
応マニュアル」を改訂し、市町村等に配布する
など周知啓発を図るとともに、文化財巡視員が
県内全域で個別の文化財のパトロールを実施
し、所有者等に注意喚起を行った。

文化資源活用課 90

422 学校施設の耐震化の促進
　施設は、発災時の児童生徒の安全・安心の確保はもとより、地域
住民の避難所等となることから、全ての公立小中学校施設の耐震
化を促進する。

＜H30：99.4％→R４年
度までに公立小中学
校施設の耐震化率
100％＞

達成
Ｒ５年２月に，全ての公立小中学校施設の耐
震化が完了した。(1,010棟/1,010棟)

施設整備課 90

　　（２）公共建築物等の耐震化の推進
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423
建築物の窓ガラスや外装タイル等の改善指導
の実施

　３階建て以上の建築物で道路に面した部分について、地震時に
落下の危険性のある窓ガラスや外装タイル等を調査し、基準に適
合しない場合は改善指導を行う。

順調
定期報告・定期点検における外壁タイルの調
査指導など行った。

住宅課建築指導室 91

424 大規模盛土造成地の調査結果の公表
　大規模盛土造成地の有無等を調査し、住民への情報提供をホー
ムページ等で行うことにより、防災意識の向上を図る。

＜大規模盛土造成地
の調査結果の公表率
H30：100%＞

達成 H28年9月1日、県のホームページにて公表済 都市計画課 91

425 大規模盛土造成地の安全性の把握
　大規模盛土造成地の住宅被害軽減に向け、地震時における盛
土の安全性を把握するため、地盤調査や安定計算などを行う調査
実施計画を策定する。

＜大規模盛土造成地
における調査実施計
画の策定率　R4：
100％＞

達成

・計画策定が進むよう関係市町を対象とした補
助事業の周知を行い、調査実施計画の策定が
完了した。

＜R4年度実績：100％＞

都市計画課 91

426 ブロック塀や石塀等の改善指導の実施
　道路に面し地震時に倒壊の危険性のある、高さ1.2ｍを超えるブ
ロック塀・石塀等を調査し、基準に適合しない場合は改善指導を行
う。

順調

危険ブロック塀の所有者に対して撤去の補助
制度の周知とあわせて注意喚起を実施した結
果、倒壊の危険性のあるブロック塀等の撤去
が進んだ。

住宅課建築指導室 91

427 ブロック塀等の改善
　地震発生時に避難路の安全を確保するため、避難路に面した倒
壊のおそれのある民間所有のブロック塀等の撤去を促進する。

＜撤去件数　R3：150
件　R4：300件（累計）
＞

＜撤去件数　R3～
R5：300件（累計）＞

要努力

関係市町村と連携し、防災週間等における改
善指導を行うとともに、個別に改善指導の督促
を行った。

＜実績R3：110件、R4：85件（累計195件）＞

住宅課建築指導室 91

428
建築基準法に基づく市街地の建築物の不燃
化対策の促進

　建築基準法に基づく指導や検査により、防火・準防火・屋根不燃
地域内の建築物の不燃化対策を促進する。

順調
建築確認時、完了検査時又は定期報告時に
建築基準法に適合するよう指導を行った。

住宅課建築指導室 92

429 造成宅地の危険擁壁の改善指導の実施
　建築基準法に規定された擁壁（高さ２ｍ以上）について、パトロー
ルにより危険な擁壁の発見に努め、改善指導を行う。 達成

盛土の総点検等により点検を実施
（R3年度達成）

都市計画課 92

430 危険造成宅地の増加防止
　都市計画法に基づく開発許可審査時に大規模盛土の安全性を
確認することにより、新たな危険造成宅地の増加を防止する。 達成

開発許可審査時に大規模盛土の有無等を確
認した。
（R3年度達成）

都市計画課 92

431 被災時の避難路の確保（再掲）

　津波避難困難地域の解消をはじめ、地域の安全性を確保するた
め、老朽化して危険な空き家・空き建築物の除去や市町村におけ
る空き家等対策計画の策定を支援し、災害に強いまちづくりを推進
する。

＜R4年度までに老朽
危険建築物（空き家
等）除却戸数2,200戸
（累計）＞

＜R5年度までに老朽
危険建築物（空き家
等）除却戸数2,600戸
（累計）＞

順調

老朽化して危険な空き家・空き建築物の除却
に取り組む市町村と連携し、空き家・空き建築
物の除却を促進した。
＜R4年度実績：2,316戸（累計）＞

住宅課 92

432 共同溝（電線類の地中化）の整備の推進
　電線類の地中化を計画的に進め、電気・通信等の安定したライフ
ラインの確保を推進する。

＜無電柱化した県管
理道路の延長　H25：
11.0km→H30年度ま
でに11.8km整備完了
＞

＜無電柱化した県管
理道路の延長　H25：
11.0km→H30年度ま
でに11.8km整備完了
＞

順調
R元年度に目標延長の整備が完了（11.8km）
鳴門公園線において、事業関係者との調整協
議、無電柱化工事を継続

道路整備課
都市計画課

92

　　（３）大規模地震を想定した都市計画等の推進
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433
防災機能を持った公園等オープンスペースの
整備の推進（公園施設の防災拠点機能の強
化）

　災害時に、救援救護活動や復旧のための資機材・物資輸送の中
継基地のほか、周辺地域の避難場所等、防災拠点として機能する
公園の拠点機能の強化を推進する。

順調

鳴門総合運動公園の体育館（避難所）におけ
る非常用発電設備改修の設計が完了した。
また、蔵本公園（広域避難場所）における受変
電設備の嵩上げ工事に着手した。

都市計画課 92

434 防災･減災に資する鉄道高架事業の推進

　踏切の除去による道路交通の円滑化及び津波浸水が想定され
る鉄道沿線地域において、避難路や救援路、一時避難場所などの
機能確保を図るため、徳島市が実施するまちづくりと一体となっ
て、鉄道高架事業を推進する。

要努力
徳島市の「徳島駅周辺まちづくり計画」見直し
に先立ち、県、市、ＪＲ四国の三者による意見
交換を行い、事業化に向けて、調整を図った。

都市計画課 92

435 「都市計画区域マスタープラン」の見直し
　徳島東部及び南部圏域の都市計画区域マスタープランの見直し
等により、防災・減災対策を土台に据え、安全で快適に暮らせる効
率的な都市形成を推進する。

＜H29年度までに徳
島東部及び南部圏域
の都市計画区域マス
タープランの策定＞

達成 （H29年度目標達成） 都市計画課 93

436 「都市計画区域マスタープラン」の見直し
　徳島東部及び西部圏域等の都市計画区域マスタープランの見直
しにより、安全で快適に暮らせる効率的な都市形成を推進する。

＜徳島東部及び西部
圏域等の都市計画区
域マスタープランの見
直し数（累計）
R3：４区域（池田・貞
光・脇・藍住）　R4：５
区域（徳島東部）＞

達成

徳島東部都市計画区域マスタープラン見直し
に係り、素案のパブリックコメント、縦覧、住民
説明会、公聴会の実施を踏まえ案を取りまと
め、案の縦覧、都市計画審議会、国との協議
を経て、R5年3月、見直しを完了した

都市計画課 93

437
「市町都市計画マスタープラン」の策定・見直し
を促進

　防災減災対策を踏まえた市町都市計画マスタープランの策定に
向け、未策定の市町の支援を行うとともに、上位計画となる「都市
計画区域マスタープラン」の見直しにより、各市町における見直し
について検証を推進する。

＜H29年度までに策
定（2市町）・見直し検
証（12市町）＞

達成 （H29年度目標達成） 都市計画課 93

438 津波浸水に対応した埋立造成
　徳島小松島港津田地区における「津田地区活性化計画」に基づ
き、地域の防災力を高める。

＜「津田地区活性化
計画」の実現に向け
た土地造成　H27：計
画策定→H30：埋立概
成＞

達成
Ｒ30年度にフルインター用地部分が完成し、目
標を達成した。

運輸政策課 93

439 立地適正化計画の策定等の支援
　住民の生活利便性の維持・向上や防災まちづくりを進めるため、
市町による立地適正化計画の策定等を支援し、持続可能な市街地
の形成を促進する。

順調

技術的支援の場となる学識経験者と連携した
研究会を開催した。
立地適正化計画制度の市町への説明や、広
域的観点から策定する計画に関する調整・協
議を実施した。
国に対し策定に必要な予算要求を実施した。

都市計画課 93
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

440
国直轄事業による防災拠点港の岸壁の耐震
化及び海上輸送拠点となる港湾施設の整備
の促進

　地震の揺れによる液状化等に対応するため、防災拠点港岸壁の
耐震化及び海上輸送拠点となる港湾施設の整備を促進する。

達成
R元年度に国直轄事業である防波堤延伸工事
が完成し、目標を達成した。

運輸政策課 94

441 ため池ハザードマップの作成の推進
　決壊すると多大な影響を与えるため池ハザードマップの作成を推
進する。

＜R2年度までに120
箇所（累計）実施＞

達成 ため池ハザードマップの作成・公表を促進した。生産基盤課 94

442 漁港施設の耐震化の推進
　地震・津波等に対する漁港及び背後集落の安全確保のため、漁
港施設の耐震診断結果等に基づき、地震・津波対策の整備を推進
する。

＜漁港施設の耐震化
着手数　H25：2箇所
→R4：11箇所＞

＜漁港施設の耐震化
着手数　H25：2箇所
→R5：11箇所＞

順調
11箇所において、漁港施設の耐震化に着手し
た。

生産基盤課 94

443
海岸・河川堤防等の地震･津波対策の推進
（再掲）

　海岸保全基本計画及び河川整備計画に基づき、緊急を要する海
岸・河川堤防の整備を推進する。

＜海岸・河川堤防等
の地震・津波対策の
実施数（累計）　H25：
８箇所→R4：27箇所
＞

＜海岸・河川堤防等
の地震・津波対策の
実施数（累計）　H25：
８箇所→R5：30箇所
＞

順調
29箇所において、海岸・河川堤防等の地震・津
波対策に事業着手した。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

94

444
堤防・護岸・湾口防波堤等の整備の推進（林
野海岸）（再掲）

　海岸保全基本計画に基づき、林野海岸（潮害防備保安林）にお
ける、施設の点検、機能強化や防潮林の整備を推進する。

＜毎年４海岸の施設
点検を推進＞

＜毎年４海岸の施設
点検を推進＞

順調

林野海岸（潮害防備保安林）における４海岸
（美波町①山座、②苫越、③小野田井・海陽町
④大里松原）の施設点検・パトロールを実施し
た。

森林整備課 94

445
国直轄事業による海岸堤防の整備の促進（再
掲）

　撫養港海岸において、堤防の液状化対策や老朽化対策を促進
する。

達成 Ｈ28年度に全区間を整備し、目標を達成した。 運輸政策課 95

446
国直轄事業による河川管理施設の整備の促
進（再掲）

　国直轄管理河川である吉野川、那賀川などにおいて、河川堤防
の耐震対策や水門・樋門の自動化・遠隔操作化などを促進する。

順調 河川堤防等の耐震対策工事を促進した。 水管理政策課 95

447 水門・樋門等の自動化・閉鎖の推進（再掲）
　海岸及び河川等における水門・樋門等の自動化・閉鎖を推進す
る。

＜水門・樋門等の自
動化・閉鎖率　H25：
38％→R4：50％＞

＜水門・樋門等の自
動化・閉鎖率　H25：
38％→R5：51％＞

順調

（県土整備部）
海岸・河川・港湾・漁港における水門・陸等の
自動化閉鎖を推進した。

（農林水産部）
水門・樋門等の電動化・閉鎖等を推進した。

＜R4年度実績：51％＞

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

95

448
迅速な陸こう等閉鎖のための運用の見直し
（再掲）

　常時閉鎖化を進めつつ、地震発生後、速やかに陸こうを閉鎖する
ため、陸こう等の運用の見直しを行う。

順調
海岸・河川・港湾・漁港の陸こうの統廃合化及
び運用の見直しを推進した。

河川整備課
運輸政策課
生産基盤課

95

449 河川水門の耐震化の推進（再掲）
　津波の遡上が想定される河川において、緊急を要する河川水門
の耐震化を推進する。

＜河川水門の耐震化
実施箇所数（累計）
H25：４箇所→R3：13
箇所＞

達成
13箇所において、河川水門の耐震化を実施し
た｡

河川整備課 95

450 農業用ため池の整備の推進
　農業用ため池について、緊急点検の結果を踏まえ、老朽化した
ため池の計画的な整備を実施する。

＜着手施設数（累計）
R4：77施設＞

＜着手施設数（累計）
R5：85施設＞

順調

継続して、花園池、オソノ池、妙見池、大師池、
第一金清池、土井の池、大谷溜の７箇所に加
え、R4新規の古志田池の計8箇所で事業実
施。
鳴門市他1町1村の５ため池の廃止に着手。

＜R４年度実績：累計82施設＞

生産基盤課 95

　　（４）公共土木施設等の地震対策の推進
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451 土地改良施設の耐震化の推進
　土地改良施設について、耐震診断の結果を踏まえ、計画的な耐
震化を推進する。

＜着手施設数（累計）
R4：14施設＞

＜着手施設数（累計）
R5：15施設＞

順調
継続して，耐震工事を実施。

＜R4年度実績予定：14施設(累計)＞
生産基盤課 95

452
徳島小松島港沖洲（外）地区複合一貫輸送
ターミナルへのアクセス向上に向けた臨港道
路整備の推進

　徳島沖洲ICと複合一貫輸送ターミナルとを直結し、経済活性化と
防災の両面に資する臨港道路を整備する。

＜R3年度部分供用
し、R4年度完成＞

達成 徳島沖洲IC周辺の臨港道路を整備した。 運輸政策課 96

453 ５Ｇを活用した河川監視カメラの整備

　南海トラフ巨大地震の発生に伴い、河川を遡上する津波に対し、
「切迫感」のある情報をリアルタイムに提供し、的確な対応及び避
難行動につなげるため、５Ｇを活用した河川監視カメラを整備す
る。

達成
「那賀川」及び「海部川」において、整備を完了
した。

河川整備課 96
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454
土砂災害の危険性のある人家の保全対策の
実施

　災害時要援護者関連施設等の保全や、近年土砂災害が発生し
た緊急度の高い箇所における、被害拡大防止対策を重点的に実
施する。

＜H28：2,300戸→R4：
2,600戸保全する＞

＜H28：2,300戸→R5：
2,650戸保全する＞

順調

（生産基盤課）
１１戸を保全した。
（森林整備課）
４３戸を保全した。

＜R4年度実績：2,638戸（累計）＞

生産基盤課
森林整備課

97

455
土砂災害の危険性のある要配慮者利用施設
及び避難所の保全

　土砂災害の危険性のある要配慮者利用施設及び避難所を保全
する。

＜保全した要配慮者
利用施設及び避難所
数　H25：269施設→
R4：335施設＞

＜保全した要配慮者
利用施設及び避難所
数　H25：269施設→
R5：340施設＞

順調

要配慮者利用施設及び避難所12箇所を保全し
た。

＜R4実績：337施設＞

砂防・気候防災課 97

456 土砂災害防止法に基づく基礎調査の推進 　土砂災害防止法に基づく基礎調査を推進する。
＜H28年度に実施率
100%＞

達成 H28年度に目標を達成した。 砂防・気候防災課 97

457 土砂災害警戒区域の指定の推進 　土砂災害警戒区域の指定を推進する。
＜R1年度指定率
100％＞

達成 R元年度に目標を達成した。 砂防・気候防災課 97

458 市町村が行う土砂災害啓発マップの公表 　市町村が行う土砂災害啓発マップを公表する。
＜H29年度の公表率
100％＞

達成 Ｈ28年度に目標を達成した。 砂防・気候防災課 98

459
地震後の土砂災害危険箇所等緊急点検マ
ニュアルの運用

　地震発生により危険性が高まる恐れのある土砂災害危険箇所の
的確な対応や砂防堰堤等砂防設備の速やかな機能復旧を行うた
め、緊急点検の実施マニュアルを適切に運用する。

順調
R5年1月17日、R4年度図上訓練において、土
砂災害危険箇所等緊急点検マニュアルに基づ
き訓練を実施した。

砂防・気候防災課 98

460
河道閉塞等の大規模土砂災害に対する訓練
の実施（直轄砂防）

　河道閉塞等の大規模土砂災害に対する緊急対応を迅速かつ的
確に行うために、直轄砂防事務所、四国４県、関係市町村が連携
して対応訓練を実施する。

順調
R4年12月11日、有瀬地区避難訓練を、四国山
地砂防事務所、三好市と連携し実施した。

砂防・気候防災課 98

461 深層崩壊対策の推進
　深層崩壊対策として、国土交通省や農林水産省をはじめとする
関係機関とともに、迅速かつ円滑な避難を確保するためのハード、
ソフト両面の対策を推進する。

順調

有瀬地すべりにおいて、恒久対策となる排水ト
ンネルの掘削を開始した（直轄施工）
有瀬地すべりにおいて、関係機関と連携し緊
急連絡体制を確認した。

生産基盤課
森林整備課
砂防・気候防災課

98

462
土砂災害対策と併せて行う、避難路の保全
（再掲）

　災害発生時の円滑な避難を確保するため、地域防災計画に位置
づけられた避難路について、土砂災害対策と併せて保全する。

＜新たに保全された
避難路の箇所数
(R1) 3箇所→(R4) 15
箇所＞

＜新たに保全された
避難路の箇所数　R1：
３箇所→R5：20箇所
＞

順調
避難路4箇所を保全した。

＜R4実績：16箇所＞
砂防・気候防災課 98

　　（５）土砂災害対策の推進
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463 山地防災ヘルパーの認定
　地域事情に精通し密接に関わっている住民や関係者を「山地防
災ヘルパー」として認定し、災害時の情報収集をより早く行う体制
整備を推進する。

＜R5：200名＞ ＜R5：200名＞ 順調

山地災害に関する情報収集の迅速化や山地
災害危険地区等における地域住民への防災
啓発を推進するため山地防災ヘルパーの認定
を推進しており、令和4年度においては11名を
新規認定した。

＜R4年度実績：212名（累計）＞

森林整備課 98

464
山地災害の危険性が高い箇所（山地災害危
険地区）の調査・点検パトロールの実施

　平時から山地に起因する災害に備え、山地災害危険地区の調
査・点検パトロールを実施する。

＜180箇所／年＞ ＜180箇所／年＞ 順調

県、市町村及び山地防災ヘルパーが連携し、
山地災害防止キャンペーン期間中の「調査・点
検」をはじめ、豪雨後の「緊急点検」など、きめ
細やかな防災活動を実施した。

＜R4年度実績：212箇所＞

森林整備課 98

465 山地災害危険地区における治山対策の推進
　森林整備保全事業計画に基づき、事前防災・減災対策として、治
山施設等の整備を推進する。

＜R4：734集落＞ ＜R5：736集落＞ 順調

荒廃山地の復旧や予防対策として、治山ダム
等の施設整備を実施した。

＜R4年度実績：累計734集落＞

森林整備課 99

466 祖谷川地区直轄地すべり防止事業の促進
　大規模土砂災害による被害を最小限に抑えるため、国と連携し
て地すべり対策を推進する。

順調

祖谷川地区地すべり防止工事のうち、麦生土
地区において集水井戸工事、西山地区で治山
ダム工事、樫尾地区での山腹工事を計画どお
り実施した。

森林整備課 99

467 阿津江地区直轄地すべり防止事業の促進
　大規模土砂災害による被害を最小限に抑えるため、国と連携し
て地すべり対策を推進する。

達成 森林整備課 99

468 保安林指定の推進 　森林を適正に管理・保全するため、保安林の指定を推進する。 ＜R4：98,900ha＞ <R5:99,100ha> 順調

森林所有者の理解を得ながら、奥地の水源地
や山地災害危険地区内を中心に指定を進め
た。

＜R4年度実績：98,937ha（累計）＞

森林整備課 99

469 とくしま県版保安林の指定の推進
　森林を適正に管理・保全するため、とくしま県版保安林の指定を
推進する。

＜R4：600ha＞ <R5:675ha> 順調

河川の源流域にある特に重要な森林につい
て、所有者の同意を得ながら迅速に、第一種
森林管理重点地域（とくしま県版保安林）へ指
定した。

＜R4年度実績：651ha（累計）＞

森林整備課 99

470 間伐等の森林整備の推進
　森林の持つ土砂の流出防止機能の維持・向上のため、間伐等の
森林整備を推進する。

＜間伐等森林整備面
積累計　R3：28,000ha
R4：29,000ha＞

＜間伐等森林整備面
積累計　R3：28,000ha
R4：29,000ha　R5：
31,000ha＞

順調
民有林において、保育間伐などの森林整備を
実施した。
＜R4年度実績：30,4181ha（累計）＞

スマート林業課 99

471 森林境界明確化の推進
　間伐等の施業を開始するには森林境界が明確となっていること
が前提となっていることから、森林境界明確化の増加に向けた取
組を推進する。

＜森林境界明確化実
施率　R3：49％　R4：
50％＞

＜森林境界明確化実
施率　R3：49％　R4：
50％　R5：54％＞

順調

所有森林を確認したい所有者に対し、森林簿
等の情報を提供し、境界の確認を支援した。ま
た、森林施業集約化交付金事業を活用し、森
林境界の明確化を推進した。

＜R4年度実績：53%＞

スマート林業課 99

472
国営総合農地防災事業による基幹用水路の
整備

　農林水産業に係る生産基盤等の災害対応力の強化に向けて、
基幹的水利施設等の整備・耐震化など農山漁村における防災対
策を推進する。

＜R4：82km＞ ＜R5：82km＞ 順調

基幹的水利施設等の整備が行われ、R4年度
末までに82kmが整備された。

＜R4年度末実績（累計）：吉野川下流域地区
63.5km　那賀川地区18km＞

生産基盤課 100
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

473
東日本大震災の被災自治体の復興計画の情
報収集・分析

　被災地の自治体が策定する「復興計画」の内容や計画策定まで
の経過、手法等の情報を収集・分析する。

順調

東日本大震災の被災自治体の復興計画のほ
か、内閣府発行の「復旧・復興ハンドブック」等
から過去の災害からの復旧・復興事例を収集
するなど、情報収集・分析を行った。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

101

474
南海トラフ巨大地震を想定した早期復興のた
めの検討

　被災地の自治体から得られる復興に関する教訓や課題を踏ま
え、本県における南海トラフ巨大地震を想定した復興計画の検討
項目や策定手順、復興のための組織体制などについて検討を行う
とともに、市町村における事前復興の取組を促進する。

順調

・市町村向け事前復興研修会を実施した。
・「とくしまゼロ作戦」県土強靱化推進事業にお
いて、市町村における事前復興の実践的な取
組をソフト・ハード両面から支援した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

101

475
各分野の関係機関・団体等における、復興の
ための検討の促進

　医療・福祉をはじめ、商工業、農林水産業、建設業など、各分野
を代表する関係機関・団体等において、南海トラフ巨大地震で被災
した際の迅速な復興に向けた検討を促進する。

順調 地域継続をテーマとした研修会を開催した。
とくしまゼロ作戦課
事前復興室

101

476 地籍調査の推進
　震災等の大規模災害に備え、土地の境界を正確に復元でき、迅
速な復興が可能となるよう、地籍調査を推進する.。

＜H22：29％→R5年度
までに進捗率43％＞

＜H22：29％→R5年度
までに進捗率44％＞

順調
19市町村において地籍調査事業を推進した。

＜R4年度実績：43%＞
農山漁村振興課 101

477 防災・減災関連エリアの地籍調査の推進 　防災・減災関連の「重点エリア」の地籍調査の推進を図る。
＜毎年度15㎢の面積
を実施＞

＜毎年度15㎢の面積
を実施＞

順調

「津波浸水」、「中央構造線直下型地震」、「山
地災害」、「洪水浸水想定」の４つの地域を「防
災・減災対策関連エリア」として重点的に実施
した。

＜R4年度実績：12.9㎢＞

農山漁村振興課 101

478 復興指針の策定

　震災からの復旧及び復興を計画的かつ円滑に推進するため、県
において、復興指針を策定し、市町村の事前の復興計画の策定を
促進する。

＜H28・29・30 復興指
針検討、R元 復興指
針策定＞

達成 令和元年１２月に徳島県復興指針を作成済
とくしまゼロ作戦課
事前復興室

102

479
復興まちづくりイメージトレーニングによる復興
を支える人材育成

　津波や活断層地震などによるあらゆる被害を想定し、復興課題を
把握するとともに、各自治体において「平時のまちづくり」と「復興ま
ちづくり」を行える人材を育成するため、「復興まちづくりイメージト
レーニング」の実施や「学識経験者による講演会」を開催する。

＜「復興まちづくりイ
メージトレーニング」等
の参加者数（累計）
R3：400人以上　R4：
500人以上＞

＜「復興まちづくりイ
メージトレーニング」等
の参加者数（累計）
R3：400人以上　R4：
500人以上  R5:700人
以上＞

順調

「復興事前準備の必要性について」の講演会、
復興イメージトレーニングのファシリテータ研修
及び応急仮設住宅用地の検討を加えた復興ま
ちづくりイメージトレーニングを実施した。

＜R4年度実績：661人＞

都市計画課 102

480
「フェーズフリー」の推進による県民防災力の
強化

　普段から利用しているモノ・サービスが災害時にも役立つよう、平
時と災害時という状態や時期（フェーズ）の垣根を取り払い、県民
防災力の強化につなげる。

順調

令和３年度に実施した「フェーズフリーアイデア
コンテスト」及び「e-防災ゲームアイデアコンテ
スト」の入賞作品を活用した「ｅ－防災ゲーム」
を作成し、各種イベントでの活用やインターネッ
ト上での無料公開により、県民防災力の向上
が図られた。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

102
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取組名 取組内容 R４年度までの目標 Ｒ５年度までの目標

481 地域継続体制の構築
　地域継続推進協議会等を活用し、平時から事前復興に関わる機
関が相互に「顔の見える関係」を構築しておく。

順調
地域継続推進協議会を開催し、平時から事前
復興に関わる機関が相互に「顔の見える関係」
を構築した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

102

482 復興訓練の実施
　住民等との合意形成を図るためのイメージトレーニング等の復興
訓練を継続的に実施しておくよう、市町村に対し助言・周知する。

順調

令和３年度に実施した事前復興まちづくりワー
クショップの開催手法をマニュアル化するととも
に、開催事例を電子データ提供することによ
り、市町村を支援した。

とくしまゼロ作戦課
事前復興室

102

483
地域コミュニティの活性化による持続可能な地
域づくり

　表彰制度や国、関係団体による助成事業を活用しながら、地域コ
ミュニティの維持・活性化に向けた取組みを支援するとともに、優
れた取組事例を幅広く普及し、集落再生の実現を図る。

順調
地域コミュニティからの申請に応じて関係団体
の助成事業による支援を実施。また優れた集
落の取組を紹介する冊子を作成。

とくしまぐらし応援課 102
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